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        委員長  中 川   博      副委員長  髙 田  伸 也 

        委 員  佐々木  希 絵      委 員  藤 野  裕 子 

         〃   ポープ  三 恵       〃   藤 井  祥 代 
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        議 長  浅 岡  正 広 
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 住 民 部 長  大 門   晃 

 健康福祉部長兼総合保健福祉センター長  田 村  夕 香 

 ま ち 創 造 部 長  安 井  啓 悦 
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 総合政策部危機管理室長  木 矢  哲 也 

 総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長  田 中  啓 之 

 総務部副理事兼人事財政課長  後 藤  利 彦 

 総務部契約検査室長  岩 根  有津佐 

 総務部副理事兼施設営繕課長  牧 野   勉 

 総務部副理事兼まち創造部副理事  中 崎  誉 之 

 住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長  北 野  朋 子 
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 住民部保険年金課長  桶 本  和 正 

 住 民 部 税 務 課 長  渡 辺  恵 子 

 健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長  和 田  信 一 

 健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長  □ 元  哲 夫 

 まち創造部副理事兼地域整備課長  藤 木  幹 史 

 まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長  中 海  幹 男 

 まち創造部副理事兼都市環境課長  池 添  謙 司 

 （出 納 室） 

 会計管理者兼出納室長  中 筋  美 枝 

 （教育委員会事務局） 

 教 ・ 育 部 長  谷    道 広 

 教・育部教育課長  藤 井  康 裕 

 教・育部こども１ばん課長  山 田   恵 

 教・育部副理事兼生涯まなぶ課長兼中央公民館長兼図書館長  森    弘 樹 

 教・育部学校給食センター所長  浅 井  明 郎 

         ※各所属課の係長級以上も説明員として出席する 

 議会事務局職員出席者 

 理 事 兼 事 務 局 長  梅 川  茂 宏 

 課長補佐兼庶務係長  吉 田  高 朋 

 付 託 議 案  議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算 

         議案第54号 令和７年度河南町国民健康保険特別会計予算 

         議案第55号 令和７年度河南町後期高齢者医療特別会計予算 

         議案第56号 令和７年度河南町介護保険特別会計予算 

         議案第57号 令和７年度河南町土地取得特別会計予算 

         議案第58号 令和７年度河南町下水道事業会計予算 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

審   査   の   経   過 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分開会 

 

○中川委員長 

  皆さんおはようございます。 

  定刻が参りましたので、これより予算・決算常任委員会を開催いたします。 

  ただいまの出席委員は９名でございます。 

  河南町議会委員会条例第14条の規定により、定足数に達しておりますので、これより予

算・決算常任委員会を開会いたします。 

  この委員会の傍聴ですが、委員会条例第17条の規定により、３階301・302会議室で委員会

の模様をテレビモニターにより視聴していただきます。 

  なお、委員会の休憩中は音声を出さないことといたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○中川委員長 

  昨日の定例会議におきまして当委員会に付託を受けた議案は、議案第53号、令和７年度河

南町一般会計予算外５件の審査についてでございます。 

  委員会に対する町長からの説明員の通知は、議長宛てに回答がありましたので、タブレッ

トに送信しております。 

  なお、説明員の補佐として、必要に応じて課長補佐、係長の説明も認めておりますので、

ご了承お願いいたします。 

  ここで、審査方法についてお諮りいたします。 

  まず初めに、施政運営方針に対する総括の質疑をお受けしたいと思います。 

  なお、事業の内容の詳細な質問につきましては、各予算のところで質疑いただきますよう

お願いをいたします。 

  次に、一般会計予算の債務負担行為、地方債及び歳入全般について理事者より一括して説

明を願い、質疑につきましては、債務負担行為及び地方債の質疑をお受けし、その後、歳入

全般の質疑をお受けいたします。 
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  続いて、歳出に入りますが、まずは人件費全般について説明を願い、質疑をお受けいたし

ます。その後、款ごとに説明を願い、款ごとに質疑をお受けしたいと思います。ただし、ペ

ージ数の少ないものは一括して行いたいと思います。 

  次に、各特別会計予算、下水道事業会計予算につきましては、収入・支出とも説明をいた

だき質疑をお受けいたします。 

  ６件の各会計予算の討論・採決につきましては、全ての質疑が終わった後、１件ずつ行い

たいと思います。 

  以上の方法で審査することでご異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○中川委員長 

  異議なしと認めます。よって、以上のように行います。 

  次に、説明員の出席について、歳出は款ごとに審査したいと考えておりますので、担当課

はその都度、早めに順次出席をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

  委員長より一言申し上げます。 

  発言者は初めに挙手をして、指名を受けてから発言を願います。次に、委員の質疑につき

ましては、簡潔明瞭に願い、理事者は質疑の内容を十分に把握され、的確な答弁をお願いい

たします。また、委員及び理事者は、必ず予算書のページを述べ、款、項、目などを示して

いただきたいと思います。次に、議長におかれましては、意見などがある場合は事前に申出

をお願いいたします。 

  スムーズに委員会が進行しますよう皆様のご協力をよろしくお願いいたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○中川委員長 

  ここで、委員会の開会に当たり、町長より挨拶の申出がございましたので、お受けいたし

ます。 

  森田町長。 

○森田町長 

  改めましておはようございます。 

  昨日は本会議を開いていただきまして、条例案件、それから人事案件等についてご可決、

ご同意いただきましてありがとうございます。 

  昨日に引き続きまして、今日は予算・決算常任委員会ということでございますので、よろ
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しくお願いしたいと思います。 

  本委員会に審議をお願いいたしますのは、令和７年度の一般会計予算外５件の予算でござ

います。 

  詳細につきましては担当のほうから説明しますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  町長の挨拶が終わりました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○中川委員長 

  それでは、町長の施政運営方針の総括質疑をお受けいたします。 

  先にページを述べてから質問していただきたいと思います。また、ほかの委員と質問がな

るべく重複しないように、同じ趣旨の質問は避けていただくようお願いいたします。 

  それでは、委員の質疑をお受けいたします。―佐々木委員。 

○佐々木委員 

  ちょっと全体的なところは誰かが言うかと思ったので、個別なところを用意していたんで

すけれども、８ページの１歳児、２歳児にも５万円ずつ誕生日ごとに給付するということで、

０歳児のときにやっていただき拡充していっているという話で、すごくありがたい話ではあ

るんですけれども、いつやったか２歳児に何か拡充したときにも申し上げたんですけれども、

０歳のときには確かにお金がかかる。出生のときにはお金がかかるんですけれども、１歳、

２歳の誕生日が来るときよりも高校に入るときとかのほうがすごくお金がかかるのに、そこ

には手当てが全くなく、１歳、２歳にするというのは、町長的にはどういう思いがあってや

るんかなというのが一つ。 

  実際に子育てをみんなしてきている人は分かると思うけれども、１歳、２歳で多少絵本と

かおもちゃとか服とかがあっても、高校の学費の比にならんぐらいの出費なので、そこを厚

くしてほしいということを以前にも申し上げているんですけれども、町長の考えが聞きたい。 

  ９ページの給食費の助成も、やっとこれは念願のやつで、全部全額負担、町がしてくれる

ということで、すごくありがたいんですけれども、町長も言っておられたのでこれはいずれ

なるやろうと思っていたんですけれども、今回、私立に通う子も全員対象にするということ

で、ここで問題になるのが、学校教育法に準じていない学校とかも全員が対象になるのか、

町長はどう考えているのか。例えばインターナショナルスクールに通う子とかも対象になる
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と考えているのかというのを町長の口から聞きたい。 

  15ページの…… 

（「１個ずついこうや」の声起こる） 

○佐々木委員 

  いや、もう一気に言ったほうがいい。15ページの海外に派遣するというのが前も町長の思

いを聞いてすごく私も共感して、やっぱりシンガポールに行っていたときよりも、現地のコ

ミュニティーに一瞬でも入り込んでやるということが、すごいいいと私も思うんやけれども、

それは思うんやけれども、やっぱり自己負担がシンガポールのときでも６万円、７万円、３

分の１で６万円、７万円やって、今回多分もっと倍以上に物価も上がっているしなると思う

んです。そこで、あのときでもとても自分たちは通わせられないという人たちが、すごくシ

ンガポールのときでも多かったのに、今回、自己負担は多分20万円前後の金額になるかと思

うんですけれども、やったら税金を金持ちのために使うんか、富の再分配の観点からしてど

うか。それはほんまにいいのかという思いもあるので、そのあたり町長はどう考えているの

か、３点お聞きします。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  順次ちょっと考えを述べさせていただきたいと思います。 

  最初８ページです。子供の出生に対してということで、ここは全体として全部で25万円に

なるんですけれども、妊娠で５万円で出生で５万円を国の制度で給付して、そこにプラスし

て出生で５万円、１歳で５万円、２歳で５万円ということなので、子供が生まれたときには

合計10万円になるという、そういう考え方で今進めています。 

  そういうところでは、やっぱり子供が生まれたときには結構経費がかかるということで進

めているんですけれども、あと高校の授業料がということなんですけれども、ここについて

は大阪府の制度で63万円までのというようなことがありますので、授業料は大阪府内は無償

化ということを完全に今大阪府がやっていますので、授業料については町のほうで考える隙

間がないんではないかというふうに考えています。 

  ただ、子供さんを義務教育の範囲については、給食費も含めて学校教育の義務教育無償化

に向けて努力していきたいという、こういう考え方で、できるところから今順次やっている

ということでご理解いただきたいと思います。 
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  確かに高校とか大学、高等教育には相当お金がかかるというのは重々承知しているんです

けれども、ここについては国の制度、それから都道府県の制度等々で、国会でも今問題にな

っています公立の授業料無償化ということで、昨日も予算が衆議院を通過したんですけれど

も、その中に含まれているということなので、そういう動向も見極めながら、全体としてど

うしていくかを考えていくべきだと私は考えております。 

  続いて、学校給食費の無償化についてのご質問で、当然ながら今までも幼児教育について

は、私立に通園している子供さんにも同じように補助しているということを引き続きやると

いうことなので、当然ながら小学校、中学校の義務教育について、他の学校、私立も含めて

他の学校に行っている方について対象とすべきだということで、河南町立の小中学校でやっ

ている給食費の範囲内で補助するというふうに考えています。 

  各学校によって、当然ながら給食費が高いところもあれば、それも含まれているというよ

うなところもあるようですので、まだちょっとこの分については細かい調査をしながらやっ

ていかないといけないと思っています。ただ、どこまでの範囲の学校にするかというのは、

やはり学校のカテゴリーの中で考えていくべきなので、法律に基づく学校ということで、ま

ずは考えていきたいと思っています。 

  次に、オーストラリアの話ですけれども、やはり生きた体験というか、それが一番大きな

財産になるかなと思っていまして、やはり短い期間ですけれども、そこを体験するというの

は、その体験が実になっていくということで、オーストラリアでホームステイも含めて体験

していくほうが、やはり自ら考えて動くということの中身、自ら考える力というのかな、そ

ういうようなものが発揮できるかなと。 

  ただ、昨今の物価とか燃料費の高騰とかいろんなことから、海外渡航がすごく費用が上が

っているというのは事実です。当然ながら以前行っておりましたシンガポールをするにして

も、当然ながら費用負担は上がってくるんですが、その分は上がってもやはり体験というの

が必要だというふうに判断して、オーストラリアを一遍行ってみようと、もう１回やってみ

ようというふうに決断したわけです。 

  ただ、先ほど委員のほうからもありましたように、自己負担が今20万円程度というふうな

形になっていますので、同じ３分の１でもほぼ３倍ぐらいに上がっていると。当然費用がも

う３倍ぐらいに上がっているので、そういう点ではやはり体験ということをするという部分

では、費用負担をお願いしたいと思っています。ただ、いろんな制度で就学の支援をしない

といけない方については、教育委員会のほうでも制度をやってやるということなので、全体
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として確かに負担は大きいかも分かりませんけれども、そのほかの部分で経済的な支援をす

るので、その分も含めて考えていただけたらと思っています。 

  ただ、これは義務教育の部分ではなくて社会教育の範囲でやるということなので、義務教

育の中の部分ではないということだけは、ちょっとカテゴリーとして分けて考えているとい

うことです。 

  以上です。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  一連町長の考えを聞かせてもらったんですけれども、高校の無償化があるからといっても、

あれ高校無償化と言っているけれども、実質無償になっている人はほとんどいないと思うん

です。高校へ行かせている人は多分みんな分かっているけれども、うちでも公立高校へ２人

通わせて結局50万円、年間で負担があって、すごい負担感というのが一気に負担が増えたと

いうのが、無償化に当てはまらなかったとかもあるかもしれへんけれども、でも授業料以外

のところがすごく高いから、授業料どうこうというよりは何か生活のところでの補助を、高

校生のところからも考えてもらってもいいかなと思います。 

  ９ページのほうの給食費に関しても、今取りあえず書いているのが町在住の児童生徒全員

を対象にと書いているので、言いたかったのが、学校教育法に当てはまらないという理由で、

今朝鮮学校だけを高校の無償化からも維新の人たちが外しているんです。今までずっと入っ

ていたのに。同じような状況のインターナショナルスクールは入っているのに、無償化対象

に朝鮮学校だけが入っていないという嫌がらせを受けているので、そういうのじゃなくて、

町長は町在住の児童生徒全員をちゃんと対象にしてくれるんかというところを確認したかっ

たんです。 

  最後のオーストラリアのことについても、やっぱり例えばその20万円の負担というのが、

高校の無償化みたいに段階を追って大体このぐらいの納税をしている人には幾らぐらい、こ

れぐらいというような負担にしてもらったほうが、ほんまにお金持ちの人だけが使える税金

の使い方というのは、いい事業やのにすごいめっちゃいいやん、やってというようには賛成

できないなと思います。 

  もう一度考え、それぞれ考えが変わらないやつは別にいいけれども、考えが何かあったら

教えてほしいです。 
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○中川委員長 

  高校の無償化というのは、町の自己負担ということですか。自己負担で町独自で。 

○佐々木委員 

  じゃなくて、例えば０歳、１歳、２歳に５万円をやるんやったら、高校生の入学のときに

も何らか補助があってもいいんじゃないか。一番お金がかかるのはそこからやから、実際と

いうところ。お祝いみたいに。 

○中川委員長 

  国の制度を変えるという意味じゃなしに、町が出している部分の５万円の３回の部分とい

うこと。 

  森田町長。 

○森田町長 

  高校については、国のほうでも児童手当の拡充等々で、当然ながらそういう経済的支援に

ついてはいろんな部署がありますので、特に高校の今議論されているのは教科書の無償化も

議論されていますし、その辺のことも待ちたいと思っています。児童手当の拡充部分でも、

当然ながら経済的支援はプラスになっているというふうには理解していますので、本町で高

校生をどうのこうのというのは、ちょっと今のところは考えていないということです。 

  次に、給食費のことですけれども、いろんな学校があるんですけれども、どういう形で行

っているかというのもいっぱいあるので、やはり今の段階では法律に基づく学校というとこ

ろでは区分したいと思っていますが、いろんなケース・バイ・ケースがあるので、その部分

はちょっと検討はする必要はあると思うんですけれども、なかなか給付の在り方が公平に給

付しないといけない部分もありますので、なかなか難しい点がいっぱいあると思うんです。

というのは、やはり違うところに行っている子供さんもいらっしゃるので、そうするとそこ

がやはり普通の学校であれば、週５日というところとあと夏休みとか春休みとかそういう休

みという形になるんですけれども、何日か行っていますとかいうのもありますし、その辺が

難しい点でございますので、今の段階では学校、法律に基づく学校に通う子供さんというふ

うに限定して考えていくのが、一応原則として考えていきたいと思っています。 

  次に、あとオーストラリアですけれども、この部分についてはやはり子供さんの希望、そ

れから保護者の希望もありますので、当然負担が上がるんですけれども、この負担が高額所

得者だけの対応というわけではなくて、全体としてこういう事業に賛同いただけるという方

を募集かけてやっていくということなので、学校の義務教育の範囲内でやるわけではないの
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で、全体平等に全ての人を行かすというわけではないということで、ある一定の人数を募集

かけて、その中で希望された方ということでございますので、こういう一部のやはり所得に

応じて段階を設けるということは、なかなか難しい点があるというのが１点と、やはり低所

得者については、一応一定の配慮をしているということでご理解いただきたいと思います。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  力武委員。 

○力武委員 

  全体的なことで、１ページ目からちょっと情勢のところで述べられておりますけれども、

物価高に対する取組で、野菜をはじめ食料品、日用品、ガソリンから灯油、あるいは最悪は

主食までが値上がりしていますよね。米についても1.5倍から２倍になっているという状況

の中で、住民の暮らしはこうした物価高に加えて、社会保険料である医療保険、介護保険の

負担感には非常に大きいものがあって、所得の２割を超えている状況です。そんな中で増え

ない年金、給与所得者の実質賃金が連続してマイナスになっている。 

  こういった住民の生活、勤労者の生活を町長自身はどのように捉えておられるかまずお聞

きしたいということです。 

  ２つ目、２ページの真ん中辺に、未来協議会のことが述べられておりますけれども、大阪

府と２町１村の財政運営について議論を深め、広域連携の取組や合併の調査・検討を行って

いくと述べられていますけれども、その意図といいますか、これまでの広域連携の在り方、

方向性をどのようにされようとしているのか、詳しく述べていただきたい。 

  ３つ目ですけれども、４ページ真ん中辺りですけれども、町債の償還のために減債基金を

１億円取り崩すように言われておりますけれども、なぜなのか。低金利のときにあえてこの

時期に減債基金を取り崩して返済するこの意図は何なのか。 

  ３つ、まず最初お聞きいたします。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  物価高騰、エネルギーの問題等については、深刻というか全体として何ていうんですか、

やっぱり住民の生活に大きな影響を及ぼしているというのは述べているとおりなんですけれ
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ども、やはり賃金が上がってそれから物価も上がってというところが今の状況かなと、両方

インフレという形かなと思っています。 

  その中で、物価が上がることによって、やはり実質的に給料がそれに見合うに上がってい

るかという点が、一つの大きな問題点かなというふうに思っています。町のほうで、やはり

物価対策について対応するということで、国のほうから交付金のほうが、補正予算でも上げ

ましたけれども、国のほうから来ている部分については、当然ながら３万円、２万円の交付

金については行うわけですけれども、それ以外の市町村が自ら考えてやる分については、全

額カナちゃんコインで住民の皆さんに支援するという形を取っていきたいと思っておりまし

て、四千幾らかの費用については、全額カナちゃんコインにつぎ込むという予算を来年度に

執行に移していきたいというふうに考えています。これで幾ばくかの支援ができるかなとい

うふうには思っています。 

  続いて、未来協議会の話ですけれども、３町村と大阪府の未来協議会においては、連携を

図っていく、それから今後どういう町村の在り方を考えていく、これは財政シミュレーショ

ンも含めてやっているわけですけれども、まずは連携を深めていくということで、いろんな

連携のやり方があるんですけれども、消防についてはもう少し大きな枠で５市２町１村で消

防組合が去年の４月から運営を開始して、今現在担っているということで、あとごみも広域

化になっていますし、し尿、ごみ、それからいろんなところで事務委託も含めて連携しなが

ら進めていく。 

  ただ、この協議会の中では、まず３町村でやれることをやろうということで、今は職員の

採用試験の統一に行うということで、やはり募集人員の確保というのをやるということで、

令和６年度に行いまして、一定の成果が出てきているかなというふうには思っています。 

  それ以外にもいろんな部分で連携してやっていくという部分を、今広域の在り方をもう少

し在り方を考える中で、公共施設の再編の問題とかそういう問題も含めて今後検討していく

と。イベントとかそういったものについては、共同してやっていきますと。いろんな実績の

中で、いろんなイベントを３町村共同で出展したりと、こういうような形で今進めておりま

す。 

  これから未来協議会においては、広域連携のこれからの在り方をどういうふうにしていく

か、その中で今後いろんな議論を深める中で、その一つの手法として合併というものがある

という形を考え取っていますので、それについては調査、検討していくという形で今進めて

いるというところでございます。 
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  それから、もう一つありました減債基金をなぜ低金利のときに取り崩すかということを言

われましたけれども、低金利だから取り崩すとかそういう意味ではなくて、今低金利なんで

銀行等に預けて運用しても、少し今金利は上がっていますけれども、今までみたいな運用益

は発生していないというのは実態としてあります。全体として、なぜ減債基金を取り崩すか

ということは、減債基金も性質的に言うと財政調整基金とほぼ同等の性質を有しているかな

と思っていまして、一般的に目的は減債基金なんで償還のためにということなんですけれど

も、本町の場合は償還での起債を発行しておりません。銀行とかあと政府、ゆうちょとかそ

ういうところと借用の契約を結ぶわけですけれども、毎年半年ないし１年で元金と利息を合

わせて返済していって、10年の地方債であれば10年間で完済すると、こういうような形を取

っています。 

  したがって、一般的にはボンドとかの発行の場合は一括償還ということで、その分を減債

基金にためていくというのが減債基金の一つの目的としてはあるんですけれども、本町の場

合はそういうことはありませんので、毎年決まったお金を返していくというのが今の河南町

のスタイルです。 

  その中で、今、財政運営していく中で必要な資金として、不足する部分も含めて今回減債

基金を取り崩すという予算を編成させていただきました。この部分は、不足するというふう

に理解していただけたらいいと思います。 

  この原資は何かというと、主に減債基金の残高の主なものとしては、国が決められました

今は臨時財政対策債が主なんですけれども、それまでは消費税の引き上がったときの地方債

とか財政の補塡をするための起債をずっと発行してきていたんですが、来年度はゼロという

ことなんですけれども、その分については交付税で一部措置されてきた、今までのところ。

以前に措置されていたものを減債基金に積み立てていたという経緯もありますので、今回苦

しい状況なので、減債基金を償還のために使うというふうな判断をしたというふうにご理解

いただきたいと思います。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  再質問させてもらいます。 

  １月の臨時、物価高に対する問題ですけれども、国の制度として町長答弁あったように、

低所得者向け３万円で、18歳以下の子供さんがいてはるところに２万円というのが決まりま
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して、支給の今通知が各家庭に送られて来ていますけれども、これは国の制度なんです、あ

くまでも。町独自でカナちゃんコインということだけれども、その財源もほとんど国の制度

ということなんですよね。その中で、特に低所得者向けでも社会保険料や税金など公的支払

いをしたら、もう非課税世帯と同じような状況になる、いわゆる限界所得層と言われる、国

では103万円の壁とか140万円とかいろいろ壁を設けて、いろいろ議論されておりますけれど

も、その限界所得層に当たる120万円から140万円のあたりに対する支援策を、町として何ら

かの形で国の制度にプラスアルファができないかどうか、再度見解を述べていただきたいと

思います。 

  それと未来協議会の話ですけれども、この間いろいろと広域行政で協働してやられること

の効果は、明らかに出てきていると思います。特に南大阪の消防の去年１年間の動きの中で

も、大きな成果を上げているというふうに評価したいと思うんですけれども、この広域行政

で連携でやられたことを、もっと行政の効率化を図るべきやというふうに思うんですけれど

も、その効率化という意味での協働連携をどのように今後進めていこうとされているのか、

これまで以上に、例えば広域的にこれはできるかどうか分かりませんけれども、教育委員会

の統合とかそういった連携もすべきではないかという私個人的には思うんですけれども、そ

のあたりの見解も併せて見解を聞きたいと思います。 

  ３つ目の財政の減債基金の取崩しの問題ですけれども、町長はもともと財政のプロなんで

信用したいと思うんですけれども、低金利のときにあえて僕は町債の返済に当たる必要はあ

るのかなという思いがあるんで、そこらが見解の違いと思うんですけれども、一応３番目の

財政についてはちょっと再質問は控えさせていただきたい。 

  ２つだけ再質問させていただきたいと思います。 

○中川委員長 

  ３番目の町債の償還というのは、もう決まったんと違いますの。町債の償還というのは毎

月借金を返していくあれで、返さなあかんわけと違いますの。そやから、仕方ないわけ違い

ますか。 

  償還は毎年、償還のためにお金が必要やから減債基金を潰しているだけで、それは仕方が

ない話。それから低金利だからじゃなく、返さなあかんお金が必要やから、減債基金から返

しているということ。足らんということ、そういうことですね。だから、低金利じゃなしに

仕方がない。返さなあかん。 

○力武委員 
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  定額を返済していくということは理解できているんです。 

○中川委員長 

  返済せなあかんのは決まってある、そのお金がないから。そういうことだと思う。 

  ３番はいいですか。そうしたら、２つだけすみません。いや、みんな分かりやすいほうが

ええと思って。新人の方もいらっしゃるんで。 

  森田町長。 

○森田町長 

  物価高とかいろんなところで、制度上いろんな隙間があるんではないかなというふうには

思いますけれども、町のほうでどういうような支援が必要なのかというのは、国の制度の中

で当然ながらはざまをどんどん埋めていくという形では取っていっておられると思います。

その中で、どうしても今は少子化というところなんで、少子化のところにはそういう点を踏

まえるというよりも、全体として少子化をどうにかしていくという支援で、経済的支援を今

やっているということなので、今、力武委員がおっしゃっています120万円から140万円のと

ころの支援がどれだけ必要かというのは、なかなか我々のところで判断しにくい部分もある

と思うので、全体としてやっぱり国の制度を待ちたいと思っています。 

  それから、あと未来協議会の話ですけれども、行政の効率化というのは、当然効率的に運

営するということで、今はデジタルトランスフォーメーションＤＸでどれだけ人員をほかの

ものに割けるかというか、それによって省力化を図っていけるというところを今現在進めて

いるところです。それをやはり広域的に進めることによって、やはり経費とか人員とかいろ

んな部分が縮減できるというところは考えられます。 

  したがいまして、うちの町のほうでも国全体としてはガバメントクラウドというところで、

基幹の20の業務について統一的な事務処理をやるということの統一化を進められております

ので、これは令和７年度に一部、令和７年度までということだったんですけれども、少し遅

れるような情報もあります。できるところから令和７年度には完成していきたいというふう

に思っております。 

  それ以外にいろんな部署の共同化というのは当然考えられますので、今までも公平委員に

ついては６市町村で今事務局を一つにして今やっているとそういうこともありますので、ど

こまで拡大できるかという部分については、これからできるものから協議していくことも必

要かなとは思っています。 

  ただ、例で挙げられました教育委員会がどうなるかというのは、ちょっと今のところそこ
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までの議論はされておりません。 

  やはり事務の共同化ということで、いろんなところで共同事務の処理をしているというこ

とがあります。介護認定も共同してやっていますし、あと障がいの認定も共同してやってい

ますし、いろんなところで共同化は進んでおりますので、全体としてどこまで進めていくか

というのは、この未来協議会でも議論すべき問題だというふうに私は理解しております。 

  以上です。 

○中川委員長 

  具体的に提案ですね。力武委員、教育委員会と口頭で出ましたので、中川教育長のほうで

何かご意見ございましたら。 

  中川教育長。 

○中川教育長 

  今例としてということで出されましたが、町長もおっしゃったように、今そこまでの議論

というのはしていないというのが現状ですが、今後、例えば一つ例を挙げると、教育委員会

の中でも様々所管も３町村によって違いもあるでしょうし、だけれども、ここはこういうふ

うにすれば、共同で使えるようにすればとか、あるいは指導主事レベルで言うたら、同じよ

うな出張のところにこの数の少ないところで重なって行くことが、もうちょっと効率的にで

きないのかとかいうふうな事務担当のレベルでは、今までされたことがないことはないです。

ただ、それが大きく、じゃこの未来協議会の中でやっていくかどうかというところまではい

っていないという現状なので、今後いろんな意味での効率化ということを考えれば、そうい

ったことも考えていくことが必要になってくる場面が出てくるかもしれない、そんなふうに

は考えています。 

○中川委員長 

  ありがとうございました。 

  力武委員。 

○力武委員 

  すみません、あと３点質問させていただきたいと思います。 

  ５ページにある防災備蓄品の充実を図っていくという積極的な提案がされていますけれど

も、具体にどういったものを考えておられるのかお聞かせ願いたい。 

  特に今、大船渡の山火事で避難生活が３千人余りになってきていると。その中で避難所の

プライバシーを守るということで間仕切り板を体育館に入れているとか、そういう河南町で



－16－ 

はまだそこまで整備されてきていないんですけれども、それとか高齢者向けの段ボールベッ

ドの不足の分であるとか、どういったものを考えておられるのかお聞きしたい。 

  次に、６ページ、防犯パトロールの活動が述べられていますけれども、発足してもう10年

ほどになります。その参加されている方はもう熱心に取組されているんですけれども、何せ

寄る年波、もう80歳前後の方が主体になっているというのが現状だというふうに思うんです

けれども、この制度維持のために若返りを図るべきやというふうに思うんですけれども、そ

の取組をもう少し具体にやる時期に来ているんじゃないか、問題意識を捉えているんですけ

れども、もう大宝地区でも私が若いぐらいなんで、あとは免許証返納しないとあかんような

人が運転しないとあかん、そういう状況になっている。この問題をやはり考えていく時期に

来ているんじゃないかというふうに思います。町長の問題意識を聞きたいと思います。 

  それと最後ですけれども、産業振興のことで、16ページにかけて述べられておりますけれ

ども、大宝地区の入り口、山城バイパスの役場から向かって右側に３社の企業が進出する造

成がもう終わっていますけれども、予定になっているんですけれども、それとか寺田地区に

はドラッグストアの進出がもう予定されているということで、造成が今工事されているんで

すけれども、こういった企業進出によって町内の雇用が少しでも向上するんではないかとい

うふうに思っております。 

  それ以外に町内でそういう企業の進出計画があるのかどうかお聞きしたいのと、農業振興

と併せて６次産業を誘致するような積極的な政策をすべきじゃないかなというふうに思って

いるんですけれども、町長の見解をお聞きしたいと思います。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  まず、防災備蓄品のことなんですけれども、この部分については具体的な数字とかいう部

分がありますので、これは総合政策部長のほうから答えていただきたいと思います。それか

ら…… 

（「数字を求めているんじゃない」の声起こる） 

○森田町長 

  いや、内容とか細かい点がということなので、その点は総合政策部長から答えていただき

ます。 

  青色防犯灯パトロールですけれども、これは平成19年か平成20年ぐらいから始まっていま
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して、15年ぐらいたっているということで私は理解しております。当然ながら高齢化に伴っ

て、その担っていただく人が少しずつ少なくなってきているという現状はあります。パトロ

ールのやり方の方法とかそういうような部分も含めて、やはり地域安全のためには、この回

っているという、パトロールしているということが、非常に大きなＰＲになるというか、犯

罪の抑止にも一つつながっていくのかなというふうには考えていますので、引き続き行って

いく必要性がある事業かなとは思っています。 

  ただ、それを担う人材をどうしていくかという課題は、これは自治会とかそういうような

ものの結成率というか組織率とか、そういうようなものも低下しているという全体的な問題

も含んでいますので、地域のコミュニティーというところをどうしていくかということも含

めて考えていくということで、認識は持っています。 

  したがって、若い方がどんどんそういう自治会とか地域に入っていくというような形がど

のようにしたら取れるかというのは、これからもどんどん考えていかなければならないとい

うふうに認識しているんですけれども、現実的にこちらが旗を振ってもなかなか動かないと

いう部分があるというのはもう重々承知しています。どうやったら動いていただけるかとい

うのは、これからちょっといろいろ考えていかなければならないというふうに思っています。 

  最後に、産業振興の今委員がおっしゃっていますいろんな進出が今のところあるんですけ

れども、それ以外にというところについては、現状では特にそれ以外はありません。 

  以上です。 

○中川委員長 

  農業振興で６次産業の。 

○森田町長 

  農業については、今、新規就農者が何人もいてまして、いろんな助成制度を国の制度も含

めて活用しながら行っています。その中でイチゴとかいろんなものが生産が少しずつ軌道に

乗ってきている部分もありますので、より一層産地としてのＰＲを行っていくとともに、や

はりイチゴとかいろんな農産物を使った加工品の開発というんですか、作っていただくとい

うことも含めて、いろんなものができてきていると思います。いろんな二次製品というか、

加工品ができてきていますので、その辺も含めて町のほうでは支援していくという形を取っ

ております。 

  ただ、６次産業の誘致というのは、特に生産から販売までというところで誘致していくと

いうことなので、今はいろんな企業さんが来て生産から販売までというところもありますの
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で、そういうようなところをもう少し加工品も含めてできるかというのは、今後検討してい

きたいと思っています。 

  以上です。 

○中川委員長 

  渡辺総合政策部長。 

○渡辺総合政策部長 

  防災備蓄品の充実ですけれども、今考えているのは組立て式トイレ。国のほうが令和６年

12月に補正予算で、整備すべき部分で新しい補助メニューができまして、その補助メニュー

を活用した上でこの３月補正には計上するふうに考えているんですけれども、それの対象と

なるやつでトイレとかがあるんですけれども、能登半島の地震の教訓を持って、大阪府のほ

うで災害避難所に対して２基ずつ程度のトイレを備蓄しましょうというようなやつがあって、

そのうち１基は大阪府が購入して市町村に貸与する。もう１基分は市町村で頑張ってつくっ

てくださいというような部分がありますんで、基本的には今トイレで大体31台程度を購入す

るふうに、まだ補正予算が上がっていないんで何とも言えませんけれども、そういう内容に

はなっています。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  災害備品の今部長答弁あったんだけれども、トイレもさることながら備蓄品。今、特に主

力の各地域で備蓄品というか備えているところがあるけれども、かなり格差があるんです。

これを均一化するような、最低この地区ではこれだけのことを用意、自主防災を中心にして

いきましょうと。町はそれに加えてこれだけの、この地域で備えることができないものは町

で役場で備えましょうというようなリストをやって、地域間の格差をなくすような取組をし

ていただきたいなと。進んでいるところは、すごく備蓄しているものが、備蓄倉庫なんかも

充実しているんだけれども、食料品関係は賞味期限があるので、プッシュ型に賞味期限の切

れそうなやつは新たに消化して新たに加えるという、そういう繰り返しをするような取組が

必要ではないかというふうに思いますので、そのあたりはよろしくお願いしたいというふう

に思います。 

  それと、防犯パトロールなんですけれども、人材の確保が非常に大変やというのは、自治

会に加入する人もだんだんと少なくなってきているという状況の中で、これは一つの社会現
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象やと思うんですけれども、定年が延長になってきているということで、60代の人がやっぱ

り少ないんです。もう70歳になってきているような状況なんで、地域の活動がやっぱり10歳

年が上がっているというようなことも含めて考えていかなければならないと思うんです。 

  そういう中で、僕はある面では町内の企業さんに協力を仰ぐ、あるいは農協、郵便局のよ

うなそういう公的な部分にも一定の、例えば月１回協力を仰ぐとか、そういうのをやっても

らいたいというふうに思うんです。例えば交野市の場合は、バスの運転手が足らなくなって、

消防士とかそういったところにも要請をかけようというような取組も始まっているんですけ

れども、ごみの収集車の運転手にも声をかけようという、そういう取組もあるんですけれど

も、やっぱり町内にある資産、人的なところを求める必要があるんじゃないかなというふう

に思うんですけれども、そのあたりも積極的に地域防災、防犯という観点で協力を仰いでい

ただきたいというふうに思います。 

  これは再質問で見解を求めたいと思います。 

  企業誘致のことは、もう積極的によろしくお願いしたいと思います。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  防犯パトロールの人材確保、いろんなところで確保していかなければならないというのが

あると思います。そういう町内のいろんなところに支援を求めるというか。ただ、パトロー

ルは地域単位でやっているというところもありますので、地域の中でどういうふうな形で地

域にもそういういろんな部署が入っていけるかということも含めて、ちょっと考えていかな

ければ、いろんな課題とか問題点とかが出てくるかも分かりませんので、その点も含めて考

えていきたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  河合委員。 

○河合委員 

  この所信表明で町長の思いというのがよく分かるんですけれども、やっぱりここでは町長

の思いというか、町長が思っている河南町の将来像というか夢というか、何かそういうとこ
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ろをやっぱり聞きたいなというふうに思うんです。それで、多分それが細かく言ったらばっ

とここに書いてある内容だとは思うんですけれども、この中でも町長の中で多分優先順位と

かがあると思うんです。給食無償化をずっと町長思いを持ってやっておられて、ある程度実

現がしたという状況になって、じゃ次、町長、どこからやっていきますか。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  やはり人口減少・少子高齢化ということで子供さんが少ないというところで、やはり子供

を一番に考えていくというところで、まずはそこをどうにかてこ入れしたいというのが、今

までの考え方です。ただ、実態としてどこまでやっていけるかというのと、あとはやはり生

活しやすいというか、河南町で住んだら住みやすいよと、思っていただけるのが一つの私の

目標なんです。 

  その中で大きな問題として、金剛バスの悲劇的な廃業という問題があって、それには大手

術で一部今運行しているという形になっています。だから、もう少しそういう点では、交通

の問題というのは、もっとスムーズにいく部分がないのかなと思ったりもしているんですけ

れども、いろんな点を考えれば考えるほど、いいことをやっている事例はいっぱいあるんで

すけれども、やはり過疎とかそういうところで、もう限界みたいな交通サービスみたいなん

があるように思うので、そうなってくるとそれが本当に今河南町に必要なのかというのが一

つの課題かなと思っています。 

  もう一つは、やはりダウンサイジングで公共施設の再編整備がどんどん進んだんで、今そ

ういう点では少し今までの公共施設をたくさん持っているときよりも、少しは経費的には縮

減できているかなと思っています。ただ、再編したレガシーとして残っている部分があるの

で、レガシーというのをどう活用するか、もしくは改廃するか、そういうのが一つの大きな

課題なので、まずは町の中心のところの施設を整理をしていきたい。その後に考えている部

分については、交通には少し関係するんですけれども、それが大きなインパクトになればと

いうふうに思っています。 

  それ以外の施設についても、当然ながら在り方を考えなあかんのですけれども、まずは一

歩ずつ手をつけていきたいというふうに考えています。 

  以上です。 

○中川委員長 
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  河合委員。 

○河合委員 

  ありがとうございます。今、町長にその思いを聞いたら、一番最初にやっぱり子供のこと

が出て、その次に交通問題が出て、再編整備というのがよく分かりました。 

  多分いっぱい課題は町にはあって、やらないといけないこと、やったほうがいいこと、も

っとこうしたほうがいいよと言われること、たくさんあるとは思うんですけれども、全部が

全部できないのが現実やと思うんです。ここにも出ているようにお金もないという中で、や

っぱり優先順位をしっかりつけてやることからやっていくというふうにしなければ、全部が

中途半端になると私は思いますので、町長の思いをしっかり発信してもらって、町長の思い

が実現できるようにやっていってもらえたらなと思います。 

  それだけ要望しときます。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  藤井委員。 

○藤井委員 

  私のほうから、８ページ、子育てと教育のまちについてちょっと全体的にお伺いしたいん

ですけれども、河南町独自でされていることがたくさんあって、すごく充実した内容になっ

ていると思うんですが、住民さんの中でもまだご存じない方がいらっしゃったり、河南町外

の方だともっと知らない。 

  例えば、私が支援の子供を育てている中でよく聞かれるのが、河南町役場では発達検査を、

役場のほうで心理士さんがいらっしゃって、いつでも受けさせてもらえるというシステムが

あると思うんですが、これは近隣の市町村では全くされていないことで、そういった希望が

あればかかりつけの病院で紹介状を書いてもらって、大きな病院に、例えば大阪南医療セン

ターだとかそういうところに、２か月、３か月の予約を待って発達検査を受けないといけな

いというようなそういう状況らしいので、河南町はすごく充実していていいよねという声を

いただくので、そのあたりのもっとＰＲできて、河南町で子育てしたいと思ってもらえるよ

うなそういう宣伝が何かできればいいのになと思うんですが、河南町のホームページをもう

ちょっと充実していただくとか、そのあたりどうお考えか教えてもらいたいです。よろしく

お願いします。 

○中川委員長 
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  森田町長。 

○森田町長 

  事業については、例として挙げていただいたかなと思っています。したがって、それをど

ういうふうに発信するかというところが、質問の趣旨かと思います。 

  今はホームページとかＬＩＮＥとかいろんなＳＮＳとかを活用しながら発信しているんで

すけれども、やはり全体としてやっていることはいっぱいあって、一つまとめた形では、せ

んだって全員協議会で説明いたしました子供の計画ですよね、あの中に全てが盛り込まれて

いるというふうに思っています。その中をもう少し発信していくためにどうするかというの

は非常に大きな課題で、すごく認識はあるんですけれども、いろんなところでそういう点を

これからもどこかでいっぱい私もおしゃべりをしながら、やっていきたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  ホームページの改変。 

  藤井委員。 

○藤井委員 

  そうですね、ホームページを見ると町の細かいことは書かれていないので、もっともっと

河南町で子育てしたいなと思ってもらえるような内容になればいいのかなと思っています。 

○中川委員長 

  その辺はどうでしょうか。ホームページの。 

  森田町長。 

○森田町長 

  ホームページはたくさんのことが載っていて、なかなかそこに行き当たるというのが難し

いと私はちょっと思っていまして、もっと簡単に到達できればいいなというふうには思って

います。その中には多分いろんなことが載っていると思うんです。ただ、心理士の配置につ

いては、今まで臨床心理士もこども１ばん課に配置しているんですけれども、学校とかこど

も園とかいろんなところに出張もして、いろんな相談とかそういうようなものにも乗ってい

るというふうに思っています。 

  そういうふうなものを組織的にどういうような形でやっているかというのは、多分そこま

では詳しくは載っていないかなというふうには思いますので、いろんなものが発信できるよ

うな形でホームページを充実していきたいと思います。中身はすごく量が多過ぎて、なかな
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かそこに行き当たらないんですけれども、新着情報とかそういうようなものも含めて、いろ

んな形で発信はやっていきたいと思います。 

  ただ、ホームページは作り直してまだ間がないんです。少し使いにくい点もいっぱいある

んで、改良してほしいという希望は言っているんですけれども、ちょっとお金もかかるとい

うことなので、お金と見合いながら今進めているというふうにご理解いただきたいと思いま

す。 

○中川委員長 

  ありがとうございました。 

  藤井委員、よろしいですか。 

  すみません、ここで11時15分まで休憩したいと思います。 

休   憩（午前１１時０５分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午前１１時１５分） 

○中川委員長 

  休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

  ほかに質疑ございませんか。 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  ページが、子育て・教育のまちのところの９ページ、10ページなんですけれども、昨日も

ちょっとお伺いしたんだけれども、こども誰でも通園制度というのを今年からやられるとい

うことで、令和７年度からやられるということで、保育士を多分拡充すると思われるんです

けれども、保育士は確保できるんでしょうかというか、足りているのかというのと、という

のも10ページにも、国の基準に合わせ四、五歳児については30対１から25対１へ、３歳児に

ついては20対１から15対１へという、やはりもっと増やさないといけない感じになってくる

んですけれども、子ども・子育てを重要視されているというのをさっきおっしゃっていたの

で、子供支援のほう、保育士さんが足りないと誰でも通園できても先生の負担が増えるだけ

で、ちゃんとした子育て支援ができないんじゃないかと懸念していまして、そのことのお考

えをお聞かせ願いたいです。 

○中川委員長 

  森田町長。 
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○森田町長 

  中村こども園が、今一つ町立であります。この中で当然誰でも通園制度を試行的に実施し

ようとしているんですけれども、保育士の確保というのが一つの問題にはなります。 

  今、国の制度での基準のクラス割りです。この分については、当然ながら保育士の確保を

進めていくという形で、今保育教諭かな、保育教諭の確保をしていくというのを教育委員会

で進めていただいておりますので、この形で進められるような形の体制は組みたいと思って

います。 

  ただ、いろんなことがありますので、今こども園については働き方の中では週休２日にな

っています。ただ、こども園は週休１日なんです、こども園自体は。したがいまして、当然

ながら１人の人で１クラスをずっと見るというような形には当然ならないので、シフトを組

みながらという形で予算も含めて対応しているという形になっています。 

  人員については、教育委員会のほうで確保するように今努めていただいていますので、そ

れも含めてどのような形で進めていくかというのは、これからやる方法についてはいろいろ

考えていきたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  子育てに従事されてきてくれるのはすごく助かるんですけれども、そのせいで現場の保育

士さんにしわ寄せが行かないように、バランスよくしていただけたらいいなということを要

望だけしておきます。お願いします。 

○中川委員長 

  ありがとうございます。 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  １点だけお伺いします。 

  １ページで、人口減少と少子高齢化というふうなことで認識を述べられてくださって、今

年度施策を行うに当たっては、やっぱり基金を繰り入れて予算編成が行われているという現
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状の中で、まちづくり計画は今回が最終年度を迎えるわけですが、それがやっぱりいろんな

施策、六方の施策の中で取り組んでくださって、今年度で完結できるような事業はあるのか、

また、次年度というか次の計画に持ち越していくというようなもののことについては、どう

いうふうに目標年次なんかを設定して次の計画に盛り込むのか、町長の思いがあったら教え

てください。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  今まちづくり計画のことが、どういう形でそこに盛り込むかということだと思います。一

応計画を立案した段階では、そのとおりに進めていくということを進めるんですけれども、

その後、取りあえず５年間でやっているんですけれども、その間に経済の状況変化とか、そ

れから当然ながらパンデミックみたいなのもありました新型コロナとか、いろんなそういう

災害事象もありますので、その点は対応できるような形で進めていくという形を取っていま

す。 

  今まちづくり計画でどこまで進んでいるかというのは、一つ一つまだ検証というんですか、

それを評価を今現在しておりませんので、現時点でどれだけ進んでいるかというのは、私も

今答えられる段階にないということでございます。 

  ただ、いろんな計画を進める中で、やはり進捗というんですか、どこまで進んだかとかい

うそういう管理は当然ながら必要なので、次期計画を策定した段階では、どういうような管

理をしていくかも含めて計画を立案して、進行管理というんですか、そういうようなことも

住民の皆さんと一緒に考えるような形を取っていきたいなというふうには思っています。 

  以上です。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  今回も新たな課題を盛り込んでくださっていますし、新しい施策も出てきているんですが、

では、今現状の予算の中で新しい施策を盛り込むというのは、何％ぐらいの予算を使って盛

り込んでおられるのかということを教えてください。 

○中川委員長 

  森田町長。 
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○森田町長 

  非常に難しい質問。予算を今76億円というほぼほぼ過去最大の予算に膨らんできているわ

けですけれども、この中で大きなウエートを占めるのがやはり人件費、今扶助費が大きくな

っているというのと、公債費は少しずつ減ってはきているんですけれども公債費、この３つ

が義務的経費と言われるものでどうしても外せないものということで、これが３つを足すと

今現在でいくと35億円ぐらいあるんですよね。ということは76億円の半分ぐらいはそれとい

うこと。 

  それ以外に物件費というのがあって、物件費が特に物価高騰を直に受ける部分で、電気代

とかそんなのも全部入っているんですけれども、この部分は物価高騰を特に受けるので、今、

来年度予算で18億円近くということなんで、これはすごく来年度は特に増えているんです、

物件費が。思っています。なぜ増えているかというと、やはり電算のガバメントクラウドと

か、スマート窓口、ＤＸをやるとか、そういうところですごく物件費が増えてきています。 

  そうなってくると、それが18億円ですので、35億円の18億円を足すと五十何億円になりま

すんで、あと20億円ぐらいしか残らない。実際施策でいろんな考えられる予算というのは、

指で数えて何本数えられるかという程度ということなんです。 

  今、普通建設事業費が４億円ぐらいということで、本来この４億円をもっと使って施設整

備していくとか、いろんなものをインフラに充てていかないといけないと思うんですけれど

も、なかなかそこに回すお金が回ってこないという形なので、何億円かとか何％かと言われ

るとつらいんですけれども、すごく少ないというふうに、政策的経費がすごく少なくなって

きているということで、言えば財政の硬直化がどんどん進んでいっているということで、今

経常収支比率は出していないんですけれども、多分相当高い数字になっているかと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  今解決する方法として、だからＤＸの方向性とか広域化の在り方とか、今年度検討してく

ださるというふうに思っているんですけれども、各６つの施策の中でさっき達成する、達成

しないの話をしたんですが、やっぱり次に新たな課題を盛り込んでいくには何かをスクラッ

プしていかんと、そこに盛り込んでいけるお金というのはやっぱりだんだん少なくなってき

ているというふうに、今お聞きして思ったんですが、やっぱり人とか物とかお金とかが回ら
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なくなってくるということにおいては、やっぱりそういう認識を持って職員さんたちも仕事

をしてもらわなあかんというふうには思うんですが、その方向性としては間違えていないの

かどうかということを教えてください。 

○中川委員長 

  森田町長。 

○森田町長 

  財政がいろんなところで苦しい、苦しいということを、こういう施政方針とかそういうと

ころとかいろんなところで、非常に厳しいですよ、厳しいですよということを財政当局も含

めて申し上げているんですけれども、その厳しいというところをやはり見える化をしないと

いけないんです。なぜ苦しいのか、なぜ厳しいのか、それはニュアンス的に厳しいのか、苦

しいのか、そこはやっぱり数字的にどういうような形が本当に今どのような状況になるかと

いうのは、やっぱり職員も含めて全庁で共有しないといけないんですが、そこの部分につい

て庁内でも共有できるような形を取りたいんですけれども、なかなか今通常業務がどんどん

増えてきまして、職員が少し余裕時間がどんどんなくなってきているという時間、余裕時間

まで仕事しているので、やっぱり働き方改革には逆行しているような、国からのいろんな事

務が下りてきてどんどん増えて、当然単発的な事業もあるんですけれども、今の定額給付金

とかそういう部分では単発なんで１回終わったら終わるんですけれども、やはりそこに人員

を割いていかないといけないという。でないと、他市町村では給付されているけれども、河

南町では給付されていないと、こんなような状況になったら困りますんで、対応しているん

ですけれども、なかなか次のことを考えるだけの人員的な余裕が少ないなというところがあ

ります。 

  そういう点では、やっぱり職員のスキルアップも図らんといけないし、職員の働き方改革

も進めなあかんし、そこの一つの方法として、ＤＸでのＲＰＡというのをやろうとしている

んですけれども、そこもこういう目的でやるということをやはり職員の皆さんにもＰＲとい

うか、浸透していかなければならないと思っています。 

  ただ、形を変えるときにはすごくエネルギーが要るんですけれども、そのエネルギーが莫

大なエネルギーなので、そのエネルギーをどうやって集結していくかというのが一つの一番

大きな課題なんです。超えれば楽になりますよ、楽になるんだというふうに楽にしようとい

うように進めていくということの浸透が必要かなと思っています。 

○中川委員長 
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  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  ないですか。よろしいですか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ、総括質疑を終結いたします。 

  次に、一般会計予算の債務負担行為、そして地方債及び歳入全般について、一括して説明

を求めます。 

  後藤人事財政課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  すみません、それではご説明申し上げます。 

  タブレットのほうですけれども、733、令和７年２月26日議案送付の議案一式の中の02番、

令和７年度予算書のほうをお開きいただきたいと思います。 

  それでは、令和７年度の一般会計歳入歳出予算につきまして、まず債務負担行為及び地方

債の説明をさせていただきます。 

  まず、12ページのほうをお開きいただきまして、第２表債務負担行為です。 

  まず一番上、河南町土地開発公社事業資金借入れに対する債務保証及びその下の公共用地

取得事業につきましては、現在、土地開発公社で保有しております金山古墳環境保全整備事

業用地と道の駅かなん再整備事業用地の買戻しについて、債務負担行為を設定させていただ

くもので、過年度において設定いたしました債務負担行為の期間が切れますので、新たに令

和７年度から令和10年度まで設定させていただくものでございます。限度額は１億1,067万

２千円であります。 

  次に、石川こども園大規模改修補助事業ですが、石川こども園運営法人において、令和７

年度から２か年事業で大規模改修工事が予定されており、これに対する補助事業となります。

国庫補助金の活用を予定しておりまして、公費負担割合は４分の３、内訳は、国３分の２、

町12分の１、そして事業主体であります法人が４分の１の負担割合を現在のところ予定して

おります。年度間の補助金の交付割合は、令和７年度が40％、令和８年度が60％となってお

り、令和７年度に負担する40％分は歳入歳出予算のほうで計上しておりますので、残り60％

分の公費負担について債務負担行為のほうを設定させていただくものでございます。期間は

令和８年度、限度額は１億2,367万５千円です。 
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  次に、集団住民健診事業です。令和８年度から令和10年度の集団住民健診を実施するに当

たり、令和７年度中に契約の締結を予定しておりますので、３か年の債務負担行為を計上さ

せていただくものでございます。期間は令和８年度から令和10年度まで、限度額は4,874万

３千円でございます。 

  なお、新規に債務負担行為を設定させていただきますのは以上でございますけれども、こ

れまでに設定いたしました債務負担行為の状況等につきましては、この159ページから162ペ

ージのほうに計上しておりますので、ご参照いただければと存じます。 

  続きまして、13ページの第３表地方債でございます。 

  まず、集会所改修事業1,310万円でございますが、弘川地区老人集会所の屋上防水・外壁

改修工事等の財源として地方債を計上するものでございます。 

  次に、認定こども園改修補助事業730万円でございますが、石川こども園大規模改修補助

事業の財源として地方債を計上するものです。 

  次に、農業水路等長寿命化・防災・減災事業520万円は、２つの事業の財源としておりま

す。まず１点目は、中地区水路の老朽化改修事業の財源として40万円、２点目は、河南西部

土地改良区が実施されます改良区内の農業用貯水施設の改修工事に対する補助金の財源とし

て480万円、合わせて520万円の地方債を計上しております。 

  次に、農村総合整備事業2,020万円は、府営事業として実施されております加納・寺田地

区ほ場整備事業に対する負担金の財源として計上しております。 

  次に、町有施設解体撤去事業8,460万円ですが、町中心地整備事業の一環として実施いた

します交通連結拠点整備のための旧スポーツセンター、旧わかば作業所、旧中央保育園別館

の３施設の解体撤去工事と施工監理費並びに旧町民体育館解体撤去のための実施設計費の財

源として計上しております。 

  次に、道路事業の補助480万円ですが、補助事業として実施いたします町道持尾白木線、

さくら坂線の舗装改修工事費の財源として計上しております。 

  次に、道路事業の単独2,160万円ですが、町単独事業として実施いたします町道の維持改

修工事費の財源として計上しております。 

  次に、緊急自然災害防止事業300万円ですが、町道持尾白木線の改修工事費の財源として

計上させていただいております。 

  次に、橋梁事業1,660万円につきましては、橋梁の長寿命化事業として１橋の実施設計及

び３橋の改修工事を予定しておりまして、国の道路メンテナンス事業補助金の補助裏に対し
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まして地方債を計上しております。 

  次に、河川浚渫事業820万円でございますが、緊急しゅんせつ事業債を活用してさくら坂

梅川調整池のしゅんせつを行うものでございます。 

  続いて、消防設備整備事業630万円でございますが、こちらは２つの事業が含まれており、

まず１点目は、消防団が小型ポンプ操法大会出場のため訓練等で用いられる小型ポンプ及び

地区貸与用の可搬式小型ポンプの購入費の財源として計上しております。 

  次に、消防施設整備事業600万円ですが、大阪府衛星無線再整備事業に係る大阪府負担金

に対します財源として計上させていただいております。 

  続いて、タブレット端末更新事業債2,770万円は、小中学校の児童生徒１人１台端末の更

新事業の財源としております。 

  以上により、地方債合計で２億2,460万円を計上しております。 

  なお、利率につきましては５％以内としております。 

  資金区分は、政府や地方公共団体金融機構、その他民間資金などを予定しており、償還期

間は５年から20年、据置期間のほうは１年から５年でございます。 

  続きまして、14ページから15ページ、歳入の事項別明細書でございます。 

  まず、14ページの一番上、町税ですが、本年度予算額が15億522万３千円で、前年度と比

較いたしまして１億20万６千円の増でございます。 

  個別に説明させていただきますので、17ページのほうをご覧ください。 

  まず、（款）町税、（項）町民税、（目）個人ですが、本年度予算額７億3,801万円で、

前年度より8,573万５千円の増となっております。 

  （節）現年課税分の均等割ですが、2,136万８千円で前年度より７万６千円の減となって

おります。 

  説明欄ですが、課税客体は直近の納税者数を基に7,343人、対前年度26人の減で見込んで

おります。税率は３千円でございます。 

  次に、所得割は７億1,164万２千円で前年度より8,581万１千円の増となっております。定

額減税の終了や給与収入の増などに伴い、前年度に比べ増を見込んでおります。 

  滞納繰越し分は前年度と同額の500万円で計上しております。 

  次に、（目）法人ですが、5,057万１千円で前年度より154万１千円の増を見込んでおりま

す。 

  まず、（節）現年課税分の均等割ですが、2,929万２千円で前年度よりも57万８千円の増
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となっております。 

  次のページにかけて法人数を記載しておりますが、年間の申告実績を勘案し、法人数のほ

うは前年度より10社多い359社となっております。 

  続いて、同じく18ページのほうをご覧ください。 

  法人税割ですけれども、2,122万９千円で前年度より96万３千円の増となっております。

法人税割につきましては、前年度中の申告実績を参考に見込んでおります。 

  続いて、（項）固定資産税、（目）固定資産税ですが、５億6,466万６千円で前年度より

947万３千円の増となっております。 

  （節）現年課税分の土地は１億6,619万４千円で、対前年度116万２千円の減を見込んでお

ります。地価下落に伴います時点修正によるものでございます。 

  次に、家屋は２億8,976万１千円で、対前年度276万７千円の増となっております。新築住

宅の築３年経過による軽減期間の満了や新増築による増によるものでございます。 

  次に、償却資産は8,871万１千円で、過去の実績を参考に対前年度787万７千円の増を見込

んでおります。 

  めくっていただきまして、19ページの（項）軽自動車税、（目）種別割は5,299万３千円、

前年度より93万７千円の減で、主に台数の減によるものでございます。 

  続きまして、20ページの（目）環境性能割は388万２千円で、前年度より82万８千円の増

を見込んでおります。 

  次に、次の21ページのほうにわたりますけれども、（項）町たばこ税、（目）町たばこ税

は9,469万円で、前年度より365万７千円の増となっております。前年度実績を参考に見込ん

でおります。 

  同じく21ページをご覧いただきまして、（項）入湯税、（目）入湯税は41万１千円で、入

湯者数が減少傾向にあることから前年度よりも９万１千円の減を見込んでおります。 

  続いて、地方譲与税、それ以降に各種交付金が続きますが、これらにつきましては、前年

度の予算額や決算見込み、令和７年度の地方財政計画の伸び率などを勘案して計上させてい

ただいております。 

  まず、（款）地方譲与税、（項）地方揮発油譲与税は１千万円、（項）自動車重量譲与税

は3,300万円で、いずれも前年度と同額で見込んでおります。 

  （項）森林環境譲与税は540万円で、前年度より50万円の増を見込んでおります。 

  次に、めくっていただきまして、22ページ、各種交付金でございますが、まず、（款）利
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子割交付金は、地財の見込みが前年度比227.9％であることを踏まえまして、予算額500万円

で前年度よりも360万円の増で見込んでおります。 

  （款）配当割交付金は、地財の見込みが前年度比118.4％であることを踏まえ1,700万円で、

前年度より400万円の増で見込んでおります。 

  （款）株式等譲渡所得割交付金は、前年度比170.5％の見込みであることを踏まえ2,800万

円で、前年度より1,100万円の増で見込んでおります。 

  （款）法人事業税交付金は、前年度比109.3％の見込みであることを踏まえ4,400万円で、

前年度よりも600万円の増で見込んでおります。 

  （款）地方消費税交付金は、前年度比101.9％の見込みであることを踏まえ３億7,600万円

で、前年度よりも600万円の増で見込んでおります。 

  続いて、（款）ゴルフ場利用税交付金につきましては、前年度同額の4,200万円で計上し

ております。 

  めくっていただきまして、23ページ、（款）環境性能割交付金は、前年度比111.5％の見

込みであることを踏まえ1,400万円で、前年度より400万円の増を見込んでおります。 

  次に、（款）地方特例交付金は1,200万円で、前年度より6,569万５千円の減で見込んでお

ります。令和６年度の定額減税による減収影響額をこの地方特例交付金で補塡されておりま

したけれども、定額減税が終了したことにより、前年度に比べ大きく減となっております。 

  次に、（項）新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金は３万５千円で、

前年度に対して８万５千円の減となっております。 

  次に、（款）地方交付税は23億円を計上しております。普通交付税は21億円で、前年度よ

り８千万円の増、特別交付税は前年度同額の２億円で計上しております。地方交付税は、地

財計画のほうで前年度比101.6％のところ、地財対策の内容やここ数年の交付決定額の状況

なども考慮いたしまして、対前年度８千万円の増で計上しております。 

  めくっていただきまして、24ページです。 

  （款）交通安全対策特別交付金は200万円で、前年度と同額でございます。 

  次に、（款）分担金及び負担金、（項）負担金、（目）民生費負担金は180万円で、前年

度より46万３千円の増となっております。食数の増を見込んだことが増額の主な要因ですが、

食材費の高騰等もあり、１食当たり単価についても20円の値上げをお願いしております。 

  （目）農林水産業費負担金は、前年度よりも52万５千円の増ですが、前年度は骨格予算の

ため当初予算では計上していなかったためでございます。 
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  （目）土木費負担金は、前年度並みでございます。 

（「すみません、前年度並みはもう飛ばしていただいて」の声起こる） 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  そうですか、分かりました。 

  続きまして、（款）使用料及び手数料、（項）使用料でございます。 

  （目）総務使用料は4,991万９千円で、前年度よりも1,529万６千円の増となっております。

主な要因は、説明欄の一番下になりますけれども、地域公共交通運行バス使用料が4,895万

５千円で、前年度に対し1,531万８千円の増となっております。このうち、路線バス分につ

いて、この１年間の運賃収入の実績を勘案し、前年度より増で見込んでおります。 

  続いて、（目）民生使用料は2,368万２千円で、前年度よりも494万９千円の減となってお

ります。中村こども園の保育料は、468万円の減を見込んでおります。 

  次の25ページをご覧ください。 

  前ページから民生使用料の一番下の欄になりますけれども、来年度に試行的実施を予定し

ておりますこども誰でも通園の保育料として47万２千円を見込んでおります。 

  次に、26ページから27ページの（目）教育使用料は1,207万９千円で、前年度よりも69万

円の減となっております。 

  （節）保健体育使用料は、総合体育館、テニスコート、総合運動場の照明のＬＥＤ化改修

工事などのため、使用いただけない約１か月の期間の使用料のほうは減で見込んでおります。 

  続いて、30ページのほうをご覧ください。 

  （款）国庫支出金、（項）国庫負担金、（目）民生費国庫負担金は７億3,123万５千円、

前年度より２億3,073万１千円の増となっております。 

  増減の大きい部分についてご説明させていただきます。 

  （節）社会福祉費負担金は2,078万５千円で、前年度より165万３千円の増、一番下の国保

保険基盤安定負担金が前年度よりも175万４千円の増となっております。 

  めくっていただきまして、31ページの（節）障がい福祉費負担金は、３億3,805万２千円

で前年度より3,192万３千円の増となっております。一番下の自立支援給付費負担金のほう

で3,192万３千円の増となっています。 

  次に、（節）児童福祉費負担金は３億6,403万６千円で、前年度より１億9,684万９千円の

増を見込んでおります。一番上の令和６年10月分から制度拡充されました児童手当負担金が、

9,206万５千円の増となっております。こども園運営費負担金１億337万３千円及びその次の
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子育てのための施設等利用給付負担金141万１千円は、これまで国庫補助金のほうで計上し

ておりましたけれども、国庫負担金に改めている関係でここでは増額というふうになってご

ざいます。 

  次の（目）教育費負担金の子育てのための施設等利用負担金220万８千円も、国庫補助金

のほうから国庫負担金に改めましたので増額となっております。 

  次に、（項）国庫補助金、（目）総務費国庫補助金は３億1,059万８千円で前年度より１

億7,162万８千円の増となっております。 

  （節）総務管理費補助金は２億9,901万５千円で、前年度より１億7,130万６千円の増とな

っております。上から２つ目の社会保障・税番号制度システム整備費補助金412万９千円は、

中間サーバーの更新に伴う補助金で全部増、その次の子ども・子育て支援交付金は、前年度

まで衛生費国庫補助金として計上しておりました出産・子育て応援交付金が、国の制度改正

に伴いこの交付金のほうで措置されることとなったことなどに伴いまして、1,046万７千円

の増となっております。 

  次のページをめくっていただきまして、子ども・子育て支援システム改修補助金は、前年

度に対し464万８千円の減、その次の障がい者給付システム改修補助金、その下の健（検）

診結果等情報システム改修事業補助金、１つ飛びますけれども、予防接種台帳システム改修

補助金、これらにつきましては法改正に伴うもので、いずれも前年度に対し増となっており

ます。 

  地方創生臨時交付金6,324万９千円は、定額減税調整給付金に不足が生じる方への給付金

の支給事業の財源でございまして、こちらも前年度に対して全部増、一番下の自治体情報シ

ステム標準化事業補助金１億9,246万円は、住基システムをはじめとする基幹系システムの

標準化のための補助金で、前年度に対して9,315万２千円の増となっております。 

  次に、（節）の戸籍住民基本台帳費補助金1,158万３千円ですが、戸籍情報システム改修

補助金は法改正に伴うシステム改修費の補助金で、前年度よりも637万７千円の減、その次

の戸籍振り仮名対応事業補助金は、戸籍への振り仮名の記載作業に係る事務費等に対する補

助金で全部増となっております。 

  次に、（目）民生費国庫補助金は１億158万９千円で、前年度よりも1,799万６千円の減と

なっています。社会福祉費補助金の２つ目、重層的支援体制整備事業補助金は700万円で全

部増となっております。令和６年度は補正予算のほうで計上していたものでございます。 

  次に、１つ飛びますけれども、（節）児童福祉費補助金は8,609万３千円で、前年度より
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も2,500万円の減となっております。一番上の就学前教育保育施設整備交付金7,328万９千円

は、石川こども園大規模改修補助事業に対する国の補助金でございまして、前年度に対し全

部増となっております。 

  次に、ここに記載はございませんけれども、先ほど国庫負担金のところでご説明いたしま

したとおり、こども園運営負担金と子育てのための施設等利用給付交付金のほうは、国庫負

担金のほうに改めさせていただきましたんで、合わせて１億71万９千円が減となっておりま

す。 

  次に、（目）衛生費国庫補助金は132万７千円で、前年度より561万７千円の減となってお

ります。 

  （節）母子保健事業補助金で前年度にございました出産・子育て応援交付金505万４千円

のほうは、こちらも先ほど説明しましたとおり、国の制度改正により総務費補助金として計

上しております子ども・子育て交付金の一部として算定していますんで、こちらのほうでは

減額となっております。 

  次に、土木費国庫補助金は4,184万５千円で、前年度より4,067万円の増となっております。

道路・橋梁関係の投資的経費のほうは、前年度は骨格予算でございましたんで当初予算では

計上しておりませんでした。この関係で、（節）土木管理費補助金476万７千円、（節）道

路橋梁費補助金3,575万３千円は、いずれも前年度に対し全部増となっております。社会資

本整備総合交付金566万５千円は町道の舗装工事費に対する補助、その次の道路メンテナン

ス事業補助金3,008万８千円は橋梁長寿命化工事等に対する補助金となっております。 

  めくっていただきまして、33ページのほうをご覧いただきまして、（目）教育費国庫補助

金は942万６千円で、前年度よりも43万７千円の増となっております。 

  （節）教育総務費補助金の不登校等対策支援事業補助金65万８千円は、不登校児童生徒に

対する支援員の配置に対する補助金で、その次の部活動地域移行支援事業補助金22万４千円

は、部活動支援員の配置に対する補助金でございます。いずれも前年度に対し、全部増とな

っております。 

  次にめくっていただきまして、34ページのほうをご覧ください。 

  （款）府支出金、（項）府負担金、（目）民生費府負担金は３億7,709万２千円、前年度

よりも1,255万９千円の増となっております。 

  （節）社会福祉費負担金の保険基盤安定負担金は6,678万８千円で、前年度より205万１千

円の増となっております。 
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  （節）障がい福祉費負担金は１億6,902万５千円で、前年度より1,596万１千円の増となっ

ています。説明欄一番下の自立支援給付費等負担金が、前年度より1,596万１千円の増とな

っております。 

  （節）老人医療費負担金の後期高齢者医療保険基盤安定負担金4,579万９千円は、前年度

よりも175万２千円の減となっております。 

  続いて、（節）児童福祉費負担金は9,098万９千円で、前年度より380万３千円の減となっ

ております。 

○中川委員長 

  すみません、もう少しで12時になりますけれども、説明が終わるまで続けたいと思います

ので、よろしくお願いします。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  説明を続けさせていただきます。 

  この１つ目の児童手当負担金3,212万６千円は、制度改正に伴い、前年度より635万２千円

の減となっています。その次のこども園運営費負担金は、石川こども園運営事業費の補助金

の増に伴いまして、前年度よりも242万３千円の増となっています。 

  続いて、府の補助金でございます。 

  （項）府補助金、（目）総務費府補助金は5,904万６千円で、前年度より333万９千円の増

となっております。 

  （節）総務管理費補助金の子ども・子育て支援交付金が、主に妊婦のための支援事業が加

わったことなどで220万２千円の増となっております。 

  次に、民生費府補助金は5,995万９千円で、すみません、こちらは前年度並みでございま

す。 

  少し飛びますけれども、37ページのほうをご覧ください。 

  （目）衛生費府補助金は301万５千円で、前年度に対し163万９千円の減となっております。

保健事業補助金が前年度よりも159万７千円の減で、出産・子育て応援交付金が、先ほどの

妊婦のための支援事業として総務費補助金のほうに移ったことなどにより減となっておりま

す。 

  （目）農林水産業費府補助金は4,627万２千円で、前年度より2,234万８千円の増となって

おります。 

  主な要因ですけれども、（節）農業費補助金の説明欄上から７つ目の大阪版認定農業者事
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務交付金が、333万４千円が全部増となっております。認定農業者らで組織する団体が整備

する農業用機械の購入費に対して、３分の１の補助があるものでございます。その次の農業

次世代人材投資事業交付金2,190万円は、前年度より375万円の増で、新規就農者数の増を見

込んでおります。 

  次に、一番下の農村地域防災減災事業補助金は、防災ため池の改廃のための設計費等に対

する補助金で、前年度に対して全部増となっております。 

  めくっていただきまして、38ページをご覧ください。 

  （目）土木費府補助金は751万７千円で、前年度よりも358万２千円の増となっております。 

  （節）土木管理費補助金ですが、上から２つ目の国土調査事業補助金は、地籍調査の補助

金でございますが、事業費の増に伴い前年度より118万６千円の増、その２つ下の土砂災害

特別警戒区域内住宅移転・補強補助金が、前年度は骨格予算のため計上しておりませんでし

た関係で238万２千円の全部増となっております。 

  次に、（目）消防費府補助金は前年度並み、その次の教育費府補助金は4,421万６千円で、

前年度よりも4,291万７千円の増となっております。 

  （節）教育総務費補助金の上から３つ目の不登校等対策支援事業費補助金、一番下の部活

動地域移行支援事業補助金は、国庫補助金と同様に全部増となっております。 

  次の（節）小学校費補助金2,672万６千円、（節）中学校費補助金1,494万２千円は、いず

れも小中学校の児童生徒が使用いたします１人１台タブレットの更新に伴う補助金でござい

まして、前年度に対し全部増となっております。 

  めくっていただきまして、39ページをご覧ください。 

  （項）委託金、（目）総務費委託金は4,282万３千円で、前年度より1,797万５千円の増と

なっております。主な要因は、（節）選挙費委託金で衆議院議員通常選挙事務委託金1,097

万９千円が全部増、次の（節）統計調査費委託金で農林業センサス委託金が142万７千円の

減となっております。 

  一方で、上から２つ目の国勢調査委託金865万１千円が全部増となっております。 

  続きまして、（款）財産収入じゃなくて、ちょっと飛ばします。 

  （目）利子及び配当金は、各基金の運用利子を計上しているものですけれども、407万７

千円で、定期預金利率の上昇により前年度よりも324万３千円の増となっております。 

  めくっていただきまして、40ページ、（款）寄附金、（項）寄附金、（目）ふるさと応援

寄附金でございますが、3,100万円で企業版ふるさと応援寄附金で100万円を新規に見込まさ
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せていただいております。 

  めくっていただきまして、41ページのほうをご覧ください。 

  41ページ、（項）基金繰入金、（目）財政調整基金繰入金は５億4,366万８千円で、財源

不足を補うために計上しております。前年度よりも１億5,164万６千円の増となっています。 

  なお、令和６年度の６月補正後の予算額と比べますと、3,232万７千円の増となっており

ます。 

  次に、（目）公共公益施設整備基金繰入金は2,464万８千円で、前年度に対して全部増、

町中心地整備事業に1,547万６千円、テニスコート改修事業に917万２千円を充当しておりま

す。 

  （目）自然と歴史のふるさとづくり基金繰入金は、50万円で前年度と同額でございます。 

  （目）教育・子育て基金繰入金は8,198万９千円で、前年度より981万３千円の増となって

おります。充当事業でございますが、育児・子育て応援事業に300万円、育児・子ども手当

事業に650万円、中村こども園の給食費無償化事業に865万８千円、にこにこランチ事業に

831万円、学校給食費無償化事業に5,424万１千円、学校給食費助成事業に128万円を充当し

ております。 

  （目）ふるさと応援基金繰入金のほうは３千万円で、前年度よりも400万円の増を見込ん

でおります。３世代同居近居支援事業や第２子以降の保育料無償化事業などの諸事業に充当

させていただいております。 

  続いて、（目）減債基金繰入金は、厳しい財政状況にございますので、町債の償還の財源

とするため１億円の取崩しを計上しております。 

  続いて、繰越金のほうは前年度同額を計上させていただいております。 

  めくっていただきまして、42ページのほうをご覧いただきたいと思います。 

  42ページの（項）町の預金利子のほうは、預金利率の上昇により増で見込ませていただい

ております。 

  続いて、（項）貸付金元利収入は10万円で、前年度に対して100万円の減となっておりま

す。社会福祉協議会への貸付金の償還が完了したためでございます。 

  次に、（項）雑入、（目）雑入は１億5,207万５千円で、前年度より1,006万３千円の減と

なっております。 

  まず、増となっている主なものを申し上げます。 

  めくっていただいて、43ページのほうの上から９つ目の市町村振興助成金200万円は、市
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町村との共催事業として各種イベント、各種スポーツ大会等に対して３年に１度、町村長会

のほうから助成があるもので、クリーンキャンペーンや農業フェア、桜まつり等の事業に充

当する予定でございます。 

  次に、そこから10個下になります中学生の海外学習事業参加負担金200万円も全部増とな

っております。 

  次に、44ページのほうをご覧いただきまして、上から２つ目のスポーツ振興くじ助成事業

1,670万４千円ですけれども、町立テニスコート人工芝の全面張り替え工事に当たり活用を

予定しておりまして、前年度に対して全部増となっております。 

  次に、減となっている主なものでございますが、44ページの説明欄の下から３つ目になり

ます地域公共交通運行経費負担金7,422万８千円ですが、４町村地域公共交通活性化協議会

からの本町が補完運行しておりますバスの運行経費に対する負担金でございますけれども、

前年度に対して1,550万４千円の減となっております。使用料及び手数料の項目で説明しま

したとおり、別途運賃収入の増を見込んでいるためでございます。 

  続いて、その下の大阪南消防組合債務償還費負担金323万４千円でございますけれども、

前年度に対し781万９千円の減となっております。平成11年度に借入れいたしました起債が

償還済みとなったことに伴うものでございます。 

  次に、前年度にございました給食費負担金950万２千円は、中村こども園の主食費、副食

費の無償化に伴い、全部減となっております。 

  これらのほかは、ほぼ前年度並みで計上させていただいております。 

  続いて、（款）町債ですけれども、次のページの計の欄のとおり合計で２億2,460万円、

前年度予算に対しまして１億9,170万円の増となっております。 

  参考としてですけれども、前年度６月補正後予算額と比べますと9,160万円の増となって

おります。 

  まず、（目）総務債は1,580万円で、前年度に対し全部増、集会所改修事業や町有施設解

体撤去事業債の一部を計上しております。 

  次に、（目）民生債は730万円で、こちらも全部増、認定こども園の改修補助事業債を計

上しております。 

  （目）農林水産業債は2,540万円で、前年度に対して1,230万円の増、（目）土木債は１億

3,610万円で、前年度に対して１億3,030万円の増となっております。町有施設解体撤去事業

債や道路事業債、橋梁事業債、緊急自然災害防止事業債、河川浚渫事業債を計上しておりま
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す。 

  次に、（目）消防債は1,230万円で、前年度に対して全部増、消防設備整備事業債、それ

から防災施設整備事業債を計上しています。 

  次に、（目）教育債でございますけれども、2,770万円で前年度に対し全部増、小中学校

債としてそれぞれタブレット端末の更新事業債を計上しております。 

  次に、（目）臨時財政対策債ですが、地方財政計画上、今年度は臨時財政対策債の発行は

予定されておりませんので、廃目としております。 

  なお、令和７年度に発行を予定しております町債の内容につきましては、13ページの第３

表の地方債において説明しました内容と重複いたしますので、説明のほうは省略させていた

だきます。 

  以上、長くなりましたけれども、歳入のほうの説明とさせていただきます。よろしくご審

議賜りますようお願いします。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  ここで１時15分まで休憩したいと思います。 

休   憩（午後０時１５分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後１時１５分） 

○中川委員長 

  それでは、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

  まず、債務負担行為及び地方債について、委員の質疑をお受けいたします。―力武委員。 

○力武委員 

  13ページの地方債のところをちょっと質問させていただきます。 

  一番下のタブレット端末更新事業に関してなんですが、児童生徒で753台更新すると、小

学校で。中学校で421台更新するということを説明を受けているんですけれども、この更新

に際してシステム的に、児童生徒の出欠確認が新たにできるようにしたらいいと思うんです

けれども、そのあたりはどのような更新をされているのか。従前どおりの更新なのか、新た

なシステムを入れてやられるのか、そのあたりちょっとお聞きしたいというふうに思います。 

○中川委員長 

  谷教・育部長。 
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○谷教・育部長 

  すみません、このタブレットにつきましては、従前のシステム内容になっております。タ

ブレットのハード的な見直しをすると。なおかつフィルタリングとかそういうのは新たにし

ますけれども、システムを新たに何か入れるということまではちょっと考えてはいないです。

この費用には入っていないです。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  実は大宝、近つ飛鳥小学校が今年から集団登校から個別登校になるということで、この議

論はＰＴＡで相当議論されたみたいなんですけれども、そのこと自体はどうということはな

いんです。この場で議論することではないんですが、そこのせっかくこういう更新時期を迎

えているんだったら、新たにこども園が出欠確認をタブレットでやっているということをお

聞きしているんですけれども、小学校でもそういう確認がこういう機会にできないものかと

思うんですけれども、そのあたりは再度お伺いいたします。 

○中川委員長 

  谷教・育部長。 

○谷教・育部長 

  すみません、ちょっと私はそこまでの把握をしていなくて、また後でちょっと課長のほう

に連絡します。すみません。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  一回ほかの自治体で聞いた話なんですけれども、地方交付税の積算基準というのを議員に

出しているところがあるという話を聞いて、河南町も１回そんなん今じゃなくても委員会で

請求して、資料請求できへんかなと。 

  地方交付税の積算基準。図書館費幾ら、何費幾らというので積算させたので出しているか

ら、それをほかの自治体で議員に提供したところがあるから、河南町でも一回もしできるん

やったらで。できへんかなと。 
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○中川委員長 

  委員、歳入の部分ですね、それは。今まだ…… 

○佐々木委員 

  歳入、地方交付税が入っているほう。 

○中川委員長 

  ちょっと待ってください。今、債務負担行為と地方債のところから進めて、歳入は次に行

きます。 

  今は債務負担行為及び地方債についての質疑を受けております。 

  ほかありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ債務負担行為及び地方債についての委員の質疑を終結いたします。佐々木委員、

申し訳ございません。 

  次に、歳入全般について委員の質疑を行います。―佐々木委員。 

○佐々木委員 

  先ほどのことどうでしょうか。資料提供をしてもらえるんならしてほしい、一回。 

○中川委員長 

  後藤財政課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  おっしゃっているのは、恐らく図書館費とか何ぼでというその需要額が何ぼ各費目で出て

いるかという資料は確かにございますので、それはまた提示させていただくようにさせてい

ただきたいと思います。 

○中川委員長 

  よろしくお願いします。 

  ほかにございませんか。 

  力武委員。 

○力武委員 

  17ページから18ページにかけての内容を質問させていただきます。 

  町民税のうち個人が７億3,800万円ということで前年比13.1％伸びています。この２桁の

伸びは近年にない伸びだというふうに思うんですけれども、この伸びの要因はどういうふう
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に分析されておりますか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  金額にいたしましたら前年度より8,581万円ほど増となっております。その増の要因とい

いますのは、昨年、令和６年度ですけれども、定額減税というのがございまして、それで約

6,500万円ぐらいの増、あと残りの分については、近年賃金とか年金改定で少し上がってい

る分、それも加味いたしましてトータル8,581万円の増を見込んでおります。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  課税標準のうち7,343人となっていますね、資料のところ。これの支払い課税対象の人数

が増えた分は増えているんですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  昨年度に比べ26人減少しております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  次に、固定資産税が18ページにあるんですけれども、土地・建物を課税標準で出されてお

りますけれども、大宝地区では最近新築がどんどん増えてきております。その関係で土地と

家屋の増加はどの程度を見込んでの積算されているのか、お聞きしたいと思います。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  大宝地区でというのは、ちょっと今のところ分からないというか手元に持っていないんで

すけれども、町全体といたしましては、新築で21件で、その分で175万３千円、昨年度より

も増ということで見込んでいます。 

  土地につきましては、利便性の高いところは下落というのが止まっていて、昨年度と変わ
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らない感じになっているんですけれども、それ以外のところというのはまだ下落というのが

続いておりますので、土地については全体的にはちょっと下落という形になっています。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  徴収見込み率、見込額が95％に設定されておりますけれども、ほかの課税の関係で言うた

ら97％、98％という設定をされて、この固定資産税だけはちょっと２％、３％低く設定され

ていますよね。この理由は何かあるんですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  固定資産税につきましては高額納税者がいますので、その分がもし入らなかった場合、大

きな影響を及ぼすというところで、低めに前年度と同じ率を見込んでいます。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  先ほどもちょっと言ったように、大宝地区の入り口付近で工場の誘致が３社予定されてい

ますよね。それと寺田地区でドラッグストアの進出が計画されておりますけれども、ここで

算定されている固定資産税はそのことを見込んでおられるかどうか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  令和７年度の賦課期日というのは、令和７年１月１日現在を基準に賦課しております。で

すので、その時点ではまだ造成中かと思いますので、今回の予算には計上されておりません。

含まれておりません。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  そうしたら、工場の場合は建屋ができてから課税という形になるんですか。ということは

来年以降ということになるのか。 
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○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  令和８年１月１日現在で完成しておりましたら、令和８年度からの課税ということになり

ます。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  17ページの町税の法人町民税のところでお伺いします。 

  まず、今ここのところ大幅に増となっているんですが、年間の進捗実績を基に予算計上し

たというふうにご説明を受けたと思うんですけれども、予算の積算根拠となっているまず法

人数は、現在、河南町に事業所のある法人なのか、それとも今後やっぱり河南町にというふ

うな可能性のある法人数も見込んでいるのかということを教えてください。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  現在ある法人数で見込んでおります。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  じゃ、その業種別の法人数の構成比はいろいろ区分が書いてあるんですけれども、どうい

う職種が河南町では多いのかということを教えてください。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  製造業が主に多いですけれども、近年は福祉事業系、令和６年度に関しましてはちょっと

増えてきています。 

○中川委員長 

  大門委員。 



－46－ 

○大門委員 

  製造業とかいう職種だったら、やっぱりいろんな収益に対して景気の影響を受けやすいと

いうふうに思うんですけれども、勝手に思うんですけれども、これを正しく把握するという

のはとても難しいと思うんですけれども、前年度実績ということで計上されたということで

あるなら、今年も同じような景気の動向というふうに見たらいいんですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  年によりまして増減がある法人というか事業所とかありますので、なかなかちょっと読み

にくいところがありますので、法人税前年実績を基に勘案して見込んでおります。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  これから事業をやっていく中で税をどのように見込むかというのは、やっぱりいろんなと

ころに影響が出てくるので、正しく把握することが大事だというふうに思うんですけれども、

なかなか難しいというのは理解しているんですけれども、均等割というのはそもそも事業者

数に分かれていくんですが、どうしても不納欠損とかいろいろ決算のときになったら出てく

るじゃないですか。そういうふうなものを見込みつつ予算計上されているということですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  そこは徴収率というところで、法人につきましては98％という実際試算した後の98％とい

うところで、あと２％分のところでそこは見込んでいるということになっています。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  そしたら、固定資産税のほうに移ります。 

  償却資産のところでいいですか。よろしいですか。 

  償却資産のところで課税よくしてはるんですけれども、そもそも償却資産とはどんなもの

なのかということを教えてください。 
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○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  主に設備です。機械設備とかあと空調とかそういった、小さいものであったらパソコンと

か、そういったものも含まれてきます。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  そうしたら、それがどの程度あるかというのはどういうふうにして見込むんですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  令和６年度であれば、令和５年中の取得されたとかちょっと減少になったとか、そういう

ものを翌年、令和５年中の異動の分について、令和６年１月から１月31日までの間に申告い

ただくということになっています。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  ということは、申告された方のみが納税してくださっていて、申告していない方の把握と

いうのはできるんですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  なかなか難しいところはあるんですけれども、パトロールとかをして外で例えば太陽光パ

ネルとかそういったものが、以前は設置されていなくて今回設置されているとか、そういっ

たものについては把握して連絡して申告いただくということはやっています。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 
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  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  31ページと34ページ、国庫支出金と府からのお金と両方なんですけれども、障がい者の自

立給付金、私が聞き逃しただけかもしれへんねんけれども、すごく両方とも増えているとい

うのはどういうふうに捉えたらいいんですか。 

○中川委員長 

  田村部長。 

○田村健康福祉部長兼総合保健福祉センター長 

  障がい者自立支援金につきましては、歳出のほうでの事業費のほうが増えておりまして、

国のほうが２分の１、府のほう４分の１というような形で、歳出に基づいた歳入になってお

ります。 

  歳出の事業費につきましては、昨年度から増えておりますけれども、昨年度の当初予算は

前年度の当初予算額で計上させていただいておりました。今年度につきまして、令和７年度

につきましては、令和６年度の実績及び見込みのところで、令和５年度の実績を含めて計上

させていただいておりますので、その点、増になっております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  要は別に本人たちの負担額とか負担率とかも別にサービスの内容とかも変わらず、ただた

だ利用者とか利用が増えた。分かりました。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  43ページのウェブサイト広告掲載料、コミュニティバス広告掲載料、公用車広告掲出料と

あるんですけれども、ウェブサイトのほうはウェブの一番下のところに載せるお知らせみた

いな、ここに載せてほしい人はクリックしてくださいというリンクがあるんですけれども、

コミュニティバスの広告と公用車の広告を載せたい場合のアクセスというのは、どうしたら。

もっと町民の人とか町外の人に知れ渡って、ここに載せたいという人がいたら収入が増える
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のかと思ったんで、ちょっと質問させていただきたいんですが。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  すみません、コミュニティバスの広告掲載料ということですけれども、こちらはバスに広

告を載せる際とかの広告の掲載料という形になっております。 

  それから、公用車の広告掲載料と申しますのは、公用車各課に数台保有したりとか様々30

台程度あるんですが、その公用車自体に広告を掲載する場合などを想定しております。 

  内容としましては、バスなどにおきましては、チラシであるとか広告であるとかそういう

のも含めまして、広告の公用車のほうにつきましては、宝くじなんかの広告などを想定して

おります。 

  以上です。 

○中川委員長 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  ここに広告を載せたいときはどこの窓口に行けばいいか。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  広告のほうの掲載の申請のほうが総務課でございますので、そちらのほうで大丈夫です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  多村総務部長。 

○多村総務部長 

  先ほどの広告の件でございますけれども、ちょっとこちらの審査会がございまして、その

内容につきまして、載せさせていただいて、公用車なんかでしたら町の車ですので、一概に

全てがいいというわけではございませんで、審査させていただいてから広告させていただく

ということになります。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 



－50－ 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  金額が少なくて申し訳ないけれども、43ページの町誌売却収入３万円というの、これは初

めて見たけれども、何ですか。毎年ある。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  町誌ですけれども、町の続町誌というのが広辞苑みたいな大きい本があるんですけれども、

そちらのほうの売却に当たる収入にはなります。１冊６千円になっていまして、今年度は売

れていなかったんですけれども、前年度はすみません、今手元資料１冊たしか売れていた記

憶があります。今持ってきていなくて申し訳ないです。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  これは過去に、私、これを作ったとき全然議員じゃなかったから知らんねんけれども、議

事録を読んでいたら、これを作るのにめっちゃ議論があったっぽいんです。すごい昔の議事

録を見ていたら、ほんまにこんなん誰が買うねんみたいなことを書いていて、もうめっちゃ

みんな、おった人おらんのか知らねんけれども、書いていて、実際に何冊作って今これ何冊

目が売れているんですか。 

  あのとき、すごい反対の議員さんの声の議事録をめっちゃ読んだから、それはちょっとど

うなのかなと。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  結論としまして、今資料を持ち合わせていなくて、明確な数字というのが今お答えできな

くて申し訳ないんですけれども、今私の手元といいますか秘書企画課のほうで在庫として持

っているのが、大体残り20冊ぐらいは手元に今あった状況にはあります。 

  今後増刷というのは正直今考えておりませんでして、２年ぐらい前なんですけれども、町

のほうでＰＤＦ化といいますか、データ化の作業はして、増刷ではなくデータとして見れる
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ような形には今持ってきているような状況にはあります。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございますか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  40ページのふるさと応援寄附金100万円増となっているんですが、今度、企業版ふるさと

納税にも取り組んで財源を増やすというふうなことをおっしゃってくださっているんですが、

寄附していただける企業を発掘する、増やす方法というのは、どういうふうに考えてはるの

か教えてください。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  企業版ふるさと納税につきましては、令和５年度にパンフレットを作成しまして、企業の

ほうに郵送等によりまして河南町の事業の取組というのを案内させていただいたところです。

今年度につきましても、また予算の歳出のほうでパンフレットの印刷及び郵送費の計上をさ

せていただいておるところではございますが、企業へのアプローチをさせていただきたいと

思います。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  この財源は、３世代同居近居支援の原資に充てるというふうに先ほどご説明いただいたか

と思うんですけれども、河南町の魅力を全国に知っていただけるというような商品開発に力

を入れるとも言うてはるんですが、それはどのようにして商品開発に力を入れていかれるん

ですか。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  まず、企業版ふるさと納税を受入れするに当たりましては、地域再生計画といいまして、

国の内閣総理大臣の認定をまず受ける必要性があります。その認定につきましては、現在、
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令和６年度末までの認定を受けておるところなんですけれども、先日、来年、令和７年度の

取組を目指すに当たりまして、地域再生計画の再提出といいますか手続を今行っておるとこ

ろです。 

  この事業というのは、また来年度、次期計画の取組の策定というところになってくるんで

すけれども、まちづくり計画等で目指している事業というのが出てまいりますので、様々な

事業というのは、企業版ふるさと納税の事業の取組としてＰＲすることができるものと考え

ております。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかに。 

  力武委員。 

○力武委員 

  24ページ、総務使用料のところの明細の職員駐車場が50万１千円とその下の地域公共交通

運行バスの使用料4,800万円、4,900万円ほど計上されておりますけれども、まず職員駐車場

の使用料なんですけれども、今何ぼか分かりませんけれども、地域手当は今年引き上げられ

ますよね。その関係で、数年来据置きになっている駐車場の使用料を、職員さんにはちょっ

と恨まれるかも分かりませんけれども、ちょっと見直しも検討すべき時期に来ているんじゃ

ないかなと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

  もう一つは、地域公共交通のカナちゃんバスの売上げだと思うんですけれども、これは金

剛ふるさとバスとカナちゃんバスと合算した売上げを計上されているのかどうか、お伺いい

たします。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  まず、職員駐車場の金額なんですけれども、今３千円でお借りしているところなんですが、

これについてはちょっと職員会の運営になるので、ちょっとなかなか町としてというのはお

答えできませんので、これは申し訳ないです。 

  ２点目の地域公共交通の運行バスの委託料でございますが、これはカナちゃんバスのみな

らず広域のバスも含めた収入額になっております。 

  以上です。 
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○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  力武委員。 

○力武委員 

  28ページから30ページにかけて手数料があるんですけれども、役場の手数料も据置きをず

っとこの間されておりますけれども、この役場なり様々な種類の手数料の据置きは、ずっと

される予定にしてはるのか、見通しをちょっとお聞きいたします。 

○中川委員長 

  大門部長。 

○大門住民部長 

  この総務手数料の欄で言いますと、住民部の住民生活課及び税務課の手数料が関係してお

ります。この手数料につきましては、見直しの予定はあるのかというご質問ですけれども、

今のところは現状維持というふうに考えております。 

  以上です。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  次に、30ページから31ページのところですけれども、民生費国庫負担金７億3,100万円ほ

ど計上されていて４割伸びているんです。その中で障がい福祉負担金というのがありますけ

れども、最近、一須賀地区でふくろうという軽度の障がい者を預かる施設が１か所、それと

同じ一須賀なんですけれども、一須賀のローソンのところの裏側ですけれども、そこにはい

っぽいっぽという重度障がいの子を預かる施設が昨年９月オープンしました。 

  この施設ができたことの関係で、この国庫負担金が増えているということにはなるのか、

全く関係ないのか、ちょっとお聞きいたします。 

○中川委員長 

  田村部長。 

○田村健康福祉部長兼総合保健福祉センター長 

  障がい者の転入につきましては、やはり転入者の増というところで、利用、サービス量の

増というのも含めまして増額になっているところがございます。 
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  一須賀の２施設というその点につきましては、一つはグループホーム、一つは一応住宅と

いうような形になっておりまして、町外から入って来られている方がやはりサービスを利用

されるというところで、一部増額になっているというところもございます。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  37ページ、府補助金4,600万円ということで93％伸びているんです。その中で農業水路等

長寿命化・防災減災事業補助金195万円、この活用はどのようにされるのかということと、

農村地域防災減災事業の1,200万円の活用についてお聞きしたいと思います。 

○中川委員長 

  安井部長。 

○安井まち創造部長 

  農村水路等長寿命化・防災減災事業補助金195万円につきましては、中村の水路整備とい

うことで長寿命化事業をやってございますので、それの財源ということでございます。 

  もう一つ、農村地域防災減災事業補助金1,200万円、これにつきましては西新池の改廃に

伴う設計ということで、その分の財源。中地区にあります西新池という防災ため池がござい

まして、その防災ため池の改廃、その池の機能をなくすための設計の費用の財源ということ

になってございます。 

  以上でございます。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  同じく総務手数料、28ページなんですが、ここで聞いていいかどうかというのはちょっと

分からないんですが、マイナンバーカードの有効期限が切れるというふうに言ってはって、

５年ごとに更新が必要と。それについては何か手数料というのは発生するんですか。 

  マイナンバーカードの切替えせなあかんので、窓口に来られる方がおられるんですよね。

今年、今年度。それについて有効期限になる切替えするのに手数料が発生するのかどうかと

いうことです。 
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○中川委員長 

  大門部長。 

○大門住民部長 

  更新に伴う切替えですね。カードの切替えの際の手数料は徴収しておりません。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  ないようでございましたら、歳入全般についての委員の質疑を終結いたします。 

  次に、歳出の人件費全般についての説明を求めます。 

  タブレットの738の議案一式の02のほうを開いていただきたいと思います。 

  説明を求めます。 

  後藤人事財政課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  タブレット、委員長仰せのとおり議案一式のところです。 

  ちょっとまず初めに、すみません、冒頭で資料を開いていただいたら分かるとおり、ちょ

っと赤字で表記してしまっているところがございまして、実はちょっと事務作業上、ここの

赤のところに数字を入れるという配置になっているんですけれども、そのままちょっとタブ

レットのほうに押し込んでしまいまして、ちょっと見づらくなっている点、ご容赦いただき

たいと思います。すみません。 

  改めまして、人件費のほうの説明をさせていただきます。 

  まず、１ページです。 

  令和７年度の当初予算、職員人件費をご覧いただいて、人件費の状況につきまして総括的

にご説明させていただきます。 

  まず、資料の一番下の表、職員人件費の総合計、一般会計及び特別会計の合計で一番右端

になりますけれども、11億4,298万６千円でございます。前年度の当初予算と比較いたしま

すと4,912万７千円の増となっております。 

  この人件費総額の内訳を申し上げますと、給料が５億6,571万５千円で前年度比2,402万円

の増、職員手当のほうが４億91万７千円で前年度比1,729万４千円の増、共済費が１億7,635

万４千円で前年度比781万３千円の増でございます。 
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  職員数につきましては、常勤職員は特別職３名を含め139名、再任用職員は２名、任期付

職員は２名、再任用短時間勤務職員は８名で前年度から増減なしというふうになっておりま

す。 

  再任用職員につきましては、技術系の職員１名の継続と大阪南消防組合のほうから再任用

の派遣職員１名の合計２名を計上しております。 

  任期付職員につきましては、引き続きこども園園長、副園長の２名を計上しております。 

  また、再任用短時間勤務職員につきましても、引き続き８名となっております。 

  次に、一般会計の予算につきまして、給料、職員手当等、共済費の別にご説明申し上げま

す。 

  一番上の表は、一般会計の特別職分の表でございます。給料のほうは2,501万９千円で、

前年度と同額となっております。職員手当等は1,108万１千円で、人事院勧告に伴う期末手

当の増によるもので前年度から33万６千円の増でございます。共済費は680万円で、前年度

から19万８千円の増でございます。 

  次に、一般職分の表となりますけれども、職員数につきましては122名で、前年度から増

減なしとなっております。給料につきましては４億9,050万４千円で、主に人事院勧告に伴

う給与改定による増、その他昇給や育児休業者の復帰などによる増で、前年度よりも2,311

万９千円の増となっております。 

  職員手当等は３億5,226万３千円で、定年の段階的引上げにより令和７年度は定年退職者

がいないことから退職手当のほうが減となりましたけれども、主に人事院勧告に伴う各種手

当の改定による増などから、前年度よりも1,391万４千円の増となっております。 

  共済費のほうは、１億5,307万２千円で給料及び職員手当の増、負担金率の増により、前

年度よりも669万３千円の増となっております。 

  予算書の151ページから158ページにかけて、一般会計の職員人件費の詳細について掲載し

ておりますので、ご参照いただければと存じます。 

  後ほどご審議いただきます特別会計につきましても、ただいま説明しました趣旨と同様の

考えの下に予算計上させていただいておりますので、各特別会計につきましては職員数と予

算額のみの説明とさせていただきます。 

  まず、国民健康保険特別会計ですけれども、職員数５名で前年度と同数、予算額は3,613

万円でございます。 

  介護保険特別会計は、職員数６名で前年度と同数、予算額は4,883万１千円でございます。 
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  下水道事業会計は、職員数３名で前年度と同数、予算額は1,928万６千円でございます。 

  次に、２ページ目になります。 

  ２ページの令和７年度当初予算会計年度任用職員人件費をご覧ください。 

  令和７年度当初予算会計年度任用職員の人件費につきまして、こちらも総括的にご説明さ

せていただきます。 

  まず、資料の一番下の表の総合計の欄をご覧いただきたいと思います。 

  職員数につきましては132名で、前年度より11名の増となっております。 

  続きまして、報酬につきましては３億21万６千円で、前年度よりも4,615万円の増となっ

ております。 

  次に、期末・勤勉手当につきましては、期末手当が5,732万５千円で前年度よりも2,703万

７千円の増、勤勉手当が4,832万３千円で前年度より1,713万６千円の増となっております。 

  次に、共済費は6,879万９千円で、前年度より1,825万８千円の増となっております。 

  なお、職員数につきましては、雇用期間の長短にかかわらず予算計上された人数を記載し

ておりますので、実人数とは異なっておりますことをご留意いただきたいと思います。 

  報酬につきましては、当初予算のほうでは新たに雇用される場合を前提に予算を計上して

おりますけれども、実際の報酬の支給につきましては、再度の任用による昇給など令和７年

度に雇用される者の勤続期間に応じた支給を行います。これに対しまして、期末・勤勉手当

につきましては、令和６年度までは新たに雇用される場合を前提に期間率を考慮した額で予

算を組んでおりましたけれども、令和７年度につきましては、この期間率を考慮せずに満額

の支給率で算出した額で予算計上しておりますので、この算出方法の変更により期末・勤勉

手当を合わせまして、前年度に対して2,971万８千円の増となっておりますので、こちらに

ついてもご留意いただきたいと思います。 

  次に、会計別の主な増減の内容でございますが、一番上の表をご覧いただきまして、まず

一般会計は、職員数が123名で前年度より11名の増となっております。正規職員の育休から

の復帰などに伴う減があるものの、新規事業や既存事業の拡充への対応、こども園の保育士

の配置基準の改正などに伴う増があり、合計で11名の増となっております。 

  報酬のほうは２億8,288万２千円で、令和６年度人事院勧告による給与改定や人員の増な

どにより、対前年度4,476万４千円の増となっております。 

  期末手当は5,408万１千円で、前年度より2,595万１千円の増、勤勉手当は4,545万１千円

で、前年度より1,648万６千円の増となっております。こちらは、令和６年度人事院勧告に
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伴う支給月数の増及び人員の増並びに期末・勤勉手当支給率の算出方法変更などによるもの

でございます。 

  共済費のほうは6,535万６千円で、前年度より1,770万８千円の増となっております。 

  国民健康保険特別会計ですけれども、こちらのほうは職員数２名で前年度と同数、予算額

のほうは331万９千円でございます。 

  介護保険特別会計は、職員数７名で前年度と同数、予算額は2,357万４千円となっており

ます。 

  以上、簡単でございますけれども、人件費の総括的な説明とさせていただきます。 

  以上です。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  それでは、委員の質疑をお受けいたします。―力武委員。 

○力武委員 

  大幅に人勧の関係で人件費そのものも増えているんですけれども、伸びたことによって一

般職の平均給与は幾らになったかということと、一般職の平均年齢は幾らなのかということ

と、ラスパイはこれによってまた引き上げられたのかどうかというあたり、ちょっと以上３

点、まずお聞きします。 

○中川委員長 

  後藤人事財政課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  ちょっと質問項目が漏れちゃうかもしれませんが、平均給与の状況ですけれども、この予

算書のほうの後ろのほうに給与明細という形でつけさせていただいておる次第なんですけれ

ども、ちょっとすみません、各会計ごとで割り出して算出しております関係で、ちょっと一

般会計代表的な例として今お答えさせていただきたいんですけれども、前年の令和６年４月

１日現在の平均給与でいきますと、令和６年４月１日現在で一般行政職34万7,396円であっ

たものが、令和７年のこの予算計上上の４月１日現在におきましては37万2,194円ですんで、

３万円弱かな、という増減になってございます。 

  それと、ラスパイレス指数のご質問がありましたけれども、何ぼになるかということです

か。大きくなる。 

（「年齢」の声起こる） 
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○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  年齢は、平均年齢が同じく令和６年４月１日現在が41.8歳、41歳８か月。令和７年４月１

日現在で申しますと42歳１か月という状態になっております。 

  ラスパイレス指数の上がり幅という意味でしょうか。ラスパイレス指数は基本的に国家公

務員と当然地方公務員の河南町の職員と比べたときの給料の比較をされていると思います。

国家公務員の給料表が上がったことに伴って、それと同じように河南町の職員の給料表も同

じ給料表を用いた状態で上げておりますんで、基本ベースはさほど変わらないと思います。

それが改定によってということで。ただ、その年齢区分で、何歳から何歳、勤続何年から何

年の者が平均給料何ぼやと言われたりするときに、年齢階層がちょっと変わってきたりして

平均給料が変わる。それに伴って、その部分でのラスパイレス影響額、影響率というのが若

干上がったり下がったりしますんで、若干の差異は出てくるかと思いますけれども、基本的

には国が上がって町も上げているんで、同じような感じで上がっていくかなと思います。 

○中川委員長 

  数字的には分からないですか。ラスパイレスが何ぼというのは分からないですか。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  今の時点で上がったことに伴ってというのは出ないです。 

○中川委員長 

  いや、約何ぼとか出ていますやん、いつも。平均のやつ。河南町のラスパイレス。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  令和６年度の公表値で今100.1です。国に対して100.1です。 

  ただ、今、令和７年度のお話をされますと、ちょっとそこは算出できていないんで出ませ

んということです。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  力武委員。 

○力武委員 

  今回の給与改定で、年代的に年齢別というか、層はどの辺の年齢層を主に改定されたのか、

そのあたりはどうなのかというのが１点。 

  それと、会計年度任用職員が112人から123人で11人増えていますけれども、先ほどちょっ

と説明で保育士が増えたとか言ってはりましたが、そこはもう少し詳しくちょっと説明願い
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たいと思います、配属先。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  まず、１点目のどの年代層というご質問で、年齢層でということで、給料表のちょっと改

定の状態から言いますと、１級から７級の給料表を今我々は用いています、河南町のほうで

は。給与が上がるにつれて上の役職に当然ながらなっております。 

  改定率は、やはり１級であったりとか２級であったりとか下の階級の級のほうが、改定率

としては大きいという状態になっております。特に新任職員で初任給で比較しても、２万数

千円程度もう月額で上がるというふうなことになっておりますんで、20代からちょっと何歳

までと言われると確かなことは言えませんけれども、20代から30代半ばぐらいの職員さんに

つきましては、改定率のほうが高齢層に比べますと高くなるというふうに思います。 

  あと、会計年度任用職員の、私、今説明のほうで、予算計上人数として11名の増で見込ん

でおりますというご説明をさせていただきました。主なところで申しますと、こども園の配

置基準見直しに伴ってというのは説明させていただいたとおりで、これで３人の増を見込ん

でいます。それから、小学校の介助員のほうで両校で合計３名、それから、普通の事業的な

ものとしてちょっと代表的なものだけ言いますと、重層的支援体制整備事業、これ社会福祉

士のほうを予算計上しているわけですけれども、これはもう令和６年度中に雇用発生してい

ますけれども、令和６年度の当初予算ではちょっと人数的にはカウントしておりませんでし

た。補正予算でつきました。その関係で１名が増となったりとか、あとは定額減税の不足額

給付の関係でまた１名増員しようと思っています。あと、戸籍の振り仮名事務が業務的に発

生しますので、そういった新規で発生するであろう突発的な業務の関係で、計５名を計上し

ております。 

  それから、そんな感じです。大体そんな感じです。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  給与改定のことでちょっと再質問させてもらいますけれども、民間の大手銀行とか証券会

社というのは、もうすごく初任給がびっくりするぐらい上がっていますよね。官民の格差が

ここでまた広がるんちゃうかなというのが懸念されるんですけれども、高卒、大卒の河南町
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の給与というのはどれぐらい引き上げられたのか、ちょっと表の見方が分からんので聞かせ

てもらうんですけれども、大分上がったんですか。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  今この令和６年の人勧のほうで、大卒の初任給のほうは改定前と比較しますと２万3,200

円上がっています。高卒でいきますと２万4,900円の改定幅で、短大卒で２万6,300円という

改定幅になってございます。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  民間に比べたら見劣りするんやけれども、頑張っているんやということを理解したいと思

います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  同じく会計年度任用職員のところでお伺いするんですが、今現状は原則１年で毎年度再任

用するというふうな形で採用されているというふうに理解しているんですが、国の人事院勧

告が各省庁に対して、再度任用する上限回数の撤廃を通知したということで、地方自治体の

ほうでも回数の撤廃が大きく進むというふうに報じられているんですが、本町はこの準備は

行われているのかどうかということを教えてください。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  委員さん仰せのとおり、国のほうの期間業務職員と言われるらしいんですけれども、その

運用として国のほうで従前来３回までの更新というふうになっておったのが、言われるとお

りその上限回数を撤廃された。本町の場合の会計年度任用職員、本町だけじゃなしに普通の

地方公務員法の世界での会計年度任用職員の制度的なことを申しますと、一会計年度に限っ
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て雇用される職員というのが、会計年度任用職員ですという法的根拠は全然変わりないです。

その再度の任用というのもあり得る話で、我々の町のほうでも再度任用されるケースは多々

ございます。そっちのほうが多いぐらいです。 

  その任用回数の上限を３回までというふうな定めを設けているというのは、必ずしもその

法のどこかに書いているかとか、そういうことではないんやと思います。国のほうの省庁の

ほうではそういう運用をされてきて、それがあたかも３回が再度任用回数の上限やというふ

うに取られていたがために、優秀な会計年度任用職員さん、期間業務職員さんがもう自ら去

っていくような、じゃもう次は任用ないんやなというふうなことで去っていく状態があった

んで、３回までというような運用は取っ払いますという話やと思うんです。 

  基本的に我々地方公務員の世界でも、上の上限回数の任用回数の上限を設けるというのは、

多分これはもう基本的にはご法度の話で、そこに制限はないはずでございます。町のほうで

もその上限回数の制限というのを設けておらない状態でありますんで、その制度が変わった

ことに伴って町としてどうするかというところは、今のところは別に何ら変更、今と変更は

ないというふうなことで思っておるところです。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  今お示しのように、上限は設けていないからと言いつつ、やっぱり１年先の雇用は見えへ

ん非常に不安定な職場で働いてくださっているけれども、やっぱり人が足りへんから会計年

度任用職員の再任用でみんな使ってもらっているということであるなら、どうにか改善する

方法はないのかということを教えてください。 

  要は、安定した雇用ができるように改善できる方法。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  すみません、今のあんまりいい回答ができないんですけれども、今の制度とか法体系の下

で独自で任用後の期限がない職員と同数に扱うというのは、なかなかできないかなとは思っ

ています。 

  ただ、ご承知のとおり、やはり役場の正式職員というものの数、定数というのも限られて

おりますんで、常日頃からの業務に対応するためには、やはり会計年度任用職員のほうのち
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ょっと力を借りなければならないという状態は、今までどおりあまり変わりはないというの

が現実だろうと思いますんで、そこは今雇われている方を数年先まで雇えるという保証はな

かなかできないのは、もうこれはちょっと何とも言えないところで、そこは現実的にはそう

やと思います。それが雇用状態が不安定やと言われるところは、今、河南町だけで単品でこ

うやりますというのはなかなか言えないところであって、国のほうで地方公務員法の改正が

あったりとか、そういうのがあるんであれば、当然それに従うべきかなとは思っていますけ

れども、今のところちょっと目新しい改善策というのはなかなかないというのが現実です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  河合委員。 

○河合委員 

  国保と介護と下水の会計のところをぱっと見たときに、給料のところが国保は132万円上

がっていて介護が14万円、下水が27万円下がっているというふうになっているじゃないです

か、トータルの数字が。これは人数変わってへんのに何でこんなに差が出てくるのか教えて

もらっていいですか。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  今おっしゃっているのは１ページ目の正規職員のほうでよろしいんですかね。これは人数

が変わっていないのは確かで、そこの配属を想定している予算計上するときの人というのは、

当然今現有の人であったりとか、令和６年度の当初予算で組んだ事実この職員の分というの

は当然あって、令和７年度予算を組むときに当たって、例えば下水の職員の誰の給料で計算

するかというのも当然あって、それはもう今現実そこの令和６年度に今勤めている、配属さ

れている職員で計上している関係で、人それぞれで給料が高い、低い、若い方とかちょっと

高齢、役職が違うとかそういう差が生じてきますんで、それでもって人数は一緒ですけれど

も、上がったり下がったり増減が出てくるというのが状態です。 

○中川委員長 

  河合委員。 

○河合委員 
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  よう分かりました。ありがとうございます。 

  じゃ、その人の配属によって、その給料はその人によって変わってくるというのはよう分

かったんですけれども、これ普通に単純にこの人数で割ったら平均の数字が国保と介護と下

水でやっぱり全然違ってくるんです。何となくですけれども、介護とかやったら専門という

か、専門職がおるからちょっと給料が高いのかなとか、下水は一般職だから安いんかなと思

ったんですけれども、違うかったら教えてください。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  現実的に言いますと、国保は国保の特会で組んでいる方、職員さんというのは若い方が多

いということ。それだけです。専門職給料表は一般職の行政職の給料表一本なんで、そうい

う専門職であるから高いとか低いとかいうのはない。もう給料表は一つしかないんで。それ

でご理解いただいて。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  まず、予算書のほうで拝見したら、初任給が大卒の人が22万５千円、高卒の方が20万１千

円で、国基準と書かれている部分よりも少しだけ高いんです。高卒の方のほうが河南町の高

幅、率は高い。国と比べたときの河南町のほうが高い。これは何か理由があるんですか。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  先ほど来ご説明させていただいているとおり、給料表というのは国と同じ給料表を用いさ

せていただいているんですけれども、大卒を例に申しますと、大卒の一般行政の初任給で１

の25号給を用いられているところ、河南町のほうは１の29号を適用しておりまして、国家公

務員に比べると一般行政の大卒でいいますと４号給高い状態からスタートしています。それ

は、やはり優秀な人材というんですか、初任給が高い低いというのは、就職に当たってのそ

の選択、どの市町村を受けるとか、どの会社を受けるとかという選択の幅や余地が多々発生
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するところであると思いますんで、より優秀な職員を採用したいというところの意向が働い

て、国よりも４号上げているという状態でございます。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  よく分かりました。ということは、昇給していくのもちょっとずつ上げていくから、ラス

パイレス指数が少しだけ河南町は国と比べて高いので、そういうことかなと思います。 

  給料表のほうで、人件費のほうで、会計年度任用職員の方の昨年と今年、令和７年度を比

べたら、19％１人当たりの給与が上がるということなんですけれども、これは先ほど説明さ

れていたように、手当が半分やったと、満額やっただけの違いなのかどうかお聞きします。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  給料、予算書の後ろを見ていただいているんかと存じますけれども、違う。これの会計年

度任用職員の給料表で今委員さんおっしゃったとおり、期末手当の支給月数の算出方法の見

直しであったりとか、あと、そもそも人数的に11名が去年と比べて増額になっているという

ところを単純に前年と比較しますと、19％とか20％とかになっている状態やと。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  １人当たりで計算したときに、令和６年度は302万５千円程度やったのが令和７年度は359

万５千円なんです。大体率にして19％上がっているのは、大体手当の部分ということでいい

んですよね。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  １人当たりで換算し直していただいたということですか。そうですね。それは、その報酬

につきましては人勧で給与体系が変わっている、上がっているということが一つ要因として

あって、それは会計年度任用職員さんにも同じ給料表の１級、２級を適用した格好で算出し

ておりますんで、そこで何ぼか上がっていますというのと、委員さんおっしゃるとおり、期
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末・勤勉手当の支給率もまず人勧で0.1月分上がっています。もう一つは、この金額的に大

きい影響を与えてしまっているんですけれども、期末手当の支給率の満額でもう出しますと

いうところが、全体の額で言いますと３千万円弱で変わっていますんで、その辺が影響して

いるもんやとは思います。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  待遇が改善になるということで、待遇が改善になるということはすごい喜ばしいことでは

あるんですけれども、一方で先ほどどなたかがおっしゃっていたみたいに、やっぱり安定し

た雇用というほうが重要視される方も多々いらっしゃると思うんです。今まで何回も申し上

げているように、もう言うの嫌なぐらいやねんけれども、やっぱり一般の職員さんやったら

令和７年度で１人当たり822万円ぐらい、会計年度任用職員の方が359万円。ほんまに倍以上

の働きを皆さんされているのか。逆に言ったら会計年度任用職員の方はほんまに半分しか働

いていないんかといったら、絶対そうじゃないと思うんです。 

  そのあたりは、やっぱりこれからでも何回言ってもこれからも何もくそもないねんけれど

も、やっぱりちゃんとしてほしい。男女比を見ても圧倒的に男の人のほうが高級な立ち位置

にいて、女の人のほうが低賃金で不安定な雇用の場所にいるということからも、そういうの

を是正していくのが役所の役目なので、やってほしいです。 

  会計年度任用職員の方が安定した雇用に就かれる安定した採用ができないかということを、

先ほど大門委員もおっしゃっていたけれども、やっぱりこれはある程度厳しい要件を設けた

としても、何らか法律は最低基準でやっているので、それよりもいい待遇をしている自治体

というのもあるわけなんです。なので、そういうことも考えていってもいいのかなと思うん

ですけれども、そのあたりは副町長、どう思っていますか。 

○中川委員長 

  江島副町長。 

○江島副町長 

  先ほど来から会計年度任用職員との関係とか正職員との関係とか、それは特に給与等につ

いてもいろいろ問題あるのかというご提示でいただいておりますけれども、先ほど課長のほ

うから話ありましたとおり、法体系とか会計年度任用職員の採用関係、そして会計年度任用

職員に対する雇用関係とか様々なこともありまして、総合的な考え方でやっているものと考
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えております。 

  もう一つは、正直言いますと正職員の関係と会計年度任用職員の大きな差としましては、

やっぱり公務員の資格の中では、責任の度合いとか様々な持っているような権限等々の度合

いも含めて大分違っております。その辺のところも含めた上での給与体系というふうに私も

理解しておりますので、その辺のところがこういった差になっているのかというふうに考え

ております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  それが倍も違う理由にはならないとは思います。倍も違わへんし不安定な雇用に押し込め

られる理由にはならない。 

  法律のこと云々もおっしゃっていたけれども、一昔前、会計年度任用職員という制度がで

きる前は、そもそも法律、法規定にない雇用のされ方をこの方たち、アルバイトの方たちは

されていたわけです。それを何回言っても何かうやむやに言うだけで、法律にない雇用をし

ているというところを改善しなかったんです。それを改善したように見せるために会計年度

任用職員という制度ができただけで、やっぱり不安定な雇用ですごい低い賃金であるという

ところは相変わらずで、むしろもっと首を切りやすくなったぐらいやと思うので、そこはや

っぱり改善するようにしていってくださいという要望にしておきます。答えはないので、ど

うせ。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ人件費全般についての委員の質疑を終結いたします。 

  ここで２時30分まで休憩いたします。 

休   憩（午後２時２１分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後２時３０分） 

○中川委員長 

  休憩前に引き続き、委員会を再開いたします。 
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  次に、歳出の議会費及び総務費についての説明を求めます。 

  田中総務課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  それでは、46ページから47ページ、（款）議会費、（項）議会費、（目）議会費から説明

させていただきます。 

  本年度予算額9,725万１千円で、前年度に比べ400万２千円の減となっております。主な要

因ですけれども、人件費のほか、46ページの需用費で151万７千円の減、それから、47ペー

ジの備品購入費で86万５千円の減となっております。昨年度は議会議員選挙の年でございま

したので、改選用費用としての事務用品、備品等を見込んでおりましたが、令和７年度は不

要となりましたので、その分が減となっております。 

  その他は、概ね前年並みの計上とさせていただいております。 

  続きまして、48ページから54ページの総務費、総務管理費、目の一般管理費でございます。 

  主に人件費や共通的な消耗品、電話代、情報システム関係及び地域公共交通運行に係る経

費などを計上しております。本年度予算額は９億7,545万円で、前年度に比べ１億2,269万１

千円の増となっております。 

  人件費を除く事業費では６億9,219万８千円で、前年度と比べ１億4,140万４千円の増とな

っております。主な増減等の内容になりますが、48ページ、（節）報酬の下から４行目、会

計年度任用職員報酬が3,337万５千円で、前年度3,148万４千円と比べ189万１千円の増とな

っております。この増につきましては、会計年度任用職員の報酬単価の増に伴うものでござ

います。 

  続きまして、49ページ、下段辺りの（節）需用費でございますが、3,492万５千円で、前

年度に比べ565万７千円の増となっています。主な内訳ですが、50ページ、上から４段目、

燃料費について、地域公共交通バス分となっており、価格高騰等の影響もあり、実績値から

費用算出したところ1,688万５千円で、156万９千円の増としております。需用費の一番下の

修繕料は、燃料費と同じくバスの車検等を含めた修繕実績から算出し、1,029万３千円で、

395万５千円となっております。 

  次に、50ページから51ページにかけまして、（節）役務費ですが、1,167万２千円で、前

年度に比べ33万６千円の増となっております。主な内訳ですが、51ページの中段辺り、役務

費の下から２段目のキャッシュレス決済手数料66万５千円は、１階窓口に設置しますセミセ

ルフレジに係る決済手数料で、全部増となっております。 
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  51ページから52ページにかけて、（節）委託料ですが、３億719万７千円で、前年度に比

べ5,041万１千円の増となっています。主な内訳ですが、51ページの中段、委託料の上から

５行目、固定資産税地図情報システム更新委託料42万９千円は、令和７年度に実施するシス

テム標準化に伴い、既存の土地台帳システムの仕様変更が生じ、地図情報システムへ移行す

るためのプログラム変更を行う必要性が生じましたので、全部増となっております。 

  ４段下の一番下の段、イベント等委託料300万円ですが、まちの魅力発信につながる事業

の実施に伴う経費で、本年度は従来の魅力発信事業のほか、大阪・関西万博への出展等を計

画しております。 

  52ページの上から４行目、児童手当システム変更委託料でございますが、児童手当への番

号制度、マイナンバー制度の対応に伴う児童手当システムの改修費用で382万９千円、前年

度は、児童手当制度の改正に伴う対象年齢拡充などの大幅な改修がございましたので、464

万８千円減となっております。 

  その２段下、障がい者給付システム改修委託料639万８千円は、令和７年10月から創設さ

れる就労選択サービスのシステムへの追加に伴う改修費で、全部増となっております。 

  次に、３段下、予防接種台帳システム改修委託料187万円は、制度変更に伴うシステム改

修費で151万１千円の増でございます。 

  その２段下、地域公共交通運行業務委託料１億2,585万３千円は、町が自家用有償旅客運

送事業として運行している金剛ふるさとバスの補完運行や町内循環路線のカナちゃんバス、

やまなみタクシーの運行に係る委託料で、令和７年２月からの新たな契約金額の増加により

626万５千円の増となっております。 

  次に、その３段下、クラウドシステム改修委託料１億2,865万８千円は、国が進めていま

す自治体情報システム標準化に伴うシステム移行業務１億2,766万８千円と、子ども・子育

て支援法改正に伴う人事給与システムの法改正対応99万円の全部増で、2,910万８千円の増

となっております。標準化に伴うシステム整備費用につきましては、国庫補助10分の10が措

置されております。 

  次に、その２段下、システム等保守委託料224万４千円は、デジタル窓口に付随するセキ

ュリティーシステムの保守運用費用198万円、番号発券機の保守費用で26万４千円で、全部

増となっております。 

  委託料の一番下の電子計算システム維持管理委託料812万９千円は、自治体情報システム

標準化に伴うガバメントクラウドの利用回線保守費用で、全部増となっております。 
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  52ページの下側、使用料及び賃借料でございますが、１億6,960万９千円で、前年度に比

べ１億501万８千円の増となっております。主な内訳ですけれども、下から３行目の地図情

報システム使用料171万１千円は、デジタル田園都市国家構想交付金を活用して新たに導入

しました統合型・公開型ＧＩＳシステムの使用料で、全部増でございます。 

  その下、電子計算機器使用料3,724万５千円は、ＬＧＷＡＮ関連機器、マイクロソフトＯ

365のライセンス関係、ネットワークセキュリティー関連のほか、新たに標準化関連機器及

び住基ＣＳサーバー関連機器を導入することにより、3,218万６千円の増となっております。 

  めくっていただきまして53ページ、上から４段目、自治体クラウドシステム利用料2,605

万７千円は、基幹系システム３町村クラウドに要する費用と庁内内部情報系システム、財務、

人給、グループウエアに要する費用で、３町村クラウドにつきましては移行期間６か月を見

込み、その後不要となりますので1,572万５千円の減となりました。 

  その１段下、クラウドシステム利用料4,067万６千円は、標準化システムの利用料で、令

和７年10月からの利用料６か月分を見込み、全部増でございます。 

  その６段下、ガバメントクラウド利用料4,531万４千円は、国が構築しているガバメント

クラウドの領域利用及び回線利用の費用で、全部増となっております。 

  最後の予約受付システム利用料26万４千円は、番号発券システムの利用料で、全部増でご

ざいます。 

  次に、同じく53ページの中段、備品購入費でございますが、10万円で、前年度に比べ241

万７千円の減となっております。昨年度は、金剛バス車両への車内カメラの設置費用169万

１千円と、パソコン購入費82万５千円等を計上しておりましたが、本年度は全部減となった

ことによるものでございます。 

  次に、同じく53ページ、その下の負担金補助及び交付金ですが、１億1,617万６千円で、

前年度に比べ2,020万５千円の減となっております。 

  54ページの上から３段目、地域公共交通運行経費等負担金9,848万８千円については、金

剛ふるさとバスの運行に係る市町村負担金であり、令和６年度当初予算編成後、運行実績か

ら当初の推計値より料金収入が増となりましたので、令和７年の見込みでは2,870万７千円

減となっております。なお、この金額と同額で、令和６年12月にご可決いただきました補正

予算で、債務負担行為を設定させていただいております。 

  続きまして、54ページの中段辺り、負担金補助及び交付金の下から２段目、社会保障・税

番号制度システム整備等交付金723万円は、マイナンバー関連のシステム構築費に係る費用
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で、令和６年度では骨格予算であったことから、令和６年６月肉づけ補正予算の編成時に

697万７千円を計上させていただいており、当初予算には計上しておりませんでしたので、

全部増となっているものでございます。 

  その他は、概ね前年並みの計上とさせていただいております。 

  ここで説明員のほうを交代させていただきます。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  それでは、続きまして、（目）文書広報費です。広報紙の発行やホームページに係る経費

で、本年度予算額806万６千円、前年度と比較しまして19万５千円の増となっております。

概ね例年並みの予算を計上しております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  続いて、55ページ、（目）財政管理費ですが、89万９千円で、前年度に比べ16万９千円の

減となっております。主に予算書の印刷費や財政に関わる図書の購入費、国の公会計制度の

基準に基づく財務書類の作成委託料などを計上しております。ほぼ前年度並みの計上となっ

ております。 

  ここで説明員を交代します。 

○中川委員長 

  中筋会計管理者。 

○中筋会計管理者兼出納室長 

  55ページ下から56ページにかけて、（目）会計管理費でございます。本年度予算320万４

千円、対前年度94万６千円の増でございます。主な要因といたしまして、（節）役務費、口

座振込委託料におきまして、昨年10月より内国為替制度が導入されたことに伴い、指定金融

機関への負担額が増額となり、令和６年度は半年分の追加補正をご可決いただきまして、本

年度は１年分の支払いが必要になったことによる増額でございます。 

  そのほかにつきましては、概ね前年度並みでございます。 

  ここで説明員を交代いたします。 
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○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  56ページから58ページにかけまして、（目）財産管理費でございますが、主に庁舎管理に

係る費用や公用車の管理費用、町有財産の管理費用などを計上させていただいております。

本年度予算額は8,199万７千円で、前年度に比べ683万９千円の増となっております。主な内

訳ですが、56ページ中段の（節）需用費が2,187万９千円で、前年度と比べ93万７千円の増

となっております。下から３段目の修繕料の施設等修理320万円について、昨年度は骨格予

算による投資的経費の抑制により200万円での計上としていましたが、令和７年度では例年

どおりの水準で計上させていただいたことにより、120万円の増となったものでございます。 

  次に、57ページの中段の（節）委託料でございますが、5,088万円で、前年度と比べ474万

１千円の増となっております。主な要因ですが、下から５段目の特殊建築物定期検査委託料

130万円について、法改正により、これまで対象となっておりませんでした庁舎につきまし

ても定期検査の報告対象となりましたので、全部増となっております。その２つ下の段にな

りますが、実施設計委託料300万円ですが、旧町民体育館の解体撤去の設計に係る費用で、

全部増でございます。 

  次に、58ページ、（節）使用料及び賃借料ですが、478万１千円で、前年度と比べ112万１

千円の増となっております。内訳ですが、２つ目の公用車賃借料につきまして、町長公用車

及び３ｔダンプトラックの車両更新を見込んだことによるものでございます。 

  その他は、概ね前年並みの計上とさせていただいております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  それでは、続きまして58ページ、企画費でございます。 

  地域公共交通やまちづくり会議などに係る経費で、本年度予算額1,863万５千円、前年度

予算額と比較いたしまして1,396万６千円の増となっております。主な要因ですが、本年度

は町の最上位計画でありますまちづくり計画の策定を計画していることから、委託料で920

万円の全部増、また、その他関連する予算を計上しております。 

  同じく（節）委託料では、町内25か所に設置しております公共施設案内板の保守点検を実
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施する委託料として50万円の全部増、その下、（節）負担金補助及び交付金の地域活性化推

進事業負担金800万円ですが、近鉄グループからの支援を受けるもので、前年度は骨格予算

と編成しておりましたことから、前年度と比較いたしまして420万円の増として計上してお

ります。 

  その他につきましては、概ね前年並みの予算を計上しております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  59ページ、（目）公平委員会費につきましては、３市２町１村が共同で設置いたします南

河内公平委員会の負担金を計上しております。ほぼ前年度並みでございます。 

  ここで説明員を交代します。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  次に、59ページ、（目）自治振興費です。予算額は2,727万５千円で、前年度に比べ1,460

万円の増となっています。主に自治振興に係る費用で、主な内訳としましては、委託料で芹

生谷地区集会所の実施設計160万円、それから工事請負費で弘川地区集会所改修工事費1,300

万円が、それぞれ昨年度は骨格予算であり、普通建設事業費は６月肉づけ補正予算で計上し

たことにより、当初予算では全部増としていたことによるものでございます。 

  その他は、概ね前年並みの計上とさせていただいております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  続いて、60ページをお開きいただきまして、（目）職員研修費は246万６千円で、ほぼ前

年度並みの予算を計上しております。郡町村職員研修協議会負担金や市町村職員中央研修所

等参加負担金など研修参加負担金や、本町で実施いたします各種研修委託料などを計上して

おります。 

  ここで説明員を交代します。 
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○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  次に、60ページ、（目）交通安全対策費です。予算額は54万円で、昨年度に比べ10万４千

円の増となっております。主な内訳ですが、（節）負担金補助及び交付金の自転車用ヘルメ

ット購入補助金10万円について、令和６年８月から実施しており、当初予算には計上してお

りませんでしたので、その分が増となったことによるものでございます。 

  その他、概ね前年並みで計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  木矢室長。 

○木矢総合政策部危機管理室長 

  続きまして、防犯対策費でございます。予算額は1,312万５千円で、対前年119万９千円の

増額となっております。増額の主な要因につきましては、次のページ、61ページ上段、需用

費、修繕料、公用車車検等で青パトの車検により22万円の増額と、使用料及び賃借料、機械

器具賃借料で、これは防犯カメラの賃借料で、令和６年に設置した防犯カメラが前年より５

台増えたことで、55万８千円の増額となりました。あと、その下、公用車賃借料で、これは

青パトのリース代で、石川、白木、河内の新規リースでございます。34万８千円の増額とな

りました。 

  ほかは例年度並みの予算となっております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  61ページの（目）財政調整基金費から、次の62ページの（目）森林環境譲与税基金費まで、

（節）積立金を計上しておりますのは、各基金の運用利子を積み立てるものでございます。

預金利率の上昇により、いずれも増となっております。 

  また、62ページの１番目の（目）環境衛生及び消防施設等整備基金費については、運用利

子４万３千円の積立てのほか、町税の入湯税41万２千円の積立てを計上しております。 

  ここで説明員を交代いたします。 
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○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  62ページから64ページの（項）徴税費、（目）税務総務費でございます。予算額は6,971

万円で、前年度に比べ424万１千円の増額となっております。主に人件費によるものでござ

います。人件費を除く経常経費につきましては、概ね前年度並みの予算となっております。 

  次に、64ページから65ページの（目）賦課徴収費でございます。予算額は2,710万７千円

で、前年度に比べ1,210万５千円の増となっております。増の主な理由でございますが、64

ページの委託料で、前年度に比べ1,301万６千円の増となっております。これは令和９年度

の固定資産評価替えに伴うものといたしまして、固定資産土地評価業務委託料で、３年に一

度の航空写真撮影が573万円、その下の町標準時等鑑定委託料で、町内で75か所の標準地鑑

定で467万円の増が主な要因でございます。 

  次に、使用料及び賃借料でございますが、予算書には掲載されておりませんが、地図情報

システム使用料につきましては、統合型・公開型ＧＩＳシステム事業の使用料に移行いたし

ましたので、96万９千円が全部減となっております。 

  その他経常経費につきましては、概ね前年度並みでございます。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  続きまして、65ページから67ページ、（項）戸籍住民基本台帳費、（目）戸籍住民基本台

帳費の中で、住民生活課に関係する予算についてご説明させていただきます。 

  戸籍の謄抄本や住民票などの交付、印鑑登録証明事務、マイナンバーカードの交付に関す

る予算で、予算額１億60万８千円で、前年度と比較いたしまして4,379万４千円の増額とな

っております。主な増減の内容でございますが、戸籍システム改修委託料で472万８千円の

増、コンビニ交付システム改修委託料で1,020万６千円の増、戸籍電算システム機器使用料

で1,182万３千円の増、ガバメントクラウド利用料で475万２千円の増となっており、主な要

因は、標準化対応に伴うものであります。 

  そのほかにつきましては、概ね前年度並みに計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 
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○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  67ページ、（項）選挙費、（目）選挙管理委員会費です。選挙管理委員会事務局の一般経

費でございます。予算額は937万３千円で、前年度と比べ352万７千円の増となっております。

主に人件費による増ということで、その他につきましては前年並みの計上とさせていただい

ております。 

  続いて、67ページから69ページの（目）参議院議員通常選挙費でございます。令和７年７

月28日任期満了に伴う、選挙事務経費を計上させていただいております。予算額は1,250万

５千円で、令和４年度、３年前になりますが、予算が1,078万２千円でありましたので、172

万３千円の増となっております。主な要因ですが、人件費等の高騰によるもののほか、69ペ

ージ、備品購入費が363万２千円で、前回と比べ118万８千円の増となっております。投票用

紙交付機12台を更新するための費用を計上することにより、増となったものでございます。

その他の経費につきましては、４年前の選挙の実績を踏まえ、同規模での計上とさせていた

だいております。 

  続いて、69ページ、一番下の（目）町議会議員選挙費につきましては、廃目でございます。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  続きまして、69ページ、（項）統計調査費、（目）統計調査総務費でございます。本年度

予算額949万７千円、主に職員１名の人件費となっております。 

  めくっていただきまして70ページ、（目）国勢調査費でございます。本年度予算額865万

１千円で、前年度と比較いたしまして842万円の増となっております。国勢調査は５年に一

度実施するものとなっておりまして、本年、令和７年は調査年でありますことから、調査に

要する経費を計上しております。 

  続きまして、（目）農林業センサス費でございます。本年度予算額２万５千円で、前年度

と比較いたしまして142万７千円の減となっております。同じく農林業センサスにつきまし

ても５年に一度実施するもので、令和７年度は調査年ではありませんので、大きく減となっ

ております。 
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  続きまして、その下、（目）経済センサス調査費でございます。本年度予算額８万９千円

で、ほぼ前年並みの予算を計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  続いて、71ページ、（目）監査委員費ですが、監査委員の報酬と事務費について、前年度

と同額で計上しております。 

  以上が議会費及び総務費に関する説明です。よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  それでは、委員の質疑をお受けいたします。―力武委員。 

○力武委員 

  52ページから53ページにかけての総務管理費、委託料の中で、クラウドシステム改修とか

セキュリティクラウドシステム利用料、自治体クラウドシステム利用料、あるいはクラウド

システム利用料、ガバメントクラウド関係、合わせて２億4,200万円ほどあるんですよね。

これだけ高額なクラウド関係の管理費用がかかっているんですけれども、住民サービスとの

関係でどのように捉えておられるのか、まずお聞きしたいと思います。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  まず、クラウド関係のものにつきましては、直接、住民さんに関係するというのはあまり

なく、システムの利用に関するいわゆる基盤整備の部分でございます。 

  自治体標準システムということで、令和７年度の末までに国が示す標準化に準拠したシス

テムに移行するようにという通達といいますか、ございましたので、それに合わせて町のほ

うも合わせに行っているということでございますので、直接住民さんにこの分がどうなるか

というのは、今のところ直接の影響はないということになります。 

○中川委員長 

  力武委員。 
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○力武委員 

  内部的な職員の関係のことということで理解したんですけれども、人件費のところにもあ

ったんですけれども、職員が正規職員、人数的には変わらずということなんですけれども、

相変わらず会計年度任用職員も採用して、業務を遂行していってはるんですけれども、職員

の人員不足との関係で、このクラウド化によって効率化を図られたと思うんですけれども、

その人員不足を補うように役立っているのかどうか、そのあたりの評価をお聞きいたします。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  そちらの部分につきましては、令和５年度からデジタル田園都市国家構想交付金というや

つですね、そちらのほうを活用しまして、デジタル窓口システムの構築を去年はさせていた

だきまして、今年につきましては、統合型・公開型のＧＩＳのシステムを導入しているとい

うことをしております。 

  その中で、町長の挨拶のときにもありましたけれども、ＲＰＡというのを一つシステムの

中に組み込んでおります。それは、職員がこれまでキーボードをたたいていて出力していた

ものを自動化しているというような、そのようなプログラムを組んで実行できるようにして

いると、そのようなシステムを構築しておりますので、これらをどんどん幅広くシステム内

部を広げていくことで、職員への負担軽減といいますか、業務量軽減についても図れるもの

であるのではないかと、そのように考えております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  分かりました。 

  次に、64ページなんですけれども、固定資産評価で５年ごとに航空写真を撮るという話で、

950万円ほど計上されてはおりますけれども、これは航空写真でないとあかんのですか。 

○中川委員長 

  渡辺課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  いろんな今言われていますドローンとか、何か衛星写真とかという話とかはよく聞くんで

すけれども、ドローンに関しましては、許可とかそういう申請とかで日数とか手間がかかる
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というのもありますし、撮る範囲がすごく狭いので、数日かかるというのもありまして、あ

と、衛星写真については画像がちょっと悪いというところで、固定資産税の課税になかなか

使いづらいというところがあります。ですので、今のところは航空写真が一番適していると

いうふうには思っております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  新築なり、建物を壊したりして地域でそれぞれ動きがあるのは、やっぱりある程度パトロ

ールなんかも含めて捉えられるんじゃないかな。それとあわせて、ドローンがせっかくうち

にあるのに、精度との関係で一応問題だと言ってはるんだけれども、逆に言えば、地図を作

成する会社ありますね、あの人たちはもうずっと回ってはるんよね、それが仕事かも分から

んけれども、正確な地図を、住宅地図の改修なんかはずっと回ってはるんやけれども、うち

の役場でも航空写真だけじゃなくて、日常的な取組をやればいいんじゃないかなというふう

に思うんですけれども、そのあたりはどうなんですかね。５年に一度で950万円というのは、

高いか低いか分かりませんけれども、この部分は経費は削減できるんちゃうかなと思うんで

すけれども、いかがですか。 

○中川委員長 

  渡辺税務課長。 

○渡辺住民部税務課長 

  ３年に一度撮らせていただいていまして、これに係る経費というのがこちら951万７千円

と計上させていただいていますけれども、このうちの573万円が航空写真ということになり

ます。 

  ふだんから町内のパトロールもしたりして、そういう変化というか、あったりするとか、

そういうところも定期的にパトロールした上で航空写真とも見比べて、両方を使って課税の

資料というか、課税に役立てているということになっています。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  はい、分かりました。 

  65ページから66ページ辺りですけれども、戸籍住民基本台帳のところの委託料及び負担金



－80－ 

補助関係で、コンビニ交付で1,450万円計上されております。大体年間の利用者数はどれく

らいなんですかね。 

  それと、もう一点は、全国的に郵便局との連携で交付する自治体もあるように見受けられ

るのが今日の動きなんですけれども、本町としてのそういう郵便局との協力関係、あるいは

農協との協力関係、やったらどうかなというふうに思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  コンビニ交付の交付数なんですけれども、令和６年１月末現在で、住民票が564件、印鑑

登録証明書が448件の1,012件を今年度は交付しております。パーセントで言いますと、

22.26％になります。 

  あと、郵便局さんと農協さんとの話なんですけれども、以前にお話ししたこともございま

して、そちらの窓口で交付していただく際に、本人確認を職員さんにしてもらわないといけ

ないんですけれども、本人確認をするという業務がすごく重いということで、ちょっと考え

させていただきますというご返事をいただいております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  郵便局、農協との関係ではちょっと難しいということらしいんやけれども、例えば本町が

時間外ということとの関係で、ある程度そういったところと粘り強い話をしていただいて、

やっていただくことをちょっとまた、これ要望で終わらせてもらいますけれども、よろしく

お願いしたいと思います。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  先ほどのクラウドシステム利用料、ガバメントクラウド利用料のところでもう一度お聞き

したいんですけれども、これは島本町と豊能町と河南町と千早赤阪村がグループを組んで、

モデル事業として出発したというふうに私は理解しているんですが、今ご説明では、基盤シ

ステムは直接住民さんには関係ない内部的なものやというふうに言われたんですけれども、
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それやったら自分ところでやったらええやんというふうなことではなくて、やっぱりこのグ

ループに入っていろいろ移行していくことで進むものが、メリットというのがあるはずなん

ですよ。それをもう一度教えてください。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  今言われたとおり、自治体クラウドシステムの関係につきましては、３町村クラウドとい

うので、もともと基幹系の業務、いわゆる住民情報の関係でありますとか個人情報的なもの

ですよね、そちらのほうをちょっと活用する業務について、もともと本町では３町村クラウ

ドということでやっておりました。 

  それらにつきまして、そういう業務系のシステムにつきまして、国のほうが自治体全体で

標準化のシステムを新たに構築されて、それを令和７年度末までにそこにガバメントクラウ

ドというものをつくりますので、そこに登載されたシステムを活用してくださいねというこ

とを国のほうが示されたわけですね。それに合わせて各市町村がのっかっていくと、変更し

ていくということになります。 

  住民さんへの直接の影響というのか、間接的には当然システムも変わりますし、今後スケ

ールメリットといいますか、費用面、ランニングコスト等が全国共通仕様になることで、改

修費用も削減されるということを国もうたっておりますので、そういった面での恩恵という

のは当然あるかと思いますけれども、直接窓口に来て何か影響があるのかというのは、それ

はないという意味合いで先ほどは申しております。 

  以上です。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  じゃ、標準化仕様というふうにお示しいただけたんですが、これは自治体ごとで違いがあ

るというふうに思うんですが、それを河南町版にデータをやっぱり変えて、河南町の住民さ

んに適用していくということですか。３つか４つかグループあるじゃないですか。それぞれ

自治体でやっぱり違うんかどうかということを教えてください。 

○中川委員長 

  田中課長。 
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○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  ガバメントクラウドというのが、まず構築される基盤があるんですけれども、そこには大

きく５つの入れ物といいますか、つなげ方があるようになっています。アマゾンのＡＷＳと

いうクラウドを使う場合と、あとは、グーグルであるとかマイクロソフト、オラクル、さく

らインターネットというような、５つのそういうクラウド上につくられた空間がありますの

で、河南町につきましては、その中でもアマゾンのところの空間にある構築する部分を選ぶ

という形にさせてもらっています。というのは、既存システムのベンダーがどこの空間を使

って新たに構築するかと、ガバメントクラウド上に新たに今、３町村クラウドしている業者

さんをそのまま使用したほうが、より一層システムの移行の関係も一からにはならないので、

現行システムのベンダーと同じベンダーが移行できるようなところで、うちのほうは構築を

考えているところです。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  そしたら、セキュリティーの面とかコンプライアンスの面とかいうほうは、何か要件とい

うのがあるんですか、これを利用するに当たって。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  セキュリティー面といいますか、ガバメントクラウドに接続するための専用回線を引いて

接続しなさいというふうになっていまして、そこらの諸条件は示されております。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  53ページのガバメントクラウド利用料と同じページなんですけれども、チャットシステム

利用料という52万８千円なんですけれども、これってＧｏｖｂｏｔのことでしょうか。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 
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  職員用で今使われていますＬｏＧｏチャットという行政間でのチャットになっております。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  52ページの地図、ＧＩＳ、もうちょっと詳しく、これで役場が何が便利になるのか。何か

ＧＩＳシステムというのは、国交省のホームページ見たらいろいろ詳しく書いているんやけ

れども、これが実際に役場の業務とどうつながるのかというところと、これ住民さんも活用

できるのかというところ、２点お伺いします。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  すみません。ＧＩＳシステムなんですけれども、地理情報システムといいまして、行政で

保有している地図を一元化するというか、それが統合という意味なんですけれども、地形図

という一般的な図面があるところに、そこに固定資産で使うような地番図であるとか、道路

台帳のような道の図面であるとか、あと、例えば観光マップとかそんなのも作れるんですけ

れども、そういった資源をつくったりとか、様々な用途の図面を統一化できるようになると

いうので、行政的には一つの図面をいらうことで全て閲覧できることで、効率化が図れると

ういのがまず１点あります。 

  住民さんにも当然恩恵がありまして、これを我々公開型という形で公開しようということ

をしておりますので、例えば災害のハザードマップでありますとか、そういった地図情報に

つきましても、これまで紙ベースで提供したものも、もうインターネットといいますか、ホ

ームページを見ていただくと接続できて見られるという利便性とか、あとは、地番図もそう

ですし、そういった情報につきましてもインターネットでもそのまま、役場に来なくても見

られるということでは、利便性も向上するのではないかと、そのように思っております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  よく分かりました。何かＲＥＳＡＳのすごい版みたいな感じやね、分かった。 

○中川委員長 
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  佐々木委員、質問中。 

○佐々木委員 

  質問中。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  これソウルとかでも、こういうのを住民さんに公開しているんですね、同じようなものを。

何が問題になるかといったら、プライバシーがどういうふうにちゃんと保たれるかというと

ころが問題になるんですけれども、そのあたりというのはどう捉えていますか。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  プライバシーのところにまで、基本的に大きい図面で、航空写真とかそういうのもござい

ますけれども、そこまで侵すような図面まではちょっと入れていないというのが一つと、も

う一つは、ログインするときに条件を付して、同意を求めた上で使用していただく、閲覧し

ていただくというシステムも取っております。そういったところでの確認も取れるのではな

いかと思っております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  ちょっと同意したからって悪用せえへんとか何やかやでは、ちょっと弱いかなという気は

しますが、ちゃんと活用できるようにしておいてください。 

  次に、60ページのヘルメットの助成金、これ町長の肝煎りで昨年始まったと思うんですけ

れども、これ実績はどうでしたか、好評でしたか。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  令和７年２月28日現在で、９件ございます。 

○中川委員長 

  ９件、９つ。 
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○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  はい。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  分かりました。自転車乗るときのヘルメットって、割とワールドスタンダードなことで、

日本は何かかぶらへんねんけれども、すごく大事なことやと思うんで、これもっと広報して

いってほしいです。せっかく町長肝煎りで去年やってくれたので、お願いします。 

  55ページの広報についてなんですけれども、これも何年間も最近言っているんですけれど

も、広報をやっぱり配るのがすごい負担やとおっしゃる方がたくさんいらっしゃいます。一

方で、広報もう紙ベースで欲しくないという方がたくさんいらっしゃいます。そこをうまく

整理していただいて、配る労力を少なく、紙で印刷する量を少なくというのを、自治会が絡

んでいるから難しいという話も聞くんですけれども、それやったら何かほかの自治会にお金

が入る事業を考えるとかしてもらえないかなと。何かカーボンゼロと言っているのに、紙が

んがん刷るねんという時代でもなくなってきているんで、ちょっといま一度考えてほしいん

ですけれども、どうでしょう。 

○中川委員長 

  森口課長。 

○森口総合政策部秘書企画課長 

  委員仰せのとおり、ゼロカーボンの方向に進めている中、ペーパーレスという考えの観点

から、デジタル配信というのは必要不可欠とは考えておりまして、今、町ではもちろん多く

の皆さんにご利用いただいておりますＬＩＮＥでの配信、ホームページはもちろん当たり前

のこと、また、別のマチイロアプリ、いろんなアプリを活用して、ホームページ、議会だよ

りも一緒やと思うんですけれども、配信しているところです。 

  その一方で、やはり紙ベースで欲しいという方も現実論やはりおられます。その中での配

布に当たりまして、もちろん自治会の皆さんに配布のご協力をいただいておりますので、一

定のやはり負担は出ているのは私も重々承知しておりますし、私も自治会で役も回ってくる

のでやっているのも事実です。 

  その負担軽減の一つとしましては、やはりペーパーレスの観点から、３月号は少し多かっ

たんですけれども、チラシの同時配布いうのはできる限りなくそうということで、３月号で
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も、今まで桜まつりとかいろんなイベントはチラシで別でよく刷っていたところは、広報の

紙面の中に取り込むとか、できる限り部数の削減というのは取組をさせてもらっているとこ

ろではあります。 

  その中で自治会のほうからいろいろとご相談も受けておりまして、議員仰せのとおり配布

部数、自治会には加入しているけれども、もう要らないという方が出てきたんだというとき

には、毎月、町の私どもの担当のほうで部数の再調査といいますか、対応は今させていただ

いておるところではございますが、どうしてもやはり地区に負担をかけてしまっている事実

というのは十分理解した上で、今後いろんな視点を持って取組は考えておりますが、なかな

かいい案がすぐに出ていないのが正直実情なところではあります。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  自治会の人とかと話をしたら、やっぱり１戸当たり幾らというのが重要で、自治会費のほ

かの収入源としてはすごい重要なんやということもおっしゃるんやけれども、それもよく分

かるんやけれども、かといって無駄な仕事に無駄なお金をずっと配り続けるというのもすご

くおかしな話なので、何かほかのことで補助金が出るように、今公園掃除もどんどん自治会

から手離していったりとかしているけれども、ほかやってほしいこと、クリーンキャンペー

ンをもうちょっと何回か増やすとか何でもいいんですけれども、そういうふうにも考えてい

ってほしいなと思います。これは要望です、よろしくお願いします。 

  最後に、69ページの選挙なんですけれども、河南町の選挙が昨年行われて、別に大きな問

題にはならなかったんですけれども、よその自治体の選挙で言ったら、投票所が思ったより

早く閉まったであるとか、チラシに貼るシールを多く配り過ぎてしまったとか茨木市であっ

たんですって。そういうようなことがある中で、河南町はほんまに全部そつなくできたのか、

また参議院選のときにはできるのかというのは。投票所が特に早く閉まってしまっていたと

いうのは、すごく大きな問題やと思うんで、そういう対応は河南町ではないのかどうか確認

しておきます。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  前回の選挙のときですけれども、特に広報的にも私がさせてもらったんだけれども、選挙
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の投票用紙のちょっと入れ違いというのが１件ございました。それ以外については、特段何

も問題はなかったとしております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  投票所が早く閉まるという対応をされた自治体が、ちょこちょこ最近増えているんですけ

れども、河南町ではそういうあれはもう考えてもいないということですよね。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  今のところ考えておりません。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  55ページの財務諸表のところで委託してはるんですけれども、これってどういうふうに活

用するために委託されているんですか、財務諸表。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  財務諸表のほうなんですけれども、まずこれ、国のほうから法的に作成しなければならな

いとか、そういった類いのものではないんですけれども、平成27年ぐらいから地方公共団体

の会計って、やっぱりお金がどれだけ歳出ありました、歳入がどれだけありましたに特化し

た決算書であったりとか予算書であったりとかという特徴があろうかと思います。いわゆる

下水道事業会計みたいに、企業会計的に今現在河南町で持っている資産がどれだけあって、

負債がどれだけあってというのは、なかなか決算上も予算上も見えにくいような会計構造に

なっておるので、それを公会計化という意味において、同じように年度末時点で河南町が保

有している貸借対照表であったりとか、お金の流れ的にどういったところにどれだけぐらい

の行政コストがかかっていたというような財務４表と言っているんですけれども、その４表

を作成して、それを団体間で比較できるようにということで、そもそも平成27年ぐらいから
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総務省のほうが、国のほうからお達しが来てやっておるという状態でございます。 

  本町においても、ちょっとなかなか手つかずのまま何年か間が空いたりとかしていたんで

すけれども、それも会計事務所のほうに委託してやらせていただいているのが、委託料とし

て50万円ほど今計上させてもうてる部分でございます。それを団体間で比較することによっ

て、いろいろ今の予算形態と違った面から比較検証できて、河南町の財務状況というのがど

ういったところで他と比べていいような状況なのか、あるいは悪い状況にあるのかというの

を比較検証するというようなところでまず１点使っております。 

  あとは、この財務４表と併せて固定資産台帳というのを作るんです。河南町の持っている

財産……、ちょっと名前度忘れしましたけれども、財産の状況がどう動いたかというのも併

せて管理するようになっておりまして、それは公共施設の適正管理という意味において、大

体今こういうぐらいの減価償却が済んでいる経過年数ありますよというのが、各財産、建物

とかに応じて出てきますので、それでもって修繕計画を立てていくとか、そういったところ

への活用面もあるというような役割になっているようなことになっています。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  要するに、４指標のいろんな表が見える化されて、それが住民さんにも説明できるように

なってきたという今、段階なんですかね。 

  それをつくることが目的ではなくて、その結果をどういうふうに、今度はその成果をいろ

んなところに生かしていくという手法は、どういうふうにされるんですか。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  先ほどちょっと申し述べさせていただいた中でちらっと申しましたのは、国において、ま

ず各市町村で作っておる財務４表のデータを基に調査がかかってきます、実際のところ。そ

の結果というのは、各団体比較、並べた状態でもって国のほうやったと思うんですけれども、

公表されているような状態なので、もう既に財務諸表のほうを作成されている団体の情報と

いうのは、そこで各見られるような状態かと思います。 

  本町においても、一応つくった財務諸表につきましては、ホームページのほうで公表させ

ていただいておりますので、ちょっと見方は難しいかと思うんですけれども、住民さんのほ
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うの目にも触れるような状態にはさせていただいているところです。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  そしたら、ほかの自治体でも比較できるということなので、河南町の役場の中ではこの４

指標をどのように利用してはるんですか。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  今ちょっと実際のところ、内部的に有効に活用できているかと言われますと、そこはちょ

っと返答に困っちゃうところでございまして、人事財政としては、そういう国からの依頼に

基づいてつくっているけれども、中の全庁的に活用できているかというのはちょっとという

ところです。 

○中川委員長 

  国のあれですものね、これ。国からのあれですよね、公会計の一歩前の話で。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  はい。 

○中川委員長 

  分かりました。 

  ほか、ございませんか。 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  すみません。先ほども53ページの件で質問もあったんですが、クラウドシステムの利用料

とか改修費用等ですけれども、以前からも質問しましたけれども、ガバメントクラウドだけ

ではなくて、それ以外のシステムの費用としても２億３千万円ほど計上もされていましたし、

予算化されていますし、その費用自体、ガバメントクラウドは令和７年度末で移行が完了す

れば、ある程度費用も落ち着くのかなと思うんですが、軽減される費用、どれぐらいなのか

と、想定ではどれぐらい今の費用が減ってくるのかということをちょっとお聞かせ願いたい

と思います。 

○中川委員長 
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  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  維持管理費の部分に大きくなってきますので、軽減される費用の算出というところまでち

ょっとまだできていないところです。 

○中川委員長 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  分かりました。出ていないということですが、例えば53ページの費用の中では、ガバメン

トクラウド利用料というのは4,500万円上がっているんですけれども、例えばこれは移行が

終わったとしても、毎年毎年この利用料自体は発生するという判断でいいんでしょうか。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  おっしゃるとおりで、使うための利用料になっていますので、その部分については発生し

てきます。 

○中川委員長 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  これ、国からの補助等は全くないんですか、この部分。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  構築中であります。今年度末までにつきましては対象にはなっているんですけれども、構

築後のランニング経費のところについては、まだどのような措置がされるというのは示され

ていないです。 

○中川委員長 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  分かりました。またその辺、明確になりましたら教えてください。よろしくお願いします。 

  以上です。 
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○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  すみません。53ページの委託料のところで、デジタル窓口システム利用料、これは関係あ

るかな。スマート窓口のことで実は聞きたいんですが、今、本町で対応してもらっているん

ですが、いよいよＤＸに向けて効率的に進んでいくというふうには思っているんですが、ち

ょっとまだ準備段階からしばらくいって、書かない窓口というのがもうスタートしていると

思うんですけれども、スマート窓口で変わったこと、導入効果がやっぱりあったよというよ

うなことがあれば教えてください、住民さんにとって。 

○中川委員長 

  北野住民生活課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  令和６年１月10日から、書かない窓口を住民生活課と税務課で導入しております。今まで

申請書を窓口で書いていただいていたものに関しては、住民さんが直接ペンを持って書かな

くても、本人確認を例えばマイナンバーカードもしくは免許証などを窓口で提示していただ

きますと、職員がその情報を入力して、証明書発行につなげるという流れをいたしておりま

す。なので、住民さんにとっては書かないということで手間が省けておりますので、その分

早く交付ができるようになっております。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  そしたら、今後はスマート窓口が出来上がっていくということなんですが、そこでブラッ

シュアップしていくというので、どれぐらいの手間がかかるのかということと、効率的にＤ

Ｘを進めていく手だてはあるのかということも教えてください。 

○中川委員長 

  田中課長。 

○田中総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長 

  ブラッシュアップという面では、今まだ試行段階ですので、これが本運用をしていく中で、

様々な実践ではないですけれども、そういった部分を経験することで事務処理というのも慣

れも出てきますし、速度もアップしてくるのかな、そのように考えております。 
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  あと、今後は番号の発券システムとかも４月以降にちょっとやる予定をしているんですけ

れども、それにつきましては、住民さんに対する見える化をするとともに、予約ということ

で、事前にお悔やみであるとか、戸籍関係とか、そういうちょっと時間のかかる手続につい

ては予約制度も取る予定をしておりますので、そこらで改善が図られるのではないかと、住

民さんの利便性も上がるのではないかと、そのように考えております。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ、議会費及び総務費についての委員の質疑を終結いたします。 

  次に、民生費についての説明を求めます。 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  それでは、71ページから75ページ、（款）民生費、（項）社会福祉費、（目）社会福祉総

務費の中で、住民生活課に関係する予算についてご説明させていただきます。 

  人権啓発、男女共同参画社会の実現及び人権ケースワーク事業等に関する予算で、前年度

と比較いたしまして、人件費を除き70万２千円の増額となっております。主な増減の内容で

ございますが、負担金補助及び交付金で人権大学負担金が27万５千円の増となっております。 

  そのほかにつきましては、概ね前年度並みに計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  和田高齢障がい福祉課長。 

○和田健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長 

  続きまして、（目）社会福祉総務費の高齢障がい福祉課分でございます。社会福祉総務費

の高齢障がい福祉課所管分の予算額は5,577万１千円で、対前年度1,054万円の増となってお

ります。社会福祉協議会助成金として3,100万円、同じく社会福祉協議会へのコミュニティ

ソーシャルワーカー配置に係る委託料として580万円、また、３市２町１村での福祉分野に

おける障害者手帳や法人指導などの共同処理事業費として578万９千円などを計上しており

ます。増の主な要因は、昨年度は当初予算にはなかった相談支援充実などに向けた重層的支

援体制整備事業費1,005万円を、令和７年度は当初予算に計上したことによるものでござい
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ます。 

  続きまして、（目）老人福祉費でございます。老人福祉費は1,136万１千円で、対前年度

88万円の増でございます。在宅給食サービス事業委託料が食数見込みの増などで46万３千円

の増、それから敬老祝金も対象者の増で、31万円の増となってございます。そのほか、老人

クラブ大会及び老人クラブ活動助成金、紙おむつの給付金、老人ホーム入所措置費、緊急通

報装置体制の整備・見守り委託料などの予算を計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  76ページをお開きいただき、（目）国民健康保険費では、国民健康保険特別会計への繰出

金を計上しております。 

  説明欄の１番目が事務費、人件費、財政安定化支援事業などに係る繰出金で5,527万１千

円、前年度より409万１千円の増となっております。２番目が保険基盤安定繰出金で１億

1,593万６千円、前年度より507万４千円の増となっております。３番目が未就学児均等割保

険料軽減措置に係る繰出金で117万７千円、前年度より10万４千円の増となっております。

最後の産前産後保険料の減免措置に係る繰出金で６万６千円、前年度より30万５千円の減と

なっております。 

  ここで説明員を交代します。 

○中川委員長 

  和田課長。 

○和田健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長 

  続きまして、同じく76ページの（目）障がい福祉費でございますが、予算額は７億93万５

千円、前年度よりも6,392万３千円の増となっております。障がい者自立支援給付等事業が

６億7,161万９千円で、前年度より6,388万２千円の増となってございます。給付費が年々増

加傾向にございまして、特に前年度は、令和４年度の決算見込額ベースで予算計上しており

ましたが、今回は令和６年度、直近の給付実績に基づき計上させていただいております。 

  その他主な内容といたしましては、（節）委託料では、基幹相談支援などの相談支援に係

る地域生活支援事業委託料が683万１千円、77ページの（節）扶助費では、地域生活支援事

業の移動支援等の給付費805万６千円、更生医療などの自立支援医療給付費200万円、蓄尿袋、
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蓄便袋など日常生活用具の給付費450万円、それから、78ページの一番上、補装具交付・修

理費300万円などの各種サービス事業費を計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  桶本課長。 

○桶本住民部保険年金課長 

  続きまして、（目）老人医療助成費です。老人医療助成費は３億1,857万４千円で、1,705

万１千円の増となっております。 

  （節）負担金補助及び交付金、後期高齢者医療広域連合負担金が1,714万７千円、147万円

の増です。広域連合の共通経費の負担金となっており、均等割、人口割、高齢者人口割で各

市町村が負担するものです。後期高齢者医療療養給付費等療養給付費負担金は、後期高齢者

の医療費で２億2,899万８千円、1,701万１千円の増となっております。広域連合が推計し、

当該年度は概算で負担しまして、２年後に精算されます。 

  （節）扶助費、老人医療給付費の一部負担助成分で１万円、老人医療制度の終了に伴う経

過措置の請求遅れ分の予算となっております。 

  続きまして、（節）繰出金、後期高齢者医療保険基盤安定繰出金で、低所得者の保険料軽

減に対し、軽減分の原資として公費による負担を行い、後期高齢者医療特別会計に繰り出す

もので、6,491万７千円で214万５千円の減となっております。 

  続きまして、79ページです。 

  （目）国民年金費です。国民年金事業の一部は法定受託事務といたしまして市町村長が行

っており、その事務に必要な経費は国から交付されております。1,252万３千円で前年度よ

り86万３千円の増となっております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  和田課長。 

○和田健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長 

  続きまして、80ページ、（目）重度障がい者医療助成費は、身体障がいなどの人が医療保

険で受診などをされた場合の医療費の自己負担部分などについて、本事業によりさらに助成

を行い、負担軽減を図る制度でございます。予算額は4,238万２千円で、前年度より101万２

千円の増となっております。 
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  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  続きまして、（目）ひとり親家庭医療助成費についてご説明いたします。予算額は811万

２千円で、前年度と比べ152万５千円の減でございます。対象者は、令和６年９月末現在97

世帯253人に対し、前年度は93世帯240人で、世帯数、対象者数とも増となりましたが、前年

度の医療費の実績から見込んだ額となっております。 

  次に、（目）子ども医療助成費についてご説明いたします。予算額は6,431万１千円で、

前年度と比べ778万８千円の増でございます。増の主な要因は、負担金補助及び交付金、Ｕ

－22医療給付費補助金が790万円で、前年度に比べ132万３千円の増、扶助費の子ども医療給

付費が5,470万円で、前年度に比べ640万９千円の増で計上させていただいております。令和

５年度の決算額をベースに予算編成いたしました。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  □元課長。 

○□元健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長 

  めくっていただきまして81ページ、（目）社会福祉施設費でございます。総合保健福祉セ

ンターに係る経費を計上しております。予算額9,284万３千円、前年度より1,800万１千円の

増でございます。主な要因ですが、（節）需用費の修繕料で、空調設備冷温水ポンプ取替え

工事の実施に伴い113万３千円の増、委託料の総合保健福祉センター指定管理委託料で、令

和６年度当初予算では、令和７年１月までの協定期間10か月分の計上でございましたが、令

和７年度は12か月分の計上としていること、また、指定管理料が１月当たり75万円の増額と

なったことにより、1,550万円の増となっております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  後藤課長。 

○後藤総務部副理事兼人事財政課長 

  同じページ、（目）介護保険費ですが、（節）繰出金で介護保険特別会計への繰出金を計

上しております。繰出金、予算額は２億8,246万３千円で、前年度に比べ345万６千円の増と
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なっております。 

  （節）繰出金の説明欄の介護保険給付費繰出金は２億3,966万８千円で、前年度よりも575

万円の増、第９期介護保険事業計画に基づき計上いたしました保険給付費の増によるもので

ございます。 

  次の介護保険特別会計繰出金は4,279万５千円で、前年度より229万４千円の減となってお

ります。人件費で増となる反面、システム改修費の減などによるものでございます。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  続きまして、82ページから83ページの（目）児童福祉総務費についてご説明いたします。

この予算は、子育て支援の充実に関する予算でございます。予算額は１億204万９千円で、

前年度に比べ738万９千円の増でございます。増の主な要因は、めくっていただきまして83

ページ、負担金補助及び交付金の多子世帯保育料相当額補助金が2,054万４千円で、対象園

児が80名から85名に増加し、対象者の保育料が増加したことに伴い282万２千円の増、育

児・子ども手当給付金が前年度は補正予算対応としていたため、650万円の全部増となって

おります。 

  そのほかは概ね前年度並みとなっております。 

  続きまして、84ページの（目）児童措置費についてご説明いたします。この予算の主なも

のは、児童手当の給付に関する予算でございます。予算額は３億2,346万８千円で、前年度

と比べ7,885万８千円の増でございます。増の主な要因は、国のこども未来戦略に基づき、

児童手当の対象年齢が令和６年10月分以降、15歳の年度末から18歳の年度末までに拡充され、

第３子以降の児童に対する手当額が１万５千円から３万円に改定されたことや、所得制限が

廃止されたことに伴い、対象となる児童数が増加したことにより扶助費、児童手当給付費で

7,935万５千円の増となっております。 

  続きまして、85ページからの（目）こども園費についてご説明いたします。予算額は７億

2,165万３千円で、前年度と比べ１億6,022万９千円の増でございます。増の主な要因は、報

酬の保育士報酬が6,741万３千円で、保育士の配置基準の見直しや低年齢児の受入れなどに

対応するため３名の増となり、前年度より1,698万３千円の増となっています。児童手当等

の会計年度任用職員期末手当が2,382万１千円で1,265万４千円の増、同じく勤勉手当が
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2,002万６千円で852万６千円の増となっています。 

  めくっていただきまして88ページ、負担金補助及び交付金ですが、石川こども園運営事業

費補助金が２億4,623万４千円で、前年度と比べ1,285万１千円の増となりました。主に施設

型給付費が２億1,099万２千円で、園児数の増加や公定価格の上昇に伴い、前年度に比べ725

万１千円の増となったことによるものです。 

  次に、石川こども園大規模改修事業補助金が8,245万円で全部増となっています。これは、

平成24年４月の石川保育園、現石川こども園開園に伴う改修工事から13年が経過し、大規模

改修を伴う施設維持工事及び低年齢児の定員増に対応するための増改築工事を令和７年度、

令和８年度の２か年で実施するための町負担金を計上しています。２か年の総事業費は２億

7,483万５千円で、令和７年度は40％の施行率で１億993万４千円を見込んでおり、法人の負

担率４分の１を除いた額が今回の予算額となっています。 

  なお、改修工事で国庫補助金の採択を受けられた場合、事業費の３分の２が補助金として

交付され、町の実質負担額は事業費の12分の１で916万１千円となります。 

  そのほかは概ね前年度並みでございます。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  和田課長。 

○和田健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長 

  次に、89ページの（項）災害救助費、（目）災害救助費は前年同様の計上でございます。 

  以上が民生費でございます。よろしくご審議賜りますようお願いいたします。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  ここで16時、４時まで休憩いたします。 

休   憩（午後３時４７分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後３時５９分） 

○中川委員長 

  休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 
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  すみません。先ほどの石川こども園の改修工事なんですけれども、ちょっと増改築とお伝

えしたんですけれども、大規模の改修というところのほうで訂正させていただきたいと思い

ます。お願いいたします。 

○中川委員長 

  ありがとうございました。 

  それでは、民生費について委員の質疑を受けます。―力武委員。 

○力武委員 

  85ページから86ページ、こども園の関係のところでちょっと質問させていただきたいんで

すけれども、まず、中村と石川のそれぞれ新年度も含めて、入園数はどれぐらい見込みされ

ているのか、もうほぼ確定してきていると思うんですけれども、それはどんなぐらいになる

のかということと、保育士を中村の場合３名、今回配置基準改定、３人増やすということで

ありがたい措置なんですけれども、そのめどについて、まずお伺いいたします。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  今、中村こども園の入園見込み数は213名、石川こども園が175名ということで見込んでお

ります。 

  保育士については、今現在、新年度４月からの受入れ、内定とか出しているんですけれど

も、その園児数については受入れできる体制というのは整っております。今後のところにつ

いてはまた順次というところになるんですけれども、当初の体制は整えております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  新しい基準で、また中村でも園児増えていますよね、今年と比べて。それだけ需要がある

ということなんだけれども、これ、増えても配置基準はクリアできそうなんですかね。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  中村こども園につきましては、５歳児が58名ぐらいになりますので、今まででしたら30対

１でしたら２クラスだったんですけれども、25対１となると、その基準を満たさないという
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ことで、来年度一応３クラス数で対応する予定になっております。４歳、３歳については、

２クラスで対応できる状況になっております。 

  石川こども園につきましては、今現在も25対１とかの基準以内の人数ですので、今までど

おりの２クラスで対応ということになっております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  次に、88ページに給食調理委託業務2,300万円ほど計上されておりますけれども、昨今の

物価高に追いついているのか、現状の契約金額と予算上と差異はないのかどうかということ

ですけれども。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  この給食委託料というのは、調理業務の委託でして、材料費とかはこの中に含まれており

ませんので、園のまた予算で別に組んでおりますので、人件費の部分が主なところになって

いますので、今の物価高騰の食材高騰というところに関しては、影響はないかなと考えてお

ります。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  人件費は別に組んではるということ、調理を委託しているわけでしょう。委託している以

上は、委託先の業者さんの値上げとかそういう話はないんですか。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  今のところ、そういうご相談はいただいていません。この調理委託料は調理をしていただ

く方の人件費分というか、材料費は向こうの事業者さんに持っていただくんではなくて、中

村こども園で材料を購入して、その材料を委託した調理員さんたちに調理していただいてい

るという形になっております。 

○中川委員長 
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  力武委員。 

○力武委員 

  それと、その食材なんですけれども、材料の仕入れというか、小学校、中学校の給食費は

大体、野菜で言うたら４割ぐらい、町内産を利用しているということを聞いているんですけ

れども、こども園の材料関係はどれくらい使われているのか、全く使われていないのか、そ

のあたりはどうですか。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  特に町内の事業者さんから直接にということでは、その作られているのというのは仕入れ

ていないんですけれども、できるだけこの近隣のところの野菜をという形ではお願いしてい

るところであります。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  例えば小学校、中学校の食材の仕入れと同じように、共同した形での食材の仕入れという

のは、こども園では対応できないんですか。少しでも安く、例えば乾物であるとか油関係と

か、長期保存がある程度見込めるような食材については、町内一緒に仕入れたほうが少しで

も安くできるんじゃないかなというふうに思うんですけれども、そのあたりはどうですか。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  ちょっと学校給食のほうのところが詳しくはあれなんですが、学校給食は学校給食会か何

かでされているということで、こども園はその中に一緒にはちょっと難しいのではないのか

なというふうに思っております。こども園につきましては、もともと中央保育園時代から使

っていた専門的な業者さんなりから、お肉とか魚とかお米とかというそれぞれの業者さん、

できるだけ町内にいらっしゃる業者さんとかを使って購入させていただいているというとこ

ろになっております。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 
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  藤野委員。 

○藤野委員 

  ごめんなさい、声ちょっとおかしくて、聞き取りづらいと思うんですけれども、83ページ

の（節）18 負担金補助及び交付金の中の乳幼児給食費助成金837万６千円についてちょっ

とお聞かせください。 

  こちら附属説明資料の251ページ、にこにこランチ事業の給食費を助成するということな

んですけれども、これちょうど昨日、さくら坂に住んでいる私立の幼稚園に通わせているお

母さんから給食費の明細が送られてきまして、それが給食費4,500円、副食費がその中の

3,190円で、主食費が1,310円ってなっているんですよ。これでしたら主食費月額600円、副

食費月額4,800円を上限に助成ということなんですけれども、これ主食費と副食費合わせた

ら5,400円上限に助成してもらえるということなんですよね。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  令和７年度から中村こども園の分をかかっている費用を無償化にしますので、その金額に

併せて、私立園に通われている方についてもこの金額、合計で5,400円ですかね、こちらの

ほうを助成させていただくということを考えております。 

○中川委員長 

  藤野委員。 

○藤野委員 

  じゃこれは、別々に計算しなくてもということでいいんですかね。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  ちょっと私立園さんについて主食費、副食費って分けておられないところもあるかと思い

ますので、そのあたりはトータルの金額でというふうに今は考えております。 

○中川委員長 

  すみません、ちょっとお聞きしたいんですけれども、今の藤野委員の質問では、私立幼稚

園が4,500円かかるのに、5,400円払うのかどうかと。 

  山田課長。 
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○山田教・育部こども１ばん課長 

  すみません。ちょっと補足させていただきます。上限ですので、もし低い金額であればそ

の低い金額をという、実際に支払われている金額でお支払いさせていただきます。 

○中川委員長 

  そうやね。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  はい、すみません。 

○中川委員長 

  4,500円ですね、実際は。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  はい、そうです。すみません。 

○中川委員長 

  分かりました。藤野委員、よろしいですか。 

○藤野委員 

  はい。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  84ページの児童手当に関してなんですけれども、これが国の拡充で金額が拡充されて、対

象者も所得制限が撤廃されるということなんですけれども、河南町、もともと所得制限とい

うのはなく、全ての方を対象者にやっていたと思うんですけれども、そのあたりの差額、ど

れぐらいになるのか。 

○中川委員長 

  国の制度やろう、児童手当って。 

○佐々木委員 

  国でやっていたけれども、その所得制限が国であった部分、それすごく古い話しているん

かな、私。所得制限、国でありましたよね。それが所得制限しないように、河南町は全員対

象に、多分すごい高所得の人にも児童手当って払っていたと思う。 

○中川委員長 
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  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  児童手当につきましては、国の制度どおりに実施しております。多分所得制限というのは、

乳幼児の医療費のところかなと思うんですけれども、乳幼児の医療は、国の制度は６歳まで

で、所得制限もあってというところなんですけれども、それをうちは18歳までで、所得制限

なしでという形でさせていただいていますので、そちらかなと。児童手当は国のとおりにさ

せていただいております。 

（「過去はあったと思うけど、児童手当、ね」の声起こる） 

○中川委員長 

  暫時休憩いたします。 

休   憩（午後４時１０分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後４時１１分） 

○中川委員長 

  休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  74ページの人権啓発研修会とか、町人権をまもる会とか、人権教育とか、いろいろあるん

ですが、本町ではやっぱり基本的人権が尊重された差別のない明るいまちの実現を目指して

ということで平和パネル展や平和を考える町民の集い、人権を考える町民の集いなどいろい

ろやってくださっているのは承知しているんですが、これで河南町の住民さんの人権問題が

解消できているのかどうか。理事者のほうではどういうふうに認識されているのかというこ

とを教えてください。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  人権男女共同社会室では、様々な行事にも委員仰せのとおり取り組んでおります。その中

でも、相談しやすい体制もつくっておりまして、女性相談もしくは太子町、河南町、千早赤

阪村、３町村の住民さんが、小さい町ですので顔が知られたらちょっとしんどいんですとお
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っしゃる方もいらっしゃいますので、河南、太子、千早の住民さんであればどこに人権相談

に行かれても受け入れられるという体制はつくっております。また、年度末には、河南町と

人権をまもる会と同じことで明るいわが町という冊子を作って住民さんに啓発も図っており

ます。 

  以上です。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  啓発冊子を発行してくれはるということも知っていますし、これを読んでくださっている

住民さんのあれもあるんですが、相談体制はしていただいているけれども、相談できない人

っていっぱいいますよね。やっぱり高齢者の人でも、おうちのほうで悶々してはるとか。何

を言いたいかということ、たくさんお金をかけて映画見て、あれをやってということをやる

のもいいけれども、やっぱり何年かに１回はこの方法を変えて、実際河南町で人権問題で苦

しんでいる人たちをどういうふうにしたら救済していけるかというようなこともやってほし

いという思いで質問させてもらっているんですけれども、やっぱり値段これだけかけなくて

も町民さんの住民の人権って、いろいろやっぱり人と人で対応できていくというようなこと

があるんやったら人権の講演会、これもいいけれども、見て終わりですよね。映画も見て終

わりじゃないですか。これだけたくさんのお金かけるんやったら、やっぱり方法を変えてほ

しいというふうに思うんですが、そういうふうなことは検討していただけるかどうかという

ことをお伺いします。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  人権男女共同社会室の職員も様々な研修に参加しておりまして、他市町村が取り組んでお

られる事例とかもいろいろ意見交換もやっておりますので、また参考にして研究していきた

いと思っております。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  髙田副委員長。 
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○髙田副委員長 

  89ページなんですけれども、石川こども園の大規模改修、先ほどちょっとお話ありました

けれども、8,200万円程度補助金として上がっているんですが、まず一番最初お聞きしたの

が、そもそもの大規模改修２億７千万円ほどかかるということでしたけれども、たしか四、

五年前の協定結ぶ際は１億円弱ぐらいの改修費用ということで想定していたと思うんですけ

れども、何かこれに対しては急激に上がった理由があるのか、それとも、もともとその額が

妥当だったのかというのをちょっとお知らせください。 

○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  以前に、その計画のときにお伝えしていた額はその１億円程度ということだったんですけ

れども、やはりこの13年の間にいろいろ不具合とかも多くなってきまして、エアコンが順次

今壊れていっていましたりとか、あと建具のほうからちょっと雨水がしみ込んできたりとい

う。この建具のほうが、もう小学校のときのものをそのままちょっと使っておりまして、や

はりそのあたりからちょっと染みができたりというのもありまして、いろいろなところがち

ょっと順次今不具合出ておりますので、今回は一斉に取り替えて外壁の補修なりも併せて行

いたいということで、この金額になっております。 

○中川委員長 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  分かりました。結構大きく膨らんだんですけれども、これは当初国のほうが２分の１やっ

たかな、それとあと園と町のほうで２分の１、２分の１という…… 

（「４分の１」の声起こる） 

○髙田副委員長 

  あ、４分の１かな、負担するということでスタートしたんですが、先ほどちょっとお聞き

した内容では町負担分が12分の１で済むというふうなことを聞いたんですけれども、まだこ

れ現実的には決まっていないかどうかというのは別としまして、もしこういうことになれば

園側ももう少し負担金を減らしてほしいとか、そういうような形、話が出そうな気もするん

ですけれども、実際今この額については、この助成金については園のほうと継続的に話をさ

れているのか、ちょっとお聞かせください。 
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○中川委員長 

  山田課長。 

○山田教・育部こども１ばん課長 

  園のほうとは事前にお話をさせていただいておりまして、この４分の１のほうでは了承は

いただいております。 

○中川委員長 

  髙田副委員長。 

○髙田副委員長 

  分かりました。それでは結構です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ、民生費について委員の質疑を終結いたします。 

  次に、衛生費についての説明を求めます。 

  入替えお願いします。 

  □元課長。 

○□元健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長 

  それでは、89ページから90ページにかけて、（款）衛生費、（項）保健衛生費、（目）保

健衛生総務費でございます。予算額3,906万円、対前年度比74万２千円の減でございます。 

  主な要因ですが、90ページの（節）負担金補助及び交付金の休日診療所運営負担金と、そ

の下の小児急病診療事業負担金で、新型コロナウイルス感染症による診療控えも収まってき

ていることから、診療報酬の増を見込むことで、それぞれ63万５千円、102万４千円の減と

なったことによるものでございます。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  （目）保健衛生費でございます。 
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  主に飼い犬の登録、狂犬病予防接種に関する予算でございまして、予算額26万９千円、前

年度と比較いたしまして１万円の増額となっております。前年度並みに計上させていただい

ております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  □元課長。 

○□元健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長 

  90ページから91ページにかけて、（項）保健事業費、（目）保健事業総務費でございます。 

  予算額1,492万１千円、対前年度578万４千円の増でございます。主な要因は、職員人件費

の増によるものでございます。 

  続きまして、91ページ下段から94ページにかけて、（目）保健事業費でございます。 

  予算額7,443万７千円、対前年度487万６千円の増でございます。主な要因ですが、会計年

度任用職員として雇用しておりました管理栄養士１名について、令和７年度から職員として

新規雇用する予定となってございます。それによりまして、報酬で279万６千円の減となる

一方、職員人件費で635万５千円の増となったことによるものでございます。 

  続きまして、94ページ、（目）保健予防費でございます。 

  予算額6,438万８千円、対前年度2,300万１千円の増でございます。主な要因は、（節）委

託料の各種予防接種委託料で、新型コロナウイルスワクチン接種を当初予算で計上している

こと、また帯状疱疹ワクチンの定期接種化に伴う委託料を計上していること、これによりま

して各種予防接種委託料で2,380万２千円の増となったものによるものでございます。 

  続きまして、（目）母子保健事業費ですが、予算額2,527万８千円、対前年度37万４千円

の減でございます。主な要因ですが、５歳児健診実施に伴い、（節）報酬の看護師・歯科衛

生士等報酬で20万４千円の増、また報償費の講師等謝礼で医師分として25万２千円の増とな

る一方、95ページの委託料の母子保健等委託料で、近年の出生数を考慮し、143万９千円の

減となったものによるものでございます。 

  ここで説明を交代いたします。 

○中川委員長 

  池添課長。 

○池添まち創造部副理事兼都市環境課長 

  それでは、96ページから97ページにかけまして、（項）環境衛生費、（目）環境衛生総務



－108－ 

費でございます。 

  予算額1,318万１千円、前年度と比較いたしまして117万２千円の増となっております。都

市環境課の所管する予算のうち、主な増減の要因は（節）需用費の消耗品費、啓発物品等で、

ごみのポイ捨て禁止などの啓発用看板の購入費用が15万円全部増になったものでございます。

その他、概ね前年度並みに計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○中川委員長 

  北野課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  96ページから98ページ、（目）環境衛生総務費のうち住民生活課に関する部分といたしま

して、96ページの需用費の衛生害虫駆除薬剤の購入及び負担金補助及び交付金の合併処理浄

化槽設置整備補助事業に関する予算でございます。こちらは前年度並みに計上させていただ

いております。 

  続きまして、97ページの（目）清掃費でございます。 

  し尿くみ取り及びごみ収集等の委託業務に関する予算で、予算額は１億1,475万５千円、

前年度と比較いたしまして186万９千円の減額となっております。主な増減の内容でござい

ますが、人口減による廃棄物処理運搬委託料と柏羽藤クリーンセンターへの搬入が終了した

ことによる減になっております。 

  そのほかにつきましては、前年度並みに計上させていただいております。 

  続きまして、（目）ごみ減量対策費でございます。 

  生ごみの減量化、資源ごみの分別収集・処分等に関する予算で、予算額は2,798万４千円

で、前年度と比較いたしまして35万円の減額となっております。主な増減の内容でございま

すが、委託料で人口減による資源ごみ分別処理業務委託料で35万７千円の減となっておりま

す。 

  そのほかにつきましては、前年度並みで計上させていただいております。 

  続きまして、98ページ、（目）清掃施設費でございます。 

  南河内環境事業組合負担金及び同組合シール作成負担金などでございまして、予算額１億

3,672万９千円で、前年度と比較しまして137万６千円の増額となっております。主な増減の

内容でございますが、ごみの排出量の増加により、南河内環境事業組合負担金で131万３千

円の増となっております。 
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  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  池添課長。 

○池添まち創造部副理事兼都市環境課長 

  同じく98ページ、（目）公害対策費でございます。 

  予算額165万９千円で、前年度と比較いたしまして千円の減となっております。概ね前年

度並みで計上させていただいております。 

  めくっていただきまして、99ページ、（項）上水道整備費、（目）上水道整備費でござい

ます。 

  予算額3,420万９千円、前年度と比較いたしまして188万円の減となってございます。大阪

広域水道企業団への負担金の減で、主な増減の要因は、令和６年度に実施いたしました無試

薬残塩計、原水濁度計取替え終了などで188万円の減となったものでございます。 

  以上、衛生費の説明でございます。よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  それでは、委員の質疑をお受けいたします。―力武委員。 

○力武委員 

  衛生費の中で、どこの項目でもないんですけれども、97ページ、清掃費辺りに該当するの

かなというふうに思うんですけれども、野良猫の対策が、今町内でボランティアの方に委託

までしていないけれども、自主的にやられている団体が、私が把握しているだけで団体が２

団体、個人の方が４人ほど僕の手元に、手のひらに載っているんですけれども、実質的にこ

の間ボランティアの方の取組で野良猫が大分減ってきているんですよね。それで、３年ほど

前からＴＮＲの活動の中でどうぶつ基金を活用して避妊手術、去勢手術をするということで、

その取組の効果が現れているのかなというふうに思っているんですけれども、そのあたり、

どれぐらい去年、どうぶつ基金を活用して処理されたのか把握されておりますか。 

○中川委員長 

  北野住民生活課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  ちょっと件数のほうは今手元に資料がないんですけれども、ＴＮＲの活動によって野良猫

の数が減ってきているのは把握はしております。その活動についても広報のほうで掲載させ
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ていただきまして、住民さんにも知ってもらっている状態でございます。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  特定の地域じゃないんですけれども、全域で野良猫の発生が、やっぱり年２回出産するん

ですよね。それも１回５匹とか６匹とか産むんで、いたちごっこになるんですよね。やっぱ

りどうしても住民さん、ボランティアの方に協力を仰がないと行政だけでは対応できないと

思うんですよ。この間、担当課のほうは餌やりの問題の看板何枚か作ってもらって貼らせて

もらっているんですけれども、もっと広報等も必要やと思うんですけれども、その中で、や

っぱり公園なんかに、個人さんでもそういう看板を配布して餌やりを抑制するような取組を

是非取り組んでいただきたいなと、これ要望しておきたいと。もう少し看板を増やしてやっ

たら、もっと野良猫対応できるんじゃないかなというふうに思いますので、よろしくお願い

したいということです。 

  それと、99ページですけれども、上水道の関係で、直接本町はもう広域にお任せしている

状態なんですけれども、委託料が入っているんで質問させてもらうんですけれども、今度４

月から太子町のセンターのほうに統合されますよね、太子町、河南町、千早赤阪村が。その

関係で、人員の配置は従前どおりやられるのか、縮小されるのか、そのあたりはどういう体

制でやられるのか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

○中川委員長 

  池添課長。 

○池添まち創造部副理事兼都市環境課長 

  センター長が、今ですと３名おられるところが、正副、センター長とセンター長の補佐み

たいな形でほぼ二方に替わられるというのは聞いているんですけれども、それ以外のメンバ

ーは原則同じというような形では一旦聞いておりますが、内容のほうにつきましては変わる

可能性もあろうかと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  それと、先月ですか、３月入ったんで先月、10日ほど前に大宝４丁目で突発事故が発生し
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たんですけれども、大量な水が噴出していまして、今は修復しているんですけれども、上水

の長寿命化、耐震化の進捗状況とあれについて、実行計画はどのようにされているのか是非

示していただきたいなというふうに思うんですけれども、そのあたりどうですか。 

○中川委員長 

  池添課長。 

○池添まち創造部副理事兼都市環境課長 

  別の組織の話なので、今我々のほうでどうというのは言いにくいところなんですけれども、

水道センターさんのほうにちょっと一度その辺お聞きしまして、取りそろえられるものなの

かというのはちょっとお聞きしたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  97ページの、力武委員もこのことをおっしゃっていたんですけれども、保護動物、野良猫

を保護してそこの場に返している人と、小さい猫やったらもう引き取って保護動物として譲

渡会をやっている方という方も、いろんな方いらっしゃるんやけれども、大阪府のすぐ近く

に動物愛護センターがあるんですけれども、そういうような地理環境にもかかわらず、河南

町では別に特段動物愛護に関して何もしていない状況なので、その大阪府との連携をしてい

ますでも、こういうところでいろんな活動していますでもいいので、そういうことだけでも

何かやってもらえないですか、猫に限らず全ての動物。 

○中川委員長 

  北野住民生活課長。 

○北野住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長 

  動物愛護については、また近隣の状況も研究しまして、いろいろ住民さんに周知するよう

にはしていきたいと思います。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 
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  ありがとうございます。 

  次に、93じゃないかもしれないんですけれども、母子健診とかの子宮がん検診とか、いろ

いろと女性に関わることをやっていただいているんですけれども、子供の５歳まで健診する

とか、多胎児なんかいろいろやってもらっているんですけれども、何か１つやってほしいの

にアフターピルへのアクセスをよくする。住民さんにとってすごい今ハードルが高い状態な

ので、大阪府のＳＡＣＨＩＣＯというのは存続されることにはなったんですけれども、そこ

に行くまでに何らか、また別の話かもしれないけれども、バースコントロールの一環として、

アフターピルへのアクセスがあまりにもこの日本では悪過ぎるから、せめて河南町ではどう

にかこうにか病院を紹介、近くに病院があるということが分かるだけでもまだましやし、手

に入る場所が町内にあるなら一番いいんですけれども、しかも安く。何かそういうことをそ

ろそろ考えてもいいんじゃないかなと思うんですけれども、どうでしょうか。誰も答えへん。 

○中川委員長 

  □元課長。 

○□元健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長 

  うちのほうで、まだそういう広報とかホームページのほうにも何も実際には載っていない

と思うんです。今ニュースとかでも話題になっているような形なんですけれども、個別に電

話とか窓口とかに来られて相談されたら、それはそれでどういう病院とかというご紹介はさ

せていただけるかと思うんですけれども、どういう対策とか周知方法とかは、ちょっと検討、

研究させてもらいたいと思います。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  是非お願いします。相談に来たら何か言えるといっても、相談には、あれ72時間以内か何

かやったし、相談には恐らく来ないので、必要としている人は必ずいてるという思いで何ら

かの処置をお願いします。要望です。 

○中川委員長 

  ほかにございませんか。 

  ポープ委員。 

○ポープ委員 

  98ページの公害対策費のところの公害分析調査委託料のところなんですけれども、河南町
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ではどういった公害が過去あって、どういう調査が行われたのか、教えていただきたいです。

水なのか空気なのか土壌なのか、何かあったのか。 

○中川委員長 

  池添課長。 

○池添まち創造部副理事兼都市環境課長 

  こちらのほうの予算なんですけれども、公害分析調査委託料という予算で組ませていただ

いておりまして、こちらのほうが河川の水質調査と土壌調査を行っております。河川の水質

調査は、もう毎年定点を設けまして、６地点のほうで追従的にずっと同じ箇所でどう変わっ

ていくかというのを継続しております。土壌調査のほうにつきましては、今、町で行われて

おります埋立地のほうの土壌調査のほうを行わせていただいております。 

  以上です。 

○中川委員長 

  ポープ委員、よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ、衛生費についての委員の質疑を終結いたします。 

  次に、労働費、農林水産業費、商工費についての説明を求めます。 

  あと説明員の入替えあります。少し待ってください。 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  それでは、99ページをご覧ください。 

  （款）労働費、（項）労働諸費、（目）就労支援費でございます。 

  予算額23万３千円、前年度と同額で計上させていただいております。 

  続きまして、99ページから101ページにかけまして、（款）農林水産業費、（項）農業費、

（目）農業委員会費でございます。 

  予算額2,314万３千円、前年度と比べまして138万４千円の増となっております。 

  主な増減の要因は、人件費が増となったものでございます。 

  その他につきましては、概ね前年度並みで計上させていただいております。 

  続きまして、101ページから102ページの（目）農業総務費でございます。 
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  予算額3,134万６千円、前年度と比べまして102万４千円の増となっております。主な増減

の要因は、人件費が増となったものでございます。 

  その他につきましては、前年度並みの計上をさせていただいております。 

  続きまして、102ページから103ページ、（目）農業振興費でございます。 

  予算額3,788万３千円、前年度と比べまして1,449万９千円の増となっております。主な増

減の要因ですが、102ページの（節）負担金補助及び交付金の多面的機能支払交付金で、新

規交付団体及び交付対象事業の増によりまして147万８千円の増、その２つ下でございます

が、大阪版認定農業者支援補助金ですが、安定的な農産物供給を行う農業者等が実施する機

械設備の整備へ支援するものでございまして、その分333万４千円が全部増、またその１つ

下でございますが、農業次世代人材投資給付金で375万円の増となっております。 

  また、次のページ、103ページの一番上ですが、土地改良区内整備助成金といたしまして、

河南西部土地改良区が実施いたしますファームポンドの改修工事に対する補助金といたしま

して540万が全部増となったものでございます。 

  その他につきましては、概ね前年度並みの計上とさせていただいております。 

  続きまして、103ページ、（目）生産調整推進対策費でございます。 

  予算額225万７千円、前年度と比べまして46万３千円の減となっております。主な増減の

要因は、人件費が減となったものでございます。 

  その他は、前年度並みで計上させていただいております。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  藤木地域整備課長。 

○藤木まち創造部副理事兼地域整備課長 

  それでは、続きまして、同じく103ページから104ページにかけての農地費でございます。 

  （目）農地費の本年度予算額は472万９千円、対前年度比較で55万２千円の増でございま

す。主になかむら公園や寺田池オアシス広場の維持管理費用の計上でございます。 

  続きまして、104ページから105ページの（目）土地改良費でございます。 

  本年度予算額は4,048万円で、前年に比べまして2,216万円の増でございます。 

  主な増加要因は、前年度が骨格予算編成であったことによるものと、西新池のため池改廃

工事に向けました実施設計と代替水源の調査委託料として1,200万円を計上しております。

これらの増となってございます。 
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  続きまして、105ページ、農地防災事業費でございます。本年度予算額は75万円、前年度

と同程度の計上でございます。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  それでは、同じく105ページをご覧ください。 

  （目）地域農政推進対策費でございます。予算額40万６千円、前年度と同額で計上させて

いただいております。 

  続きまして、同じく105ページの（項）林業費、（目）林業総務費でございますが、前年

度と同額の予算を計上させていただいております。 

  続きまして、同じく105ページから106ページ、（目）林業振興費でございます。予算額

823万１千円、前年度と比べまして80万８千円の増となっております。 

  主な増減の要因は、106ページの（節）委託料の自然緑地維持管理委託料で27万６千円の

減、また（節）負担金補助及び交付金の間伐材搬出利用促進事業補助金につきましては、間

伐搬出を促進し、山林の荒廃の解消、また災害の未然防止等のため、また併せて河南町産材

の利用促進を図るため、間伐材の搬出に要する経費に対しまして補助するもので、120万円

が全部増となっております。 

  その他につきましては、概ね前年度並みの計上とさせていただいております。 

  続きまして、同じく106ページ、（款）商工費、（項）商工費、（目）商工総務費でござ

います。予算額1,411万６千円、前年度と比べまして140万４千円の減となってございます。 

  主な増減の要因は、人件費の減によるものでございます。 

  続きまして、106ページから107ページ、（目）商工業振興費でございます。予算額1,299

万６千円、前年度と比べまして275万７千円の増となっております。 

  主な増減の要因は、町内の電子地域通貨カナちゃんコインに関するシステム利用料等の見

直しによりまして、委託料の中の地域通貨推進業務委託料で275万円の増となっております。 

  その他につきましては、概ね前年度並みで計上をさせていただいております。 

  続きまして、107ページ、（目）消費者行政対策費でございます。予算額250万２千円、前

年度と比べまして24万円の増となっております。 

  主な増減の要因は、（節）負担金補助及び交付金の消費生活相談事業負担金で16万８千円
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が増となっております。 

  その他につきましては、概ね前年度並みで計上させていただいております。 

  続きまして、107ページから109ページまで、（目）観光費でございます。予算額1,414万

８千円、前年度と比べまして44万９千円の増でございます。 

  主な要因でございますが、めくっていただきまして、108ページ、（節）需用費におきま

して啓発物品の見直しや、今年度、観光ガイドマップを作成しておりますけれども、それの

増刷による費用として36万７千円の増、（節）委託料で公衆便所清掃等業務委託料で、清掃

回数の見直しによりまして40万２千円の増、また（節）負担金補助及び交付金で、昨年度、

大阪・関西万博の開催300日前イベントとして参加負担金として44万円を計上しておりまし

たが、これが全部減となったものでございます。 

  その他につきましては、概ね前年度並みで計上させていただいております。 

  以上で、労働費、農林水産業費及び商工費の説明を終わります。よろしくご審議いただき

ますようお願い申し上げます。 

○中川委員長 

  説明が終わりました。 

  それでは、各委員の質疑をお受けいたします。―佐々木委員。 

○佐々木委員 

  １点だけ聞きます。99ページの農業委員会についてなんですけれども、農業委員会の今構

成メンバー、属性とかどんなふうになっていますか。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  各それぞれ農業者の方、それと一般公募からの委員で構成をされております。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  確かに、農業に従事している人としていない人、そして女性、若者をたくさん入れろとい

うふうに国から出ていると思うんですけれども、そのあたりは、若い人も女性も、女性は何

人か入ったというのは過去には聞いているんですけれども、若い人、何をもって若いかは知

らないけれども、入っているんですか。最年少はどれぐらい、年齢構成はどんなものですか。 
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○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  農業委員の委員さんにつきまして、女性委員については２名いらっしゃいます。まず１人

が農業者、それと一般公募での女性の１名の方、60歳前後の方にはなりますけれども、そう

いう構成になっております。 

○中川委員長 

  よろしいですか。60歳ぐらいと言っている。 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  委員全体の年齢構成、若い人を入れないといけないと国で通達が出ているんですけれども

入っているんですか。60歳で若いと捉えていますかという話ですか。構へんけれども。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  なかなか若いというところが非常に難しいところがありますけれども、一般的な、我々農

業者でいう新規就農者で、青年というものが50歳未満になりますけれども、そういった方に

ついては構成メンバーには入っておりません。 

○中川委員長 

  佐々木委員。 

○佐々木委員 

  若い人、今どんどん新規就農の補助金とかいろいろ使って入って、毎年毎年これ使ってい

るので、入ってきているので、そういう方にも是非なってもらえるように、それはちゃんと

やっていってください。お願いします。 

○中川委員長 

  要望ですね。 

  ほかにございませんか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  その１つ下の102ページの農業次世代人材投資給付金ですが、これを受ける要件というの
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をまず教えてください。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  一番大きいところが年齢になります。50歳未満の方が対象になります。 

  以上です。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  年齢だけなんですね。そうすると、それ以下の人たちが支援を受けるためのステップとし

て、まず若い人たちは農地があるとかないとか、農地をまず探さないといけないじゃないで

すか。これを受けるためのステップというのはどういうふうになっているのか、教えてくだ

さい。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  いろんな今の支援を受けるに当たって、まず農業者というのが大前提にあります。今、大

門委員がおっしゃるように、いろんな全く農業に携わっていない方で農業をやりたいんだと

いう場合に、何げなしにやっぱり農業者のこの支援を受けることはできません。例えば、大

阪府のいわゆるイチゴ、例えば例で挙げますと、いちごアカデミーとか、それとか農業大学

で半年や１年、そういった勉強を受けてきて、もしくはそういう農業団体、農業法人のとこ

ろである一定期間、技術とか知識とかそういったものを習得をしてくる、そういったところ

の条件に当てはまれば次のステップという形で、いわゆる農地の取得じゃなくても利用とい

う形で、そういったところで農地を借り受けることが可能になってきます。その農地を借り

受けて、次のステップで、こういうところでそういう支援を受ける条件が当てはまれば支援

を受けられるというような形になります。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  そしたら、今回375万円増額されているんですが、これを予算化するに当たって、今何人
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の人にこれのお金を給付する予定なのかということを教えてください。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  まず、今年度ですけれども、一応継続という形で、昨年度から、令和５年度から令和６年

度で継続された方が９名、そのうち夫婦がいらっしゃいますので組数でいくと８組になりま

す。新規の方については２名いらっしゃいます。令和７年度につきましては、もう一応この

支援を受ける期間が満了の方もいらっしゃいますので、その方を除くと継続される方が５人

になります。そのうち夫婦が１組になりますので、結果４組という形で、あとはいろんな相

談を受けておりますので、新規の３名と合わせて、いろんなハウスとか機械の購入等がござ

いますので、そういったところの部分についても３人分をプラス見込んで今回計上させてい

ただいております。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  最後です。この方たち、今人数をお示しいただいたんですが、全部河南町在住の方なんで

すか。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  一部在住の方はいらっしゃいますけれども、町外の方が結構多いです。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  その方は、親は河南町にいるけれどもというふうな方々ですか、河南町在住でない方。そ

れとも、全くあれなんだけれども河南町で就農したいということですか。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  親とか身内がいてるというのはなしに、もう単純にいろんな勉強してこられて河南町で農
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業したいんだという方が大半でございます。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

  力武委員。 

○力武委員 

  105ページですけれども、ようやく寺田、加納地区のほ場整備が始まりましたけれども、

ここの農業整備事業負担金、じゃここの計上でいいんですか。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 

○玉田まち創造部理事 

  来年度予算については、こちらのほうで計上させていただいています。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  そこの部分でちょっと質問させていただきますけれども、まずトータルの事業規模はどれ

ぐらいなのかということと、参加している農家、地権者はどれくらいいてはるのか、面積を

ちょっとお聞きいたします。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 

○玉田まち創造部理事 

  面積のほうは、地区面積で18haございます。そのうち農地が13.5haです。参加されている

地権者の方が65名です。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  この整備事業に対して、総事業高、事業費を聞いたと思うんですけれども、事業費はどれ

ぐらいなんですか、全体の。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 
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○玉田まち創造部理事 

  事業費として約６億５千万円に今なっております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  本町が2,200万円ということで、もうほとんどが国、府の事業ということで捉えておいた

らいいということですか。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 

○玉田まち創造部理事 

  すみません。先ほど私申し上げたのが全体の事業費になっていまして、この今2,240万円

といいますのは来年度予算に対しての分になっていますので、来年度、令和７年度に対して

の町の負担分という形になってまいります。事業費自体は国が67.5で府が27.5、町が10％と

いうふうな割合になっております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  ということは、これ令和７年度の事業費で、これ何年計画で総事業高が６億５千万円とい

うことは聞いている、今説明あったんですけれども、それは３年ぐらいですか、２年ぐらい。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 

○玉田まち創造部理事 

  事業は令和９年度までとなっております。 

○中川委員長 

  力武委員。 

○力武委員 

  その令和９年度までで毎年これぐらいの金額が町負担として出てくるということで理解し

ておいたらいいんですか。 

○中川委員長 

  玉田まち創造部理事。 
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○玉田まち創造部理事 

  毎年というよりも、工事費が一番ピークになってくるのが来年度とかになってきますので、

あと金額は若干落ちていく形にはなるかとは思います。 

○中川委員長 

  よろしいですか。 

  大門委員。 

○大門委員 

  もう一件、107ページのかなんブランド商品開発事業補助金20万円予算計上してはるんで

すが、これって、ブランド商品開発するのに20万円でできるんかなというふうな形、思いも

あるんですけれども、どういうふうなところに要は補助金を渡さはるんですか。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  「かなんブランド」という形で、河南町のものを使ったりとか、そういったもので河南町

のＰＲになるような商品を開発された事業者に対して補助をさせていただきます。当然、開

発費用とか、当然食べ物であれば検査とか、いろんなものがあると思いますけれども、そう

いった費用に対して２分の１、上限10万円ですけれども補助をさせていただくと。内容によ

ってはその20万で収まるものもあれば、今、委員仰せのとおり、それ以上になる場合も当然

ございます。参考に、今年度につきましては町内産の米粉を使ったクッキーを一応今申請を

されて、一応完了はしております。 

○中川委員長 

  大門委員。 

○大門委員 

  商品開発するのに一定期間時間がかかるといった場合に、１回申請したらどれぐらいの期

間の中で、やっぱりこれブランド商品を作らないといけないんですか。 

○中川委員長 

  中海課長。 

○中海まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長 

  一応予算的には単年度でやっておりますので、一応年度内で申請、年度内の完成という形

にはなります。 
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○中川委員長 

  よろしいですか。 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○中川委員長 

  なければ、労働費、農林水産業費、商工費についての委員の質疑を終結いたします。 

（「委員長」の声起こる） 

○中川委員長 

  ５時になりますけれども、議長の話終わるまで続けたいと思います。 

  議長、お願いします。 

○浅岡議長 

  すみません、委員長。私、午前、午後とちょっと部屋のほうでモニター伺っていたんです

けれども、見させてもらっていたんですけれども、以前、議場の中での注意事項を申し上げ

たはずなんですけれども、この委員会室では委員長が主導者でありますので、委員長宛てに

挙手する場合は、「委員長」と右手をしっかり挙げて、その基本を忘れないようにしていた

だきたいなと思います。モニター見ていたら、答弁する方もにちゃっと笑って答弁してはる

場面もありましたんで、それらは視聴してもらえる場所をこしらえて住民さんにも見ていた

だいているわけですから、十分注意して、いい委員会にしていただきたいと思います。 

  それと、資料が手元にないんでというような回答もあったかなとは思うんですけれども、

これは明日にでも採決、この場で採ってもらうわけですから、資料が必要な場合はいついつ

までにそろえますとか、そろえられないものならもうちょっと堪忍してくださいというよう

なことをはっきりもうその場で言うてもらったらいいかなとは思うんですけれども。その点

２点よろしくお願いしておきたいと思います。 

  以上です。 

○中川委員長 

  議長、どうもありがとうございました。 

  それでは、残りました土木費以降の審議未了分につきましては、明日６日午前10時から予

算・決算常任委員会の２日目を行います。ご協力ありがとうございました。 

  本日はこれをもちまして散会といたします。ご苦労さまでございました。 
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午後５時０１分散会 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

 

        委員会条例第27条の規定により、ここに署名する。 

 

                 予算・決算常任委員会委員長     

 

 


